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習近平の国防意思決定体制と「強軍の夢」

軍事改革の出発点

2011年1月11日の朝、成都の滑走路からグレーの戦闘機が飛び立った。ステルス戦闘機「J-20」
の初のテスト飛行だった。同じ日、北京では米国のロバート・ゲイツ国防長官が胡錦濤国家主席と
対峙していた。ゲイツがこの飛行の件を切り出すと、胡錦濤と傍らにいた文民指導者たちは、まる
で初めて耳にしたかのような様子を見せた。一国の最高指導者が、自国の新兵器の初飛行について
、外国の賓客の口から初めて知らされたのである。『Understanding China's National Security De
cisionmaking』は、この瞬間を、防衛産業部門が中国人民解放軍（PLA、中国人民解放軍）や外交
部から独立して機能していた、断片化されたシステムの証拠として読み解いている。

この問題には「情報の縦割り（情報サイロ）」という名があった。各機関が情報を抱え込み、横
にも上にも伝達しないというセクショナリズム（ストーブパイピング現象）が、長年にわたって固
定化されていた。その結果、最高意思決定者には不完全で不正確な情報フローしか届かなかった。J
-20のインシデントは、その構造を白日の下にさらした一つの窓にすぎない。この亀裂の予兆は、丸
10年前に現れていた。

2001年4月、海南島付近の上空で米海軍のEP-3偵察機と中国の戦闘機が衝突した。解放軍は、米
軍機が突然進路を変更したために衝突が起きたと急ぎ報告した。しかし間もなく、中国側パイロッ
トである王偉の過失が明らかになった。記録によると、当時、江沢民国家主席は軍の戦略的センス
の欠如を激しく叱責したという。国家の最高危機というまさにその瞬間、軍が上層部に送った判断
は事実から乖離していた。習近平指導部が引き継いだ国防意思決定システムは、こうした欠陥を内
包していたのである。

改革の大まかな方向性は、単一の目標から導き出された。それは、2049年までに世界一流の軍隊
を築き上げ、強軍の夢（強軍夢）とともに、中華民族の偉大な復興という中国の夢（中国夢）を実
現することである。この目標は、過去の路線からの明確な決別を意味していた。改革開放期以降、
鄧小平の軍現代化に関する言説は、予見可能な将来において世界大戦は勃発しないという戦略的評
価に基づいていた。その判断のもとで資源は経済成長に投入され、国防意思決定システムや軍事イ
ノベーションは後回しにされた。長い間、軍の再編は緊急の課題として扱われてこなかった。

外部環境がその前提を揺るがした。中国の経済的台頭、第四次産業革命と呼ばれる先端技術の普
及、そして米中大国間競争の深化が重なった。人工知能（AI）が指揮と判断のシーケンスを再構築
する「智能化（インテリジェンタイゼーション）戦争」に、旧態依然とした軍事システムでは対応
できないという危機感が高まった。智能化とは、AIを搭載した個々の兵器の話に還元できるもので
はない。情報過多の中で機械が指揮官の決定を支援するように、戦争の構造そのものを再構築しよ
うとする潮流を指す。習近平指導部は、この移行期を逃せば、強軍の夢も共に失われると結論づけ
た。

こうして2015年末から、コンセプト主導と技術主導の改革を融合させた広範な軍事変革が開始さ
れた。最初に着手されたのは権限の配置であった。断片化されたシステムの中で、下位機関が情報
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を独占し、独自の裁量で権限を行使していた慣行を断ち切らなければならなかった。習近平指導部
は、意思決定の軸を自らへと強力に引き寄せた。2013年には中央国家安全委員会（CNSC、中央国家
安全委員会）を設立し、国家安全保障機関間の連携を強化した。軍内部においては、軍委主席責任
制（軍委主席負責制）を導入し、中央軍事委員会（CMC、中央軍事委員会）主席という単一の人物
に権限が集中するように指揮系統を再編した。リーダーを通り越して情報が分散する問題は、すべ
てをリーダーに集約させることで解決が図られた。

権力の再配分は、人的な問題を伴った。2002年以降、解放軍は共産党の指導から徐々に自律性を
獲得しており、その隙間で「関係（グアンシ）」と呼ばれる非公式な利権と忠誠のネットワークが
深く根を下ろしていた。汚職が蔓延した。派閥主義は判断の効率を低下させ、戦闘準備態勢を蝕ん
だ。習近平は反腐敗を大義名分として、前例のない軍指導部の粛清を断行した。この潮流は現在も
続いていると報じられている。2026年1月現在、CMC副主席の張又侠と連合参謀部参謀長の劉振立
が規律・法律違反の疑いで調査を受けており、2022年以降に任命された制服組のCMC委員6人のう
ち5人が解任されたと報じられている。また、海軍の将官クラスも多数が役職を解かれたという。と
はいえ、習近平の個人的な動機や、この粛清を突き動かした内部の論理は、入手可能な情報源から
は確認できない。情報源が特定している名目の目的は、汚職の撲滅、党による統制の回復、そして
軍に対する党の絶対的指導力の確立である。

最後の課題は、組織の体躯そのものの形状であった。大陸軍（大陸軍）の長い伝統により、陸軍
が総兵力の70パーセント以上を占めるという歪んだ構造が存続していた。『Research on Military
Innovation in China Under Xi Jinping』によれば、指揮と作戦は、総参謀部、総政治部、総後勤部
、総装備部の「四総部」と7大軍区を中心に回っていた。この枠組みは地理的な境界に縛られており
、海軍、空軍、宇宙、サイバー部隊を織り交ぜた現代の統合運用を扱うにはあまりにも硬直的であ
った。この問題にも手が付けられた。習近平は30万人の兵力削減を行い、主に政治機関、非戦闘員
の後方支援要員、そして陸軍を対象とした。その結果、2019年までに陸軍は97万5000人に縮小し、
中国軍の歴史上初めて総兵力の48パーセントを下回った。

指揮の原則も新たな言葉で書き換えられた。「軍委が総括管理し、戦区が作戦を主導し、軍種が
建設に専念する（軍委管総、戦区主戦、軍種主建）」という枠組みが確立された。四総部は解体さ
れ、CMC傘下の15の職能部門に再編され、CMCの直接統制が比例して拡大した。作戦指揮は7大軍
区から、東部、西部、南部、北部、中部の5大戦区体制へと移行し、各戦区が管轄地域内の陸海空軍
およびロケット軍部隊を単一の権限のもとで指揮することになった。軍全体に対する陸軍の優位と
いう慣性を打破するため、2015年12月31日に陸軍指導機関が設立され、陸軍は他の軍種と同等の地
位に置かれた。情報の縦割り、弱体化した党の統制、そして大陸軍の慣性という、3つの結び目を一
度に解こうとする試みが、この改革の出発点であった。

結び目は3つにとどまらなかった。兵器の建造と調達を支えるエコシステムもまた、抜本的な見直
しを必要としていた。『China's Defense Modernization Objectives and R&D Ecosystem』によれ
ば、中国の兵器・装備品開発は独占と規制のないサプライヤー関係によって重荷を背負わされ、解
放軍の交渉力を弱め、イノベーションを鈍らせていた。20年、10年、5年のサイクルで策定される「
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兵器装備発展戦略」や「兵器装備建設計画」は技術ロードマップを提示していたものの、旧式化し
たシステムがそれらの計画の適切な実行を困難にしていた。習近平政権は2016年に総装備部を解体
し、CMCのもとに装備発展部（EDD、中央軍事委員会装備発展部）を設立して、全軍種の兵器開発
と調達の統制を一本化した。同じ流れの中で、国防科学技術の戦略的管理と新興技術の軍事応用を
担う中央軍事委員会科学技術委員会（STC、中央軍事委員会科学技術委員会）を設立し、米国のDAR
PAに比肩する役割を与えた。2015年に定式化された軍民融合（MCF、軍民融合）は国家の核心戦略
へと格上げされ、2017年には習近平が自ら主任を務める中央軍民融合発展委員会（CMCFDC、中央
軍民融合発展委員会）が設立されて、AI、クラウドコンピューティング、量子コンピューティング
といった民間の商用技術を軍の研究開発へと引き込む導管となった。このコンセプトは後に「一体
化国家戦略体系および能力（NSI、一体化国家戦略体系和能力）」へと進化し、民間、軍事、経済の
領域を単一の枠組みに束ねる方向へと進んでいる。

技術の再編成は、人間の限界を補う意図も担っていた。1979年の中越戦争以来、大規模な紛争を
経験していない解放軍には、「平和病」と呼ばれる無気力が蔓延しており、指揮官が状況を判断で
きない、上級の意図を理解できない、作戦上の決定を下せない、部隊を配置できない、予期せぬ不
測の事態に対処できないという「五個不行（5つの能力不足）」という診断が下されていた。機械化
と情報化を通じて装備は高度化したが、指揮官に押し寄せるデータは人間が処理できる限界を超え
、結果として情報過多をもたらした。これこそが、AIを作戦に統合する「智能化」が、2027年と203
5年の強軍の節目において核心に据えられた理由である。それに続いて、観察・情勢判断・意思決定
・行動というOODAループを圧縮するために戦術・戦略レベルでAIベースの意思決定支援システムを
導入し、自律型兵器やドローン群のための新しい指揮統制手法を模索する取り組みが行われた。こ
れを支えるため、2015年にサイバー、宇宙、電子戦の能力を統合した戦略支援部隊（SSF、中国人
民解放軍戦略支援部隊）が設立された。2024年4月、SSFは解体・再編されて情報支援部隊（ISF、
中国人民解放軍情報支援部隊）となり、マルチドメイン作戦の神経中枢としての役割を担うことと
なった。

強軍の夢はどのように作動しているか

2023年4月、タイ・ミン・チュンはワシントンで開催された米中経済安全保障審査委員会の公聴会
で証言台に立った。彼は長年にわたり防衛イノベーションを追跡してきた研究者である。彼の証言
が向けられた問いは、ただ一つであった。「強軍の夢とはスローガンなのか、それとも作動してい
る機械なのか」ということだ。

強軍の夢は、21世紀半ばまでに中国を世界一流の強国にするという野心である「中国の夢」を支
える軍事ビジョンである。それは、解放軍を世界最高峰の軍隊へと変貌させるという、習近平時代
の目標にほかならない。このビジョンが転回する最初のポイントは、中国共産党による安全保障の
定義にある。2014年、習近平国家主席は「総体国家安全観」を提示した。これは政治、領土、軍事
、経済、文化、社会、技術、情報の安全保障を単一の構造に束ねる枠組みである。この枠組みの中
では、経済や技術の課題が軍事の課題へと翻訳される。共産党にとって、国家安全保障とは体制の
生存や政治的安定と切り離せない概念である。内部の秩序を不安定化させかねない外部勢力に対す
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る警戒心が、この概念には埋め込まれている。安全保障の定義が広がれば広がるほど、それに伴っ
て軍の任務も拡大していく。

この安全保障概念は、「軍事戦略指針（MSG）」という具体的な指令へと下りていく。軍事戦略
指針は安全保障環境を評価し、主要な戦略的ライバルと主要な戦略的方向性を指定する。2000年代
以降、中国は米国を主要な戦略的ライバルと位置づけてきた。1990年代初頭からは、台湾を最優先
の戦略的方向性に設定している。最悪のシナリオを想定した戦力開発に向けて、資源はその方向へ
と投入されてきた。中国の指導部は、マルクス・レーニン主義的な世界観の上に、衰退しつつある
覇権国が台頭する挑戦者を抑え込むために紛争に訴えるのではないかという恐怖を抱いている。米
国の行動を体制転換や包囲網構築の試みと読み解く最悪の仮定が、脅威評価のレンズとなる。強い
軍隊だけが主権と開発利益を守ることができるという論理は、このレンズから流れてくる。その論
理こそが、強軍の夢を突き動かす正当化であり、エンジンなのである。

強軍の夢の実行は、米国との軍事技術競争へと直結する。中国は長年、軍事戦略は技術開発によ
って決定されるという信念を抱いてきた。1991年の湾岸戦争で先端技術と情報戦の破壊力を目の当
たりにした衝撃は深かった。1999年のベオグラード中国大使館爆撃事件を受けて、中国は主要な抑
止兵器の開発を統括する「995工程指導小組」を設立した。これらは、技術的な劣勢を克服しようと
する長年の取り組みの軌跡である。習近平時代において、戦場は機械化や情報化を越えて、智能化
戦争へと移行しつつある。智能化戦争とは、人工知能、ビッグデータ、クラウドコンピューティン
グ、無人システムが指揮、偵察、打撃のシーケンスを再構築するドクトリンの変革を意味する。そ
れは単一の兵器の性能向上とは次元の異なる問題である。中国は、米国が軍事力においてリードし
ていることを認めている。同時に、AIなどの新興技術を、既存の優位性を無効化できるゲームチェ
ンジャーかつ非対称な戦力と評価している。この背景には、後発者が道路のカーブで先行者を追い
抜くことができるという「カーブでの追い越し（彎道超車）」のコンセプトがある。

この判断は、中長期の「兵器装備発展戦略（WEDS）」や国防5カ年計画を通じて制度化されてい
る。第15次5カ年計画（2026〜2030年）の綱領には、大国間競争の時代がより複雑かつ激しさを増
していると明記されている。制裁や拡大管轄（ロングアーム管轄）に直面する中での技術的自立を
求めている。自律型兵器やドローン群の迅速な配備、そして量子や宇宙技術の開発を国家安全保障
の核心に指定している。しかし、これらの指令は目標や計画の言葉にすぎない。実際にどれだけの
装備が作戦部隊に配備されたかを、これらの文書だけで判断することは困難である。

強軍の夢は、2つの改革を同時に走らせている。一つは軍内部のハードウェアの再編であり、もう
一つは国家資源を融合させるソフトウェアの改革である。軍の組織再編は2015年末に動き出した。
兵力は30万人削減された。総参謀部、総政治部、総後勤部、総装備部の四総部は解体され、CMC傘
下の15の職能部門へと統合された。これはCMCに権力を集中させる再編であった。本土防衛と陸軍
中心の作戦を志向していた7大軍区は、海洋や宇宙作戦もカバーする東部、西部、南部、北部、中部
の5大戦区へと再構成された。この改編のゴールは、統合運用を実施できる指揮アーキテクチャの構
築であった。
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新たな戦闘能力を収めるための新部隊も設立された。2015年には、サイバー、宇宙、電子戦を扱
う戦略支援部隊（SSF、中国人民解放軍戦略支援部隊）が創設された。2024年にはこれが再編され
、情報、サイバー、認知戦の統制を一本化する情報支援部隊（ISF、中国人民解放軍情報支援部隊）
が設立された。これは「新質戦闘力」と表現される潮流の一部であるが、その訳語や範囲はいまだ
定まっていない。政策のスローガンと実際の軍事力を同等の重みを持つものとして読み解くべきで
はない。兵器調達と研究開発を統括する装備発展部（EDD、中央軍事委員会装備発展部）がこの再
編の一方の柱を担っている。もう一方の柱は、国防科学研究と新興技術をリードする中央軍事委員
会科学技術委員会（STC、中央軍事委員会科学技術委員会）である。STCは米国のDARPAに例えられ
る。ただし、2つの組織を同等品として扱うことはできない。その内部予算、人員、プロジェクトを
裏付ける一次史料はいまだ乏しいのが実情である。

ソフトウェア改革の名称は「軍民融合（Military-Civil Fusion, MCF）」です。民間の商業技術とイ
ノベーション能力を軍事部門に引き込み、軍事研究開発の不足を補う戦略を指します。この概念は
、民間経済、国家安全保障、国防インフラを単一の統合システムに結びつける「一体化国家戦略体
系および能力（Integrated National Strategic System and Capabilities, NSI/INSS）」へと拡大しま
した。この統合プロセスは、習近平国家主席自らが率いる「中央軍民融合発展委員会（CMCFDC）
」と、2023年に新設された党・国家機関である「中央科技委員会（CSTC）」の管理下にあります。
このCSTCは、先述の「中央軍事委員会科学技術委員会（STC）」とは異なる組織です。略称が似て
いるため混同しやすいですが、明確に区別して理解する必要があります。このシステムの中で、百
度（Baidu）、阿里巴巴（Alibaba）、騰訊（Tencent）といったビッグテック企業のAI、クラウド
コンピューティング、データ能力が軍事部門に吸収されます。その吸収の受け皿となるのが、指揮
統制、戦場状況認識、ドローン群制御、意思決定支援システムです。強軍の夢は、国防と民間経済
の境界をなくし、国家の知的人的・物的資源を軍事技術競争へと向かわせる動員システムとして機
能しています。

この動員はタイムテーブルに沿って展開します。2027年は人民解放軍（PLA）創設100周年にあた
ります。これは、インテリジェント化（智能化）兵器の開発を加速し、統合運用能力を高めるため
の短期的なマイルストーンです。2035年は、国防と軍隊の現代化を基本的に完了するための中期的
なマイルストーンです。2049年は中華人民共和国建国100周年にあたり、米軍に匹敵または凌駕す
る世界一流の軍隊を構築するための最終目標です。これら三つの目標年は、強軍の夢が単なるスロ
ーガンではなく、タイムテーブルに基づいて稼働する機械であることを示しています。公聴会での
質問に戻るなら、その答えはこのタイムテーブルの中にあります。

強軍の夢を構成する要素は、個別に回転する部品ではなく、単一のフィードバックループの中で
連動する歯車です。脅威認識が軍事戦略指針を生み出し、その指針が兵器・装備開発戦略や国防五
カ年計画へと下りていき、計画は軍の再編と軍民融合を通じて具体的な形をとります。このプロセ
スを通じて増強された軍事力は米国の対応を呼び起こし、その対応は、衰退しつつある覇権国が台
頭する挑戦者を抑圧しようとしているという前提を裏付ける証拠として解釈されます。脅威への備
えがさらなる脅威を生み、その脅威がさらなる備えを正当化します。決定論的な世界観において、
このループは自己増殖し、軍民融合が民間の成果を軍に引き込むほど、そのサイクルは強固になり
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ます。強軍の夢を動かし続ける力の多くは、この自己証明的な構造から生まれています。

このループの中心にあるのが、権力の集中です。総参謀部や総政治部を含む四つの総部を解体し
、その権限を中央軍事委員会（CMC）に集約すること。兵器調達を担う装備発展部（EDD）と、国
防科学研究を主導する科学技術委員会（STC）をその配下に統合すること。こうした再編を、単に指
揮の効率化だけが目的と見るのは困難です。民間の技術力を軍事部門に引き込む軍民融合は、習近
平主席自らがトップを務める中央軍民融合発展委員会が主導し、党と国家の中央科技委員会がその
上に管理の責任を置いています。この配置は、国防の意思決定における最終的な権限が、一人の人
物と彼が率いる一握りの機関に収束していることを示しています。強軍の夢は軍隊を増強するビジ
ョンですが、同時にその軍隊を動かす権限を中央に引き寄せる政治的な再編でもあるのです。

権限が一箇所に集中するのは、強軍の夢が単なる軍事計画にとどまらず、体制そのものの正当性
と絡み合っているからです。中国共産党にとって、国家安全保障は政権の安定と切り離せず、世界
一流の軍隊を築くという約束は、中華民族の偉大な復興というより大きなナラティブと結びついて
います。強い軍隊が主権と開発利益を守るという論理は、安全保障の問題であると同時に、統治の
言語でもあります。軍事的な成果が体制の成果へと直接翻訳される場において、強軍の夢のタイム
テーブルは、軍事的なスケジュールであると同時に、政権が人民に提示した約束のスケジュールと
しても機能します。この正当性の回路が存在するため、大規模な資源の動員と権限の集中化は、ほ
とんど抵抗なく正当化されます。

しかし、この構図を読み解くには、使われている言葉を慎重に吟味する必要があります。総体国
家安全観、インテリジェント化戦争、新質戦闘力、一体化国家戦略体系などは、目標とディスクロ
ースの言語です。公開されている一次資料が乏しいため、文書に書かれた計画が実際の部隊能力に
どの程度移行しているかを判断するのは容易ではありません。組織の予算、人員名、進行中のプロ
ジェクトを検証する証拠が不足している状況では、スローガンと実力を同一視しないよう警戒しな
ければなりません。強軍の夢の働きを正確に見極めるには、公表されたタイムテーブルと検証され
た現実を並べ、そのギャップをも読み解く必要があります。

意思決定構造の限界

2011年1月、ロバート・ゲーツ米国防長官は北京にいました。まさにその瞬間、成都の上空でステ
ルス戦闘機「J-20」が初の試験飛行に向けて飛び立ちました。米国は、この飛行を訪問者に向けた
意図的な武力誇示と受け止めました。しかし、胡錦濤国家主席をはじめとする文民指導部は、それ
が起きたことすら知りませんでした。会談中に質問されて初めて状況を把握したと報じられていま
す。国防産業部門は人民解放軍（PLA）や外交部とは切り離されて動いており、外交的影響を伴う情
報がトップに届いていませんでした。強軍の夢を支える指揮構造には、外見と実際の運用の間にこ
のようなギャップが存在します。本節では、そのギャップを、公開情報で確認できるものと確認で
きないものに分けて見ていきます。

中国の公式な構造は、書類上は明確です。中国共産党、国務院、人民解放軍という三つの柱が、
頂点に向かって一本に収束しています。習近平は、党総書記、国家主席、中央軍事委員会主席のポ
ストを兼任しています。1999年のベルグレード中国大使館爆撃事件後に設置された、戦略的抑止兵



9 - Kim Kyung-jin

器開発を監督する「995プロジェクト指導小組」のトップも習近平が務めています。兵器調達を監督
する「装備発展部（EDD）」や、国務院傘下の「国家国防科技工業局（SASTIND）」が公式機関と
して指定されています。DARPA（国防高等研究計画局）と比較されることもある「中央軍事委員会
科学技術委員会（STC）」も、この組織図に位置を占めています。STCは先進的な国防研究を調整す
る機関ですが、公開情報を見る限り、これをDARPAと同等として扱う根拠はありません。2015年末
の改革により、四つの総部は解体されました。中央軍事委員会が全体的な指導を行い、戦区が戦闘
作戦に集中し、各軍種が部隊建設に集中するという原則のもと、15の職能部門と5つの戦区への再編
が行われたことが公式文書で確認できます。

問題は、この巨大な組織図が情報を上方へとしか流さない点にあります。省庁間の情報は横には
流れず、縦の報告ラインに限定されています。この「縦割り（ストーブパイピング）」と呼ばれる
現象により、頂点に立つ意思決定者は不完全な情報に基づいて判断を下すことになります。ゲーツ
長官訪問時のJ-20の事例は、その構造的欠陥を露呈させました。国防産業が軍や外交部から独立し
て動いていたため、決定に必要なシグナルが時間内にトップに届きませんでした。法的な枠組みも
また、二分された状態にとどまっています。最高指導部からの指示があったにもかかわらず、軍事
立法と行政立法の分裂、そして官僚的な縄張り争いによって阻まれた「軍民融合発展法」は、最初
に提案されてから10年以上も漂流しています。制度が戦略に追いついていない実態が記録されてい
ます。

公式の組織図では捉えきれない領域はさらに広大です。「兵器装備開発戦略（WEDS）」や「兵器
装備建設計画（WECP）」といった中長期的な青写真は機密扱いとなっており、外部の人間が内部の
議論や詳細な目的を検証することは不可能です。外部の観察者が中国の意思決定プロセスをリアル
タイムで見ていると想定するのは危険であり、その錯覚は判断ミスにつながりかねません。非公式
な権限は、公式な権限の上に重なる形で機能しています。書類上の肩書ではなく、個人的なつなが
りや暗黙のネットワークが決断を動かす場面が繰り返されます。1979年の中越戦争時、鄧小平は最
高位の肩書を持っていませんでしたが、非公式な会議を招集し、革命的な権威と個人的なつながり
を通じて戦争を主導しました。当時の最高の肩書は華国鋒のものでした。習近平体制下でもパター
ンは同様です。彼は福建省での17年間の勤務時代に培った側近を要職に配置し、2022年には国家安
全部（MSS）のトップを初めて政治局に入れました。しかし、この権力集中を促した個人の動機や
背景については、入手可能な資料からは確認できず、ここでは推測を避けます。

指示が曖昧な場合、現場レベルでの過剰な動きがその隙間を埋めることになります。2001年に米
海軍のEP-3偵察機と中国の戦闘機が空中衝突した際、パイロットの王偉による危険な接近飛行が最
高指導部の指示によるものだったのか、それとも現場レベルの独断的な判断だったのかを外部から
見極めるのは困難です。事件直後、人民解放軍は指導部に対し、米軍機が衝突を誘発したという虚
偽の報告を行いました。遅れて真実を知った江沢民は、戦略的意識の欠如について軍を厳しく叱責
しました。1979年のベトナム侵攻時にも、一部の指揮官が許可なく局地的な攻勢を仕掛け、作戦を
混乱させました。こうした現場での逸脱行為は、危機において指導部の統制を揺るがす不安定要因
であり続けています。
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恐怖は情報を歪めます。部下は処罰を恐れて悪い知らせを隠し、上司が聞きたがる情報だけを上
に送ります。この政治化によって生まれる情報の流れは「エコーチェンバー」と呼ばれます。その
弊害は、2019年から2020年にかけての武漢で明らかになりました。地方の役人たちは責任追及を避
けるためにヒトからヒトへの感染の事実を隠蔽し、規模を過小報告する一方で、李文亮を含む医師
たちを沈黙させました。失敗がトップに届くまでに深刻な遅れが生じたのです。軍内部での反腐敗
粛清は、この恐怖をさらに深めています。2026年1月には、規律違反を理由に張又侠CMC副主席と
劉振立連合参謀部参謀長が粛清されました。2022年以降、制服組のCMC委員6人のうち5人が排除さ
れ、実戦経験のない張昇民だけが残されました。粛清が台湾侵攻のタイムテーブルをめぐる意見の
相違によるものか、個人的な権力闘争によるものか、あるいは情報漏洩の疑いによるものかは、入
手可能な資料の範囲内では未検証の噂にとどまり、特定できません。それでも、構造的な結果は明
らかです。粛清を恐れる残された将軍たちは、否定的な訓練結果や現実的な問題を正直に報告する
ことができません。検閲を回避するために作られた「内参（ネイカン）」と呼ばれる党内部の報告
ルートすら検閲の対象となっており、真実を書くことを躊躇する雰囲気がシステムの機能を蝕んで
います。

解釈の段階でもバイアスが入り込みます。体制の生存と国内の安定を最優先する党は、国内の不
満や危機を外部勢力の仕業と読み解く傾向があります。危機において米国の行動を最悪のシナリオ
のみで解釈する確証バイアスや、敵の意図に自己の思考パターンを投影するミラーイメージング効
果が、判断ミスのリスクを増大させます。2020年秋の「オクトーバー・サプライズ」はその一例で
す。当時、中国指導部は、選挙戦で劣勢に立たされていたトランプ大統領が、形勢逆転を狙って南
シナ海で中国との軍事的衝突を引き起こすのではないかという根拠のない恐怖にとらわれていまし
た。これは米国の国内政治の仕組みに対する無知と、中国の地図の上にMQ-9リーパーを描いた米空
軍の部隊ワッペンを軍事的脅威として過大に受け止めた結果が重なったものでした。状況が極限ま
でエスカレートしたため、マーク・ミリー統合参謀本部議長が中国側に直接連絡し、攻撃の意図が
ないことを説明しなければなりませんでした。同様の歪みは、1999年のベルグレード爆撃を意図的
なものとした陰謀論や、2022年のペロシ下院議長訪台時に自制を促すバイデン大統領の電話会談が
計略と誤解された場面でも繰り返されました。軍内部においても、党への無条件の忠誠という政治
的要請と、現代戦に必要な専門性の間の緊張は解消されておらず、客観的な軍事分析がイデオロギ
ーによって抑制される状態が続いています。

このように整理すると、強軍の夢の指揮構造は、表面的には習近平と中央軍事委員会を頂点とす
る厳格な統制網を構築しています。しかしその内側では、省庁間の縦割り、外部からは見えない非
公式な権力、現場レベルの逸脱、恐怖から生まれるエコーチェンバー、そして敵の意図を最悪のケ
ースへと屈折させるバイアスが一体となって回転しています。これらの欠陥は、危機の瞬間に中国
の行動を予測困難にし、誤認から生じる紛争のリスクを恒久的に残すことになります。本章で指揮
構造を検討したのに続き、次章では、その内部で先進的な国防研究を調整する機関であるSTCの現実
と限界について個別に見ていきます。

これら四つの機能不全は、孤立した崩壊ではなく、互いに影響し合う単一の回路上にある歯車で
す。縦割りが情報を垂直のチャンネルに閉じ込めると、頂点には常に断片的な絵しか届きません。
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非公式なつながりや現場レベルの判断がその空白を埋めると、指導部の統制ラインは曖昧になりま
す。その曖昧な空間に粛清の恐怖が重なると、残された人々は悪い知らせを伏せ、耳障りの良い情
報だけを上に送るようになります。そして、確証バイアスとミラーイメージングが、そのフィルタ
ーにかけられた情報を最悪の方向で解釈します。ゲーツ長官の訪問中にトップに届かなかったJ-20
の飛行、EP-3衝突後の虚偽報告、武漢からの過小評価された報告、オクトーバー・サプライズへの
見当違いの恐怖。これらは異なる出来事のように見えますが、すべて同じ回路が残した爪痕です。
一つの欠陥が別の欠陥を増幅させ、危機の瞬間ごとに、誤った情報が誤った解釈と出会って肥大化
していくのです。

この回路がもたらす結果は、外部から中国の次の出足を読み解くことの難しさです。組織図に書
かれた肩書と、実際に意思決定を動かす手がずれているため、公式な構造だけを見て行動を予測し
ても的外れな結果を繰り返すことになります。兵器装備開発戦略や兵器装備建設計画が機密扱いで
ある限り、詳細な目標や内部の議論は外部の人間が埋めることのできない空白であり続けます。観
察者がその空白を憶測で埋めた瞬間から、判断ミスが始まります。危機の最中にミリー議長が電話
を取り、攻撃の意図がないことを説明しなければならなかった場面は、両国間の誤解を濾過する緩
衝材がいかに薄いものであるかを物語っています。

党への忠誠という政治的要請と、現代戦を戦うために必要な専門性が衝突する軍内部の緊張も、
この回路の一部です。昇進や生存がイデオロギー的な信頼性と結びつくとき、客観的な軍事的判断
はイデオロギーの前で声を潜めます。実戦経験のない人物がCMCに残り、実戦経験のある将軍たち
が排除される中で、現実をありのままに伝える報告はさらに稀少になります。強軍の夢が掲げてき
た技術的・組織的な飛躍は、この時点で制度的な限界の壁にぶつかります。書類上の改革がいかに
洗練されていようとも、そこを流れる情報が恐怖とバイアスによって汚染されているならば、頂点
における判断は揺らがざるを得ないのです。
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中央軍事委員会科学技術委員会（STC）：中国版DARPAの
現実と限界

STC（中央軍事委員会科学技術委員会）の起源

2023年4月、ワシントンで開催された米中経済安全保障審査委員会（USCC）の公聴会で、証言者
が人民解放軍の組織図を広げた。タイ・ミン・チュン（Tai Ming Cheung）が指し示したのは、中央
軍事委員会（CMC、中央�事委�会）の直下に位置する、見慣れない枠だった。その名は科学技術
委員会、正式には中央軍事委員会科学技術委員会であり、本書ではこれをSTCと略記する。これは、
2023年に党と国家の機関の下に新設された中央科学技術委員会（CSTC、中央科技委�会）とは異な
る組織である。略称では似ており混同されやすいが、STCがCMCの内部に位置するのに対し、CSTC
は党と国家の上位に位置する。本書の対象は前者である。その起源を理解するには、2016年の再編
まで遡らなければならない。

STC誕生の直接的な舞台となったのは、2015年末から2016年初頭にかけて実施された人民解放軍
の抜本的な改革である。この時期、中国軍はその歴史に残る規模で指揮系統の再編を行った。目標
は、あらゆる戦闘領域にまたがる統合統合運用能力の確立にあった。指導部は、陸、海、空、そし
て新たな領域を単一の指揮系統に統合することを目指した。その過程で、長年軍を支えてきた四総
部体制は解体された。権限はCMC傘下の15の職能部門に再配分され、意思決定の重心は上方へと引
き上げられた。この再編は、人員や組織の移動にとどまらなかった。兵器の建造と調達の業務を一
者の手に委ね、それらの兵器を支える技術の育成業務をもう一者の手に委ねるという設計であった
。

兵器の調達と獲得を担う巨大組織であった総装備部（GAD）も、同時に解体・再編された。GAD
は、よりスリムな装備発展部（EDD、中央�事委�会装��展部）へと改組された。調達機能が一
方に集約されたことで、残された特殊な任務を引き受ける新たな席が必要となった。その席を埋め
たのがSTCであった。その役割は兵器の購入ではない。その使命は、戦略的レベルで国防科学技術研
究を管理し、軍内部のイノベーションを推進し、軍民融合（MCF、�民融合）を主導することであ
った。西側の分析家たちは、この設計を米国の国防高等研究計画局（DARPA）の役割を中国の軍事
システムに移植しようとする試みと捉えた。しかし、STCをDARPAと同一視することはできない。
そうした判断の根拠は主に西側の証言や二次的な解釈に依存しており、予算や実名、個別のプロジ
ェクトを含む中国の一次資料へ公にアクセスすることは依然として困難だからである。組織の外形
は比較を誘うものの、その内部の仕組みを外部から明確に見極めることはいまだ難しい。

STC創設のより深い動機は、技術変化に直面したことによる危機感であった。2014年8月、習近平
は政治局集団学習会で演説し、世界の軍事発展における新たな潮流を指摘した。彼は軍に対し、格
差を縮小し、できるだけ速やかに飛躍的な発展を遂げるよう命じた。この命令の底には、独特の歴
史意識が流れていた。1990年代の湾岸戦争によって引き起こされた最初の軍事革命（RMA）におい
て、中国は傍観者であり後発組であったという認識である。人工知能によって推進される新たな軍
事革命は、それとは異なって見えた。指導部はこの局面を、緊急の課題であると同時に歴史的な好
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機であると捉えた。そこには、ゲーム盤そのものが変わる時こそ、遅れをとっていた側が先頭に立
つことができるという計算が組み込まれていた。

2015年の国防白書『中国の軍事戦略』は、その認識を公式文書として決定づけた。同白書は、軍
事戦略指針を「情報化された局地戦における勝利」と定義した。そして、長射程、高精度、知能化
、ステルス、無人の兵器および装備の台頭により、世界の軍事革命が新たな段階に入ったと宣言し
た。その背景にあったのが、米国の第三のオフセット戦略である。中国は、この戦略が成功すれば
、両軍の間に世代間の格差が生じることを恐れた。懸念を示す言葉は抽象的であったが、それを受
け止めるために構築された組織は具体的でなければならなかった。その席に置かれた管制塔こそがS
TCであった。

物語の狙いを示す側面は、「弯道超車（wan dao chao che）」、すなわちカーブでの追い越しと
いう一言に集約される。STCの初代主任である劉国治中将は、軍事知能化を議論する際にこの表現を
引用した。彼は、知能化の発展は革新的な飛躍と強軍を実現するための希有な戦略的好機であると
述べた。意味は明白であった。米国が機械化や情報化において築き上げた優位性を正面から追いか
けるのではなく、第四次産業革命の新興技術を通じてゲームのルールそのものを変えるという計画
である。AI、量子技術、無人群制御システムが、将来戦の「前沿（フロンティア）」技術として名
指しされた。この目的のために、STCは新たな研究計画を策定し、研究基金を設立し、技術コンテス
トを開催して、資源を最前線へと投入した。ゲームのルールを最初に掌握した側が勝利するという
思想が、この組織の性格に刻み込まれていた。

STCの出現は、軍外部の変化とも絡み合っていた。習近平体制下において、中国は技術輸入や外国
からの支援への依存から、技術の自立自給と集中管理へと舵を切った。2016年、かつて基礎研究を
支えていた分散的で非効率な「863計画」（国家高技術研究発展計画）と「973計画」が統合され、
単一の「国家重点研究開発計画」となった。これにより、民間の科学技術システムに対する管理権
限はそれだけ強化された。この同じ潮流に沿って、習近平は国防と経済の境界を取り払う「軍民融
合」を国家の核心戦略へと格上げした。STCは、軍の内部からこの戦略を実行に移す手として現れた
。システムが国有の国防企業だけに依存していた過去とは異なり、STCにはアリババ、テンセント、
バイドゥといった巨大IT企業のデータやAI技術、さらには主要大学のアカデミックな資源を、国防エ
コシステムへ直接引き込む任務が与えられた。民間部門で育った技術を軍に移転して優位性に変え
るこの流れは、「スピンオン」と呼ばれる。

この組織の性格は、言葉ではなく実際の事例において明らかになる。STCは、中国のハイテク産業
の中心地である深センに「国防科技創新快速響応小組（国防科学技術イノベーション迅速対応グル
ープ）」を設置した。これは中国で初の試みであった。その目的は、深セン経済特区の民間イノベ
ーション能力を軍の需要へ機敏に結びつけ、技術革新のための柔軟で高効率なバリューチェーンを
織り上げることにあった。2018年4月の発表は、そのスピードを数値で示した。生物、新材料、先進
製造、人工知能といった優先分野のプロジェクトを6か月から12か月以内に完了することを要求した
のである。これは通常の軍の調達スケジュールよりもはるかに速い。そのプロジェクトの一つが、
ビデオ画像に基づくインテリジェントな海上標的認識技術の開発であった。民間の商用技術を迅速
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に軍へ移転するこの手法は、米国国防総省傘下の国防イノベーションユニット（DIU）のアプローチ
に匹敵する。中国軍が相手側の手法を観察し、自らの流儀で移植したことを意味している。

次に進む前に、一つの境界線を引いておく必要がある。ここまでの記述は、公表されている組織
改革、習近平の国防言説、政策文書、そして劉国治中将の声明などの記録に基づいている。STC創設
の背後にある個人的な動機や派閥的な計算、文書に残されていない文脈的背景については、入手可
能な資料からは確認できない。確認された事実とそうでないものを区別した上で要約すれば、STCは
2016年の再編によって誕生した国防イノベーションの司令部であると言える。この組織が実際に何
を成し遂げ、どこで限界に突き当たったのかについては、次のセクションで検証する。

STCに「部」ではなく「委員会（ commission）」の名が与えられたという事実そのものが重みを
持っている。2016年の再編において、他の実務機関は「部」として組織されたが、STCは格上げさ
れ、「部」ではなく「委員会」として設立された。下部機関であっても、「部」と「委員会」では
その地位が異なる。調達業務を引き継いだEDDが「部」のレベルに置かれたのに対し、科学技術研
究を戦略的に管理する任務は「委員会」のレベルで扱われるよう設計された。兵器を購入する手と
技術を育成する手を切り離し、後者をより上位に位置づけたこの配置からは、技術そのものを戦略
的資産とみなす指導部の判断が読み取れる。

この配置は、同時に軍外部で進行していた再編と並べて見ることで、より鮮明に浮かび上がる。
四総部の権限がCMC傘下の15の部門へと引き上げられていた時期、民間の科学技術システムにおい
ても、分散していた863計画と973計画が単一の国家重点研究開発計画へと統合されつつあった。一
方は指揮権限を上方へと集中させ、もう一方は研究資源を上方へと集中させていた。方向性は同じ
であった。断片化や重複を排除し、意思決定の重心を中央へと引き上げる原則が、軍と民の双方で
同時に作用しており、STCはその二つの潮流が交わる点に置かれた。軍の内部から軍民融合を実行し
、軍の需要と民間の能力を結合させるためには、この組織は最初から双方の集中化設計の上に立っ
ていなければならなかった。

危機意識と目標がどのように単一の論理へと結びついているかも、再考に値する。第三のオフセ
ット戦略に直面した指導部の世代間格差への懸念と、劉国治中将が唱えた「弯道超車」は、表裏一
体の関係にある。既存のトラックの上を正面から追いかけても格差が広がるだけであるという認識
が表であるならば、トラックを変えることでカーブにおいて前走車を追い越すことができるという
計算は裏である。湾岸戦争の際に傍観者にとどまった記憶が、この計算を押し進める背景として機
能した。新たな軍事革命が、いまだ勝敗の決していない段階であるならば、遅れをとっていた側で
あっても盤面を塗り替える窓が開かれていることを意味した。STCは、その窓が閉じる前にフロンテ
ィア技術へ資源を投入するために構築された組織であった。

また、STCの設計において米国の二つのモデルが重なり合っている点も注目される。国防科学技術
研究を戦略的レベルで管理するという包括的な任務はDARPAをモデルとし、深センの迅速対応グル
ープが短いスケジュールで民間の商用技術を軍へ引き込む手法はDIUをモデルとした。単一の組織が
、研究の方向性を遠くまで見据える計画者であると同時に、市場から成熟した技術を迅速に刈り取
る買い手としての役割を兼ね備えるよう構造化された。相手側の制度を研究し、それを自らのシス
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テムに移植するこの姿勢は、前述した危機意識の延長線上にある。追いつこうとする側が、まず先
行する側の手法を研究するというシーケンスが、この組織の青写真に今なお刻まれている。

DARPAアナロジーの利点とリスク

2019年6月7日、ワシントンの米中経済安全保障審査委員会の公聴会が開会した。エルサ・カニア
（Elsa Kania）が証言台に座った。提出された文書のタイトルは「人工知能における中国の軍事イノ
ベーション」であった。その文書全体を通じて繰り返される診断がある。それは、DARPAをベンチ
マークする中国の機関についての描写である。その機関こそが、中央軍事委員会科学技術委員会、
すなわちSTCである。数年後の2023年4月、同じ委員会に出席したタイ・ミン・チュンも同様の構図
を描き出した。両者の証言は、STCを将来戦を見据えたイノベーション機関として読み解いていた。

DARPAとは、国防高等研究計画局のことである。インターネットやステルスといった、ゲームの
ルールを変える技術を推進してきた組織である。政策対話の文献において、STCをDARPAと比較す
ることは一般的な手法となっている。このアナロジーは便利である。見慣れない組織を、見慣れた
名前の上に重ね合わせることで、全体像が素早く形づくられるからである。しかし、便利さが正確
さを保証するわけではない。本セクションでは、このアナロジーが成り立つ点と、破綻する点を切
り分ける。前半ではSTCをDARPAと比較することが正当化される根拠を扱い、後半では両者を同一
視してはならない理由について説明する。

まず、アナロジーが成り立つ根拠から始める。

第一の根拠は、「跳躍的な追い越し」という組織目標にある。STCは、2015年から2016年にかけ
て実施された人民解放軍の抜本的な国防改革の過程で設立された。課された任務は、国防科学研究
の戦略的管理、自主イノベーションの推進、そして軍民融合（MCF、�民融合）の主導と要約でき
る。その軌跡は、機械化戦力の緩やかな構築と特徴づけることは難しい。人工知能、量子技術、無
人群制御システムなどの新興技術を通じて、米国の軍事的優位を一挙に無力化することを目指すビ
ジョンである。中国はこれを「弯道超車（wan dao chao che）」、すなわち直線道路での競争では
なくカーブでの追い越しと呼ぶ。破壊的でゲームのルールを変える技術に勝負をかけるという思想
は、DARPAの存在意義と重なる。これが、STCをDARPAと比較する第一の根拠である。

次の根拠は、民間の商用技術の迅速な軍事化である。STCは、中国のハイテク産業の中心地である
深センに国防科技創新快速響応小組を設置した。これは中国においてこの種のものとしては初の組
織として知られている。その目的は、生物、新材料、先進製造、人工知能といった優先分野におけ
る軍の技術的需要に機敏に対応することにある。2018年4月の発表は、その性格を示していた。ビデ
オ画像に基づくインテリジェントな海上標的認識技術を6か月から12か月以内に完了するという要求
である。これは、従来の官僚的な調達手続きのもとでは想像しがたいペースである。DARPAやDIU
がシリコンバレーから急速に技術を吸収してきた手法を、中国のシステムに直接移植したものであ
った。中国の専門家たちは、米国の「科学・産業・国防」連携の歴史を研究し、それを軍民融合の
枠組みの中に取り込もうと努めてきた。
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第三の論拠は、技術コンペティションの存在です。国防高等研究計画局（DARPA）が自律走行車
両の「グランド・チャレンジ」を開催したのと同じように、軍民融合国家戦略推進委員会（STC）や
その他の中国軍事機関も、民間の優れた技術を見つけ出すためにコンペティションを組織してきま
した。無人陸上システムを対象とした障害物突破コンペティション「跨越険阻」はその代表例です
。この大会は2014年、2016年、2018年にわたって開催されました。2018年の大会では、学術界、
産業界、軍の研究機関から136チームが競い合いました。これとは別に、軍事インテリジェンス分析
への機械読解の応用に関するコンペティションも開催されています。これらは、オープンな競争を
通じてすそ野を広げるというDARPAの手法を取り入れた痕跡を残しています。これら三つの論拠を
重ね合わせると、STCがDARPAを念頭に置いて設計されたという見立ては、牽強付会として退ける
ことは困難です。しかし、このアナロジーの有効範囲はここまでです。

ここからは、このアナロジーが成り立たなくなる論拠へと移りましょう。

根本にあるエコシステムが異なっています。米国の国防イノベーションとDARPAの実績は、自発
的な協力関係の上に成り立っていました。市場のインセンティブ、学問の自由、そして知的財産権
を保護する法的な安全網が、それを底辺から支えていたのです。これに対して、STCが主導する軍民
融合は、正反対の地点から機能しています。それは共産党の指令に従う、極めて中央集権的でトッ
プダウン式の統制です。中国の政策と法律は、民間の科学技術資源を軍事プロジェクトに統合する
ことを推奨し、事実上義務付けています。その結果、民間活動と軍事活動の境界線は曖昧になりま
す。防衛産業の外見が似ているからといって、技術的な自由や自主性を剥ぎ取られた強制的統合が
、自由市場の上で機能するDARPAと同等の効率性を発揮できるとは考えられません。形式の類似と
、運用原理の類似は別問題なのです。

人民解放軍（PLA）の巨大すぎる組織規模も、足を引っ張る要因となっています。DARPAは官僚
主義を排除し、横断的かつ機敏に動く組織として設計されました。一方、STCはPLAの巨大で権威主
義的、かつ硬直化した官僚機構の中に位置しています。中国の防衛専門家でさえ、この慢性的な病
弊を率直に認めています。国営の防衛企業は動きが鈍く非効率的であり、国家から与えられた独占
的地位にしがみついています。その結果、民間企業との公正な競争は阻害されています。防衛産業
の外にいるハイテク民間企業は、厳しい秘密保持義務や官僚的規制による高額なライセンスコスト
を嫌い、軍事プロジェクトへの参画を敬遠しています。PLAの内部には、階層的で互いの信頼度が低
い文化が蔓延しています。既存の権益を脅かすような新技術を受け入れるスピードは、それだけ遅
くなります。こうした内部摩擦を無視して、STCを欠点のないDARPAであるかのように描き出すと
、実態を見誤ることになります。

過大評価は政策の誤判断につながります。米国とその同盟国が、STCと軍民融合を、実績のある米
国の成功モデルと同等のものと誤認すれば、大きな代償を払う過ちを犯すことになるでしょう。あ
る情報源は、中国が軍民融合を通じて防衛分野で米国を決定的に追い抜いたという主張は神話であ
り、過度な一般化であると警告しています。軍民融合はまだ初期段階にあり、その成否は不透明で
す。2020年5月、トランプ政権は軍民融合戦略に関与する中国の大学の学生や研究者へのビザ発給を
拒否または取り消す大統領令を出しました。この決定は、脅威の実態を正確に狙い撃つというより
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は、漠然とした恐怖に突き動かされて網を広げたものと読めます。技術の違法盗用といった具体的
な問題に対処する代わりに、盲目的なデカップリングや留学生の一律排除へと対応が流れてしまえ
ば、世界中の才能を引きつけてきた米国の開放性というエンジンそのものを破壊する自傷行為にな
ります。中国のトップダウン式の国家統制を恐れるあまり、米国が同様の国家主導の統制機構を模
倣しようとすれば、自らの強みを捨てるという逆効果をもたらすだけです。

このアナロジーの価値は次のように要約できます。STCとDARPAを比較することで、中国が破壊
的技術を通じていかにゲームのルールを覆そうとしているかが浮き彫りになります。一跳びでの追
い越しという目標、深センの迅速対応タスクフォース、そして繰り返されるコンペティションがそ
の証拠です。しかし、STCが立脚する強制的な融合のエコシステムは、自発性に依存するDARPAと
は根本的に異なる根を持っています。内部のボトルネック、官僚制の壁、国有企業の独占は手つか
ずのままです。アナロジーは理解のための梯子として使われるべきであり、二つの組織を同一視し
た瞬間から誤判断が始まります。STCはDARPAと比較可能な組織ではありますが、DARPAのレプリ
カと見なすことは困難です。

このアナロジーをどう使うかが、次の課題として残ります。梯子は高い場所に届くためにかける
ものであり、その上に登って住み着くためのものではありません。STCとDARPAの比較も同様です
。それは、中国が歩んでいる方向を指し示す限りにおいてのみ、その価値を十分に発揮します。方
向性を読み取った後の任務は、中国がその方向に実際にどれだけ進んだかを個別に測定することで
す。目標の大きさと実績の大きさは、同じ物差しで測ることはできません。一跳びでの追い越しが
宣言されたことと、実際に跳躍が達成されたことの間には、広大な隔たりが存在するのです。

この区別を失うと、評価の精度が狂います。136チームが競い合った障害物突破コンペティション
や、軍事インテリジェンス分析に機械読解を取り入れようとする試みは、中国が何を望んでいるか
を示しています。しかし、望んでいることと、手に入れていることは別です。深センの迅速対応タ
スクフォースが6か月から12か月以内に目標認識技術の納入を求めたという話も同様です。要求のス
ピードは、成果のスピードではありません。両者の間には、国営防衛企業の独占、民間のハイテク
企業を排除する秘密保持義務やライセンスコスト、そして新技術を拒む信頼度の低い組織文化が立
ちはだかっています。軍民融合はまだ初期段階にあり、その成否は不透明であるという資料の評価
は、まさにこのギャップを指摘しています。STCをすでに完成されたDARPAとして読み取れば、こ
のギャップは消え去り、消え去った空間で脅威は実態以上に膨れ上がることになります。

膨れ上がった評価は、対応の手段を変えてしまいます。的確な対応とは、技術の違法盗用のよう
な手で触れられる具体的な問題を標的にすることです。それはメスを執る作業に近いものです。一
方、膨れ上がった恐怖に突き動かされた対応は、網を投げます。2020年5月のビザ拒否および取り消
し命令は、まさにその網でした。網は標的だけでなく、罪のない才能まで一緒にすくい上げてしま
います。世界中の人材を引き寄せる開放性こそ、米国がDARPAを育てた土壌そのものであり、その
土壌を取り除けば、残るのは自己崩壊だけです。ここに原則が現れています。脅威が精緻に描かれ
るほど対応も精緻になり、脅威が一まとめにされるほど対応は鈍らざるを得ないのです。
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さらに一歩踏み込むと、模倣の罠が潜んでいます。中国のトップダウン式の統制が恐ろしいとい
う理由で、米国が同様の国家主導の統制で対抗しようとすれば、自らの強みを敵の手法へと変換す
ることになります。鏡に映った敵の姿を見て、その反射を真似た瞬間、判断は二重に狂います。ま
ず、敵を読み誤ります。そして、その誤読に従って自分自身を誤って作り変えてしまいます。STCを
DARPAと同一視することが危険である理由は、この二つのズレにあります。アナロジーは理解のた
めの梯子として置かれたときに価値を持ちますが、二つの組織を一つにする天秤として使われると
罠になります。梯子と天秤を混同しないことこそ、このアナロジーを安全に扱う唯一の方法です。

一次史料の壁

ワシントンにある米中経済安全保障審査委員会の公聴会室では、同じ証言が繰り返されています
。中国の防衛イノベーションを何年も追ってきた研究者たちは、異口同音に白状します。公開情報
は溢れているのに、本当に知るべき情報が欠落している、と。中央軍事委員会科学技術委員会（STC
）の予算、組織を動かしている人物の実名、進行中のプロジェクトの仕様は、どの文書にも明確に
記されていません。STCは米国の国防高等研究計画局（DARPA）と比較されます。しかし、その実
体を測る物差しは、西側の二次的な解釈に依存しています。壁は、予算、人員、プロジェクトとい
う三つの方向から同時に立ちはだかっているのです。

第一の行き止まりは予算です。中国政府は、防衛分野の研究開発にどれだけの予算を割り当てて
いるかを公式には開示していません。当局が発表する国防予算は、人員費、訓練維持費、装備費の
三つのカテゴリーにしか分類されていません。研究開発費の大部分は、この公式予算の外にありま
す。代わりに、それは「国防科研試験経費」という名目で、複数のルートに分散しています。国家
国防科技工業局（SASTIND）に流れる予算や、「995工程」のような専用の科学技術プログラム、国
営防衛企業に組み込まれた補助金などに染み込んでいるのです。その規模は間接的な推計でしか捉
えることができません。2011年の中央政府機関の科学技術財務データを分析した孫玉涛と叢超の研
究が、一つの糸口を与えてくれます。71の中央機関のうち、SASTIND、国家安全部、国防部、国家
保密局を含む安全保障関連の8機関は、科学技術支出を一行も開示しませんでした。未開示の支出は
中央政府の科学技術支出の56パーセント、約1100億元（約170億米ドル）に達しました。同年の公
式国防予算は6010億元（910億米ドル）でした。この二つの数字を並べると、隠された科学技術支
出は公式国防予算の約18パーセントに相当します。この大雑把な計算から、防衛研究開発への配分
は公式予算の10パーセント台半ばだろうという推測が生まれます。しかし、それは推測に過ぎませ
ん。防衛企業が政府の案内基金、資産の証券化、債権発行などを通じて資本市場から資金を取り込
むようになり、資金源はさらに複雑に絡み合っています。外部の観察者が一次史料からSTCのような
単一組織の予算を導き出す経路は、最初から閉ざされているのです。

人員についても、同じ壁にぶつかります。STC傘下の組織図や、防衛研究開発を主導する科学者や
実務担当者の実名は、公開情報にはほとんど出てきません。国家秘密保護制度が門番の役割を果た
し、軍民融合に参加するすべての個人と機関を審査しています。防衛市場への参入を目指す民間企
業は、「武器装備科研生産単位保密資格認定」を取得しなければなりません。申請機関は、扱う機
密情報のレベルを「秘密」、「機密」、「絶密」の中から申告する必要があります。「絶密」の認
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定には、中央軍事委員会装備発展部（EDD）を含む国家レベルの委員会の承認が必要です。機密保
持資格を持つ個人への管理は厳格です。犯罪歴や機密漏洩の履歴がある者は排除されます。配偶者
や親族が海外の機関で働いている者は、法律で機密ポストへのアクセスが禁止されています。これ
らの規制の下では、軍事プロジェクトの研究者の実名、詳細な所属、交流の記録などは表に出てき
ません。公開文献に名前を残している一握りのトップ人材でさえ、肩書の兼任があるため、本当の
所属を特定することは困難です。軍事科学院（AMS）傘下の国防科技創新研究院（NIIDT）に所属し
ているとされる複数の研究者が、中国人民解放軍国防科技大学（NUDT）など他の機関の職を兼務し
ています。この重複は、一流の人材層がまだ薄いことを示している可能性があります。同時に、外
部の研究者が一次史料のみを用いて、実際に動員可能な人員や指揮系統を独自に検証することを防
ぐ壁としても機能しています。

プロジェクトを知るための唯一の窓が残されています。それは、人民解放軍が発行する調達公告
です。安全保障・新興技術センター（CSET）の集計によると、人工知能に関連するPLAの調達公告
は、2023年1月から2024年12月までの間に9000件を超えました。宇宙、サイバー、認知戦の分野に
おける機微な能力がこれらの公告に記録されており、近代化の優先順位を読み取るのに役立ちます
。しかし、この膨大なデータセットは一方に偏っています。公表された公告の大部分は、予算規模
が小さく、調達期間が3か月から6か月と短いプロジェクトです。これは、伝統的な防衛産業の外に
いる商業ベンダーを引き込むことを目的とした、実験、試作、そして迅速な反復開発に焦点を当て
ていることを意味します。決定的な限界は、文書セットの境界にあります。これら約9000件の公告
は公開情報のみをカバーしており、機密文書は最初から除外されています。分析担当者たちは、こ
の膨大に公開された文書群の中に、主要な兵器システムに関する要求は一つも見当たらなかったと
指摘しています。ゲームチェンジャーとなる兵器や、大規模な防衛AI統合プログラム、中長期的な
ロードマップが記された「武器装備発展戦略」のような重要な機密文書は、公開の調達ネットワー
クには一切登場しません。公開情報で見えるのは氷山の一角に過ぎないという言葉は、まさにこの
点に当てはまります。

三つの壁の背景には、習近平体制のもとで国家レベルで張り巡らされた、データ安全保障と科学
技術情報統制の巨大なネットワークが存在します。『China's Science and Technology Strategy in 
Perspective』は、中国が近年、研究データの外部流出を防ぐための一連の措置を相次いで導入して
いるとまとめています。2018年に国務院弁公庁が発表した「科学データ管理弁法」は、国家資金が
投入されたすべての科学データを国家の財産と定め、その流通を規制しています。その後に制定さ
れたデータ安全法と輸出管理法は、国家安全保障と経済の生命線に触れるデータを「重要国家デー
タ」の地位に引き上げました。デュアルユース技術や遺伝子データの学術的な共有さえも、規制の
対象となりました。この法的および制度的な障壁は、西側の研究者やアナリストが、中国の内部的
な科学技術能力や防衛意思決定の実体に迫る経路を根本から遮断しています。メルカトル中国研究
所（MERICS）は、これを習近平の中国から情報を入手することが漸次困難になっていく構造的な現
象であると指摘しています。

したがって、STCを扱う際には、まず「分かっていること」と「分かっていないこと」の境界線を
明確に引かなければなりません。確認できるのは、制度の骨組みです。公式予算から除外された防
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衛研究開発資金、「絶密」レベルに達する機密資格、主要兵器システムが欠落した調達公告、そし
て国家が保有する科学データの流れなどは、すべて文書化されています。確認できないのは、その
内部の実体です。STCの正確な予算、指揮系統に名を連ねる人物、機密に分類されたプロジェクトの
仕様は、提供された情報源の外にあります。本書がSTCをDARPAと同一の組織と断定せず、単に比
較可能な機関として整理している理由も、その境界線にあります。壁の向こう側を想像力で埋める
のではなく、壁の位置と厚さを正確に描き出すことこそ、一次史料が乏しい対象を扱う誠実なアプ
ローチなのです。

壁にはもう一つの特性があります。三つの方向のギャップはそれぞれ独立して存在しているので
はなく、互いを隠し合っています。予算が隠されているため、どの組織にいくら流れているのか誰
にも分かりません。人員が匿名であるため、誰がその資金を実行しているのか誰にも分かりません
。主要なプロジェクトが調達ネットワークの外にあるため、その人々と資金が何を造っているのか
誰にも分かりません。本来、これら三つの問いは互いの答えになり得ました。予算の流れが分かれ
ば人員の規模が特定でき、人員の所属が分かればプロジェクトの性格が見えてくるはずでした。し
かし、三つとも同時に空白であるため、どれ一つとして他の二つを埋めることができません。その
ため、外部の分析は推計の上に推計を重ねるしかありません。孫玉涛と叢超による財務分析は隠さ
れた予算の規模を間接的に捉え、CSETの調達集計はプロジェクトの性格を側面から照らし出し、西
側のシンクタンクによる人員の編纂は兼任の輪郭を描き出しています。これらはどれも一次史料で
はなく、一次史料の不在を埋めようとする二次的な再構成です。STCの実体を測る物差しが、実は再
構成された物差しであるという事実を忘れた瞬間、推計は既成の事実という顔をして議論に入り込
んできます。

この再構成がDARPAという比較対象と出会うとき、もう一つの罠が現れます。STCをDARPAと並
べた瞬間、DARPAについてすでに知られている特徴が、検証なしにSTCの空白部分へと静かに移植
される危険性があります。DARPAの特性、プログラムマネージャーを中心とした運用モデル、失敗
を許容する予算構造、大学と企業を結ぶ契約手法などが、検証なしにSTCの特徴として想像されてし
まうのです。しかし、公開情報が実際に示す中国側の実態は、そうした想像上の肖像画とは質感が
異なります。CSETが収集した約9000件の調達公告が、小規模な予算と3か月から6か月という短い期
間の実験や試作に集中しているという事実は、見えているSTCのエコシステムの表層が、ゲームチェ
ンジャー級の設計というよりも、民間ベンダーを巻き込んだ迅速な反復開発に近いことを示してい
ます。中長期的なロードマップを含む「武器装備発展戦略」のような文書は、その水面下に沈んで
おり、目に見えません。比較は、問いを立てるツールとして機能するときに有用です。しかし、そ
れが事前に答えを埋めるフレームワークとして硬直化した瞬間、比較は壁を消し去る錯視へと変わ
ります。これこそが、STCをDARPAに例える際に、その例えが依然として「何を知らないのか」に
注意を払わなければならない理由なのです。
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党の高度な調整：中央科学技術委員会（CSTC、中央科技委
員会）と中央軍民融合発展委員会（CMCFDC、中央軍民融
合発展委員会）

STC（中央�事委�会科学技�委�会）とCSTC（中央科技委�会）の識別

米国議会の公聴会室を思い浮かべてほしい。中国軍事問題を専門とするアナリストたちが証人席
に座り、中国人民解放軍（PLA、中国人民解放�）の技術組織を一つずつ紐解いている。その中で二
つの名前が繰り返し現れる。一つは軍の科学技術委員会であり、もう一つは党と国家を横断する科
学技術委員会である。英語に翻訳すると、発音も綴りも酷似しているため、どのような聴衆であっ
ても混乱は避けられない。本書が主役として扱うのは前者、すなわち中央軍事委員会の傘下に置か
れたSTCである。後者は2023年に設立された国家レベルの組織であり、本節では最初から両者を明
確に呼び分けることとする。

STCは「中央軍事委員会科学技術委�会」を指す。これは、人民解放軍の最高指揮機関である中央
軍事委員会（CMC、中央�事委�会）の直属機関である。同委員会は、習近平国家主席が主導した2
015年末から2016年初頭にかけての国防改革の過程で誕生した。それまで軍を支えてきた総参謀部
、総政治部、総後勤部、総装備部の「四総部」体制が解体され、15の職能部門へと再編された。兵
器調達・獲得業務は装備発展部（EDD、中央�事委�会装��展部）に移管された。一方で、国防
科学技術の戦略的管理は独立した任務として切り出され、委員会組織であるSTCへと格上げされた。
より高い組織的地位を持つ組織として新設されたこと自体が、この改革の性格を如実に物語ってい
る。この記述は、Tai Ming CheungおよびElsa Kaniaが米国議会に提出した証言を基礎としている。

STCの任務は、戦略レベルで国防科学研究を管理し、自主イノベーションを推進し、軍側から軍民
融合（MCF、�民融合）戦略を実行することである。欧米および中国国内のアナリストは、この委
員会を米国の国防高等研究計画局（DARPA）と比較してきた。その理由は、STCが既存の兵器シス
テムの漸進的な改良にとどまらず、人工知能、量子技術、無人スウォーム（群制御）といったゲー
ムチェンジャーとなる技術に重点を置いているからである。しかし、この比喩はあくまで比喩にす
ぎない。STCをDARPAと同一視することにはリスクが伴う。内部予算や組織の運営実態は、公開さ
れている一次資料の範囲を超えており、現在の評価は欧米側の証言の解釈に依存している。

STCの初代主任は劉国治中将であった。彼は「インテリジェント化（智能化）」こそが、中国軍が
米国に追いつくための稀有な機会であると主張した。この構想を象徴する言葉が「弯道超車（wand
ao chaoche、カーブでの追い越し）」である。直線道路で先行車を追い抜くことは困難だが、カー
ブであればインコースを突いて追い抜くことができる。このメタファーは、従来の軍拡競争という
直線コースではなく、新技術の出現というカーブを狙うという意志を示す。この表現は政策言説の
スローガンであり、実際の軍事能力の格差に関する確定的な結論とは区別して理解されるべきであ
る。
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STCの具体的な運用実態を示す事例が一つ残されている。広東省深圳に設立された「国防科技創新
快速反応小組（国防科学技術イノベーション迅速対応タスクフォース）」である。この組織は、バ
イオテクノロジー、新材料、先進製造、人工知能の分野における優先プロジェクトを、6ヶ月から12
ヶ月という極めて短い期間内に完了させることを要求した。民間部門で育まれた商業技術を軍へと
引き込む導管として直接機能したのである。この「民間の成果を軍へと移転する」方向性は、英語
で「スピンオン」と呼ばれる。対象には、自律型兵器、無人ドローンスウォーム、AIを活用した意
思決定支援システムなどが含まれる。このリストは、技術獲得を目的としたスカウティングの対象
を示したものであり、これらのシステムが実戦配備され使用されたことを意味するものではない。
実証されたプロトタイプや組織的な統合と、実際の戦闘における運用との間には、依然としてエビ
デンスの空白が存在する。

次にもう一つの組織について述べる。CSTCは「中央科技委�会」を指す。軍事機関であるSTCと
は異なり、CSTCは中国共産党と国家機構全体を上空から統べる、最高位の科学技術管制塔である。
2023年に新設された。国務院の科学技術部（MOST、科学技�部）の中に置かれ、その目的は国家
全体のイノベーションチェーンを企画・調整することにある。本節の記述は、中国の科学技術戦略
に関するランド研究所のレポートを基礎としている。

CSTCの設立は、党と国家の分散していたマクロレベルの科学技術政策権限を一本化した結果であ
る。この委員会は、前身である「国家科技領導小組」、「国家改革創新体系建設領導小組」、「国
家中長期科技発展計画領導小組」という三つの臨時組織を吸収する形で登場した。これら三つの「
領導小組（指導グループ）」すべてを代替したという事実は、権限を一元化する意図を明確に示し
ている。CSTCは軍事分野にとどまらず、国家全体の研究優先順位を設定する。ハイレベルな科学技
術計画を監督し、中央と地方の省庁を調整し、主要な国家研究所に資源を直接配分する。その傘下
には、政策の方向性を提言する「国家科技創新諮詢委員会」と、技術開発における倫理基準を扱う
「国家科技倫理委員会」が設置されている。

二つの委員会の相違は、所属機関の違いにとどまらず、国家戦略の青写真の違いにまで及ぶ。STC
は中央軍事委員会の指示を受け、機械化、情報化、インテリジェント化を連動させた軍事近代化の
融合発展に集中する。その中核業務は、人民解放軍が直面する作戦上の限界を克服するために、実
際の兵器や装備を獲得することを目的とした技術スカウティングである。一方、CSTCは第15次5カ
年計画の基本方針に掲げられた「新型挙国体制」を実行する国家の頭脳である。兵器の製造を超え
て、基礎科学研究、民間の情報技術企業に対するデータ規制、国家の主要な科学技術プロジェクト
の計画など、民間と国防の両分野にまたがる領域を統括する。この記述の根拠は、中国共産党中央
委員会による第15次5カ年計画の建議である。

この分業体制を一体に結びつける上位枠組みが、「一体化国家戦略体系および能力（Integrated
National Strategic System and Capabilities）」、すなわちNSIである。一部の文献ではINSSとも表
記される。Cheungの報告書によると、習近平国家主席は2022年の第20回党大会から2023年の両会
（全国人民代表大会・全国政治協商会議）にかけて、この体制の構築を推進してきた。NSIは軍民融
合をさらに一歩進め、経済、技術、軍事、国防産業基盤を単一のシステムとして織り上げることを
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目指す。このアーキテクチャにおいて、CSTCは党の立場から科学技術分野における資源の統合と配
分を調整するマクロな設計者に似ている。対してSTCは、民間の能力や大学・研究機関の資産を軍の
具体的な要求へと引き寄せる、国防融合の実行者に近い。CSTCが盤面を整えて資源を配分し、STC
はその整えられた盤面から国防イノベーションという成果を抽出する。両者は互いを支え合いなが
らも、明確な階層によって隔てられている。

設立当時の背景もまた、二つの組織を分かつ要因である。STCが設立された2015年と2016年は、
中国軍が旧来の陸軍中心の指揮構造を五大戦区を中心とする統合運用体制へと移行させ、新たなド
クトリンとしてインテリジェント化を導入し始めた改革の局面であった。しかし、CSTCが設立され
た2023年の状況は全く異なる。半導体輸出規制に象徴される米国との技術競争が表面化し、海外技
術への依存から脱却した「自立自強」が安全保障の最優先課題に浮上していた。CSTCは、その圧力
を突破するために、党の指導下で国家の科学技術力を結集するという計画から誕生した。この時期
のズレこそが、二つの委員会を混同してはならない最大の理由である。

情報源の限界についての注記。本節は、公開されている組織改革や政策文書、公式言説、および
事例研究のみに依存している。STCやCSTCの創設に影響を与えたであろう舞台裏の予算争いや個人
間の対立などは、公開情報だけでは確認できない。確認できないことについて、憶測で埋めること
は避けた。両委員会で実権を握る人物やその有力な後継者リスト、隠された予算の規模、兵器の実
際の戦闘性能などは、すべてこれらの情報源の範囲外であり、断定することなく未解決の課題とし
て残されている。

読解のコツとして、STCは「中央軍事委員会科学技術委員会」、CSTCは「中央科学技術委員会」
と訳し分けることを勧める。英語の文献を開くと、どちらの組織も末尾に"Science and Technology 
Commission"が付いており、頭字語だけを見ると一文字の違いで視線が滑りやすい。そのような場
合は、まず所属を確認するのが確実である。前段に中央軍事委員会が紐付いていれば軍のSTCであり
、党中央や国務院の科学技術部が関与していれば国家のCSTCである。設立年も信頼できる手がかり
となる。2016年前後の軍事改革を背景とする文脈であればSTCと読み、2023年の技術的自立自強の
推進を背景とする文脈であればCSTCと読む。所属と設立年という二つの物差しを重ね合わせること
で、混乱の余地は劇的に減少する。

CSTCの権限がどれほど広範囲に及んでいるかは、その規制や計画のリストを見れば明らかである
。ランド研究所のレポートによると、この委員会の手は兵器開発にとどまらない。基礎科学研究の
方向性の設定から、アリババ、テンセント、バイドゥといった民間の高度情報技術企業のデータ規
制、さらには国家の重要科学技術プロジェクトの青写真の起草にまで及んでいる。兵器を製造する
組織というよりは、国家全体のイノベーション・エコシステムを上空から設計する組織に近い。STC
が人民解放軍の作戦要求という限定的かつ明確な標的を見据えているのに対し、CSTCは経済、産業
、国防を単一の器に収めようとするより広い地平を見据えている。目指す標的の大きさが異なるた
め、両委員会が指揮する資源や権限の性質も必然的に異なってくる。

2023年のCSTC設立を後押しした力は、防衛と攻撃の二つの側面を同時に併せ持っていた。半導体
輸出規制に代表される米国の制裁は、中国による先端技術の調達ルートを締め付け、海外技術に依
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存してきた成長経路に亀裂を入れた。この圧力に直面し、中国共産党は技術の自立自強を政権存続
に関わる問題へと格上げした。分散していた科学技術能力を党の指導下に集約するという緊迫感が
、この組織を形成したのである。ランド研究所のレポートは、この統合を制裁を突破するための防
御的な動きであると同時に、技術的優位性を獲得するための攻撃的な動きとしても読み解いている
。軍事改革の局面で生まれたSTCと、技術戦争の局面で生まれたCSTCの誕生の経緯は、この点にお
いて再び大きく分岐する。

この区別を失うと誤読が生じる。国家の研究優先順位の設定や民間企業のデータ規制に関する決
定を軍事機関によるものと混同すれば、中国の科学技術政策が軍によって主導されているかのよう
な構図に傾いてしまう。逆に、人民解放軍による自律型兵器や無人スウォームの追求を党・国家の
マクロレベルの計画と混同すれば、軍が具体的にどこに手を伸ばしているのかが曖昧になる。二つ
の委員会を区別することは、単に名称を正しく覚えることにとどまらず、中国が民間と国防をどの
ような階層関係の中で重ね合わせているかを正しく見極めるための出発点なのである。本書が本節
の冒頭でわざわざ二つの名前を切り離した理由はそこにある。

軍民融合発展委員会

2018年3月2日、北京で一つの会議が招集された。習近平国家主席自らが議長を務めた。会議の名
称は「第19期中央軍民融合発展委員会第1回全体会議」である。この会議において、「軍民融合発展
戦略綱領」、「国家軍民融合イノベーションデモンストレーション区建設実施方案」、そして最初
のイノベーションデモンストレーション区リストが同時に審議・承認された。それまで軍と民間の
省庁が個別に管理していた文書が、一つのテーブルの上に集められたのである。中央軍民融合発展
委員会（CMCFDC）がどのように機能しているかは、この光景に象徴されている。

CMCFDCは2017年に設立された。この組織の性格を見極めるには、その前史を理解する必要があ
る。1980年代から1990年代にかけて、中国は「軍民結合」政策を推進し、軍需産業の余剰設備を民
生利用に転換することで、軍事企業に新たな収益源をもたらそうとした。しかし、その成果は限定
的であった。軍と民間の当局は、軍民結合に沿った開発戦略を適切に策定することも実行すること
もできなかった。国営の軍需企業は閉鎖的であり、民間経済との融合に消極的であった。省庁間の
官僚的な壁は高く、民間の商業技術が軍へと流入するチャネルは極めて狭かった。

これらの壁を取り払うため、習近平国家主席は2015年、軍と民間の技術開発の連携を国家の最優
先課題へと引き上げた。その際、戦略の名称を従来の結合（結合）よりも広く包括的なものへと改
めた。それが「軍民融合（MCF、�民融合）」である。そして、戦略を実際に実行し、省庁間の障
壁を取り除くために、2017年にCMCFDCが設立された。主任を務めるのは習近平自身である。最高
指導者が自ら組織のトップに立っているという事実は、この戦略の地位を雄弁に物語っている。軍
民融合は、単なる国防調達政策としてではなく、国家安全保障と経済発展を一体化させるマクロな
構想として扱われている。

中央軍民融合発展委員会（CMCFDC）の核心的な任務は、調整である。中国の軍事、民間経済、
そして国家安全保障のエコシステムは、長年にわたり互いに断片化されていた。各組織が独自のサ
イロを築き、資源を個別に管理していた。CMCFDCは、これらの障壁を取り除き、単一の戦略的目
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標に向けて資源を振り向けるトップダウンの設計と調整を担っている。人民解放軍国防大学の軍民
融合専門家である何昆は、この機関が中央と地方の機関を接続する連絡ネットワークの上で機能し
ていると説明した。何昆の言葉を借りれば、CMCFDCは「一体化された国家戦略体系および能力（I
NSS）」のトップレベル設計、全体的な配置、調整と推進、そして監督に対して責任を負っている
。彼は、この委員会の関与こそが、戦略の実施を支える制度的保証をもたらしたと指摘した。

習主席は、委員会での会議において、調整の方法について直接的な指示を出した。彼は軍民融合
の追求を一種のシステム工学と定義した。彼の指示の骨子は、システム科学、システム思考、そし
てシステム手法を通じて問題を研究し、解決しなければならないということだった。続いて、トッ
プレベル設計に力を入れ、主要なブレイクスルーの確保に集中するよう命じた。断片のように散ら
ばった技術、資金、人材を単一のシステムへと織り上げる頭脳――それこそが、この委員会が自ら
に課した役割だった。

言葉だけでなく、会議の記録がこの機能を証明している。2018年の活動がその証拠である。まず
は規格の統一から始まった。民生技術を軍用装備に導入するには、技術規格が一致していなければ
ならない。2018年7月31日、CMCFDC弁公室は国家標準化管理委員会、中央軍事委員会装備発展部
（EDD）、国家国防科技工業局（SASTIND）を同一の部屋に招集し、調整を行った。その結果、「
軍民融合における標準化の一体的推進を促進するための総合計画」が通過した。軍の調達機関と民
間の産業官庁の間を直接仲介するコントロールタワーの姿が、ここに明確に示されている。制度的
、法律的な障壁も対象となった。2018年10月15日の第2回会議では、民間資金の防衛産業への参入
を阻んでいた法的不確実性を解消するため、「軍民融合発展の法治建設強化に関する意見」が通過
した。

この機関はまた、その名前の影に隠れることを選んだ。2010年代後半、軍民融合に対する積極的
な推進は、国際的な反発と疑惑を招いた。中国指導部は、公文書における「軍民融合（MCF）」と
いう用語の露出を減らし始めた。代わりに、戦略はより広範な概念である「国家戦略的一体化（NSI
）」または「一体化された国家戦略体系および能力（INSS）」へと移行した。この枠組みは、第14
次および第15次五カ年計画に吸収された。INSSは、戦略的資源と戦闘力を高めるために、民間、国
家安全保障、および防衛部門を単一のシステムへと統合するプロセスである。

このプロセスを通じて、調整はさらに複雑化した。2023年、中国は科学技術政策を党の指導下に
置くため、中央科技委員会（CSTC）を設立した。CSTCは、国家実験室への資源配分、マクロレベ
ルの政策調整、そして軍民融合の科学技術面の監督という役割を担うことになった。CMCFDCが消
滅したわけではない。分析によると、この委員会は既存の軍民融合の系統を維持・監督しつつ、CST
Cのような党と国家の最高委員会とINSSの調整を共有している。単一のコントロールタワーという
よりも、異なる階層の委員会が重なり合い、共に回転する構造となっている。

今後の方向性は、最近の文書に記されている。「第15次五カ年計画の策定に関する中共中央の提
案」の第55条がその方向性を明確にしている。一つの要素は、軍地をまたぐ改革（跨軍地改革）の
深化である。計画の指針は、軍と地方・地域当局の境界を越えて改革を推し進め、各部門が自らの
責任を果たしつつ、互いに緊密に連動する秩序ある作業パターンを確立することを最優先の調整課
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題と定めている。もう一つの要素は、二つの「新質」の結合である。指令は、国民経済の牽引力で
ある「新質生産力」と、軍事能力を指す「新質戦闘力」を効率的に統合し、噛み合わせることを求
めている。この「新質戦闘力」という用語は、翻訳と範囲の双方においてまだ定まっていない。こ
れは文書内の政策スローガンとして読み解くべきであり、軍事能力の固定された指標へと直接変換
することは意味を歪めることになる。インフラの相互運用性も議題に上っている。文書には、主要
なインフラプロジェクトに国防要件を確実に反映させ、民間と軍事の規格を相互に適合させる防衛
科学技術・産業体系を構築するよう指示が含まれている。

一点、率直に述べておかなければならない。CMCFDCが傘下の委員会や試行地区に配分する予算
の規模は、公開されている資料からは検証できない。それらは国家秘密体制に組み込まれ、断片の
ように散らばっている。このセクションが追跡したのは、予算の数字ではなく、調整の機能である
。会議の日付、承認された文書の名称、会議に招集された省庁のリスト。これらこそが、この委員
会の実態を明らかにする検証可能な足跡である。

調整の舞台は、省庁間の領域にとどまらなかった。2018年3月2日の第1回全体会議では、すでに
言及した文書に加えて、「CMCFDCの2018年作業重点」も承認された。これは、その年の課題をあ
らかじめ確定してリストにまとめ、そのリストに従って各省庁を動かす手法だった。問題が発生す
るたびに介入する臨時機関ではなく、年間計画を策定し、その計画を用いて調整を主導する常設組
織としての委員会の性格が表れている。また、3月の第1回全体会議と10日の第2回会議が同じ年に行
われたことも注目に値する。戦略的指針を確定した会議から、法治建設の方向性を定めた会議まで
の間には、わずか数ヶ月しか経過していない。会議の周期自体が、調整を前進させるメカニズムと
して機能していた。

同じ3月の会議で承認された「国家軍民融合イノベーション試行区建設実施計画」と、建設のため
に指定されたイノベーション試行区の第1次リストは、調整の範囲を地方へと広げた。何昆が説明し
たように、CMCFDCは中央と地方の機関を結ぶ通信ネットワークの上で機能している。トップで設
計された戦略が机上を離れ、地域の産業現場へと降りていくためには、その戦略をテストし定着さ
せるための舞台が必要となる。イノベーション試行区がその舞台の名称である。中央の設計と地方
の実行の間に位置するこれらの試行区を経ることで、委員会の調整は北京の会議室を越えて、国全
体の地図へと広がっていく。

また、実際に調整の輪を回す実務部隊も別に存在する。委員会が最高意思決定機関であるならば
、省庁を一つの部屋に集め、文書を精査する日常の業務を担うのは、その下にある弁公室である。2
018年7月31日の標準化調整会議を招集したのが全体会議ではなく弁公室であったという事実は、こ
の分業体制を示している。全体会議が大まかな方向性を確認する場所であるならば、弁公室は省庁
間の実務レベルの協議へとその方向性を変換する常設の窓口である。国家標準化管理委員会、装備
発展部、国家国防科技工業局を同じ部屋に召喚したのも、この窓口であった。最高指導者が座る頂
点と、省庁の実務机の間を、この常設の窓口が繋いでいる。

このように見ると、CMCFDCの権力は、それ自体で新しい技術を生み出すことにあるのではない
。すでに散らばっている技術、資金、人材、そしてそれらを管理する省庁や地方を、単一の方向へ
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と整列させることにある。創造する機関ではなく、接続する機関。それが、議事録に記録されたこ
の委員会の姿である。

NSI（一体化国家戦略体系および能力）と国家動員

2023年3月、第14期全国人民代表大会が北京の人民大会堂で開幕した。習近平主席は軍事代表団
と向き合って座った。そこで彼は、一体化された国家戦略体系および能力、すなわちNSIの6つの優
先課題を提示した。この機会は、概念が政策実行へと移行する転換点となった。

NSIは、民間、国家安全保障、軍事部門を単一の一体化されたシステムに結合するビジョンである
。戦略的資源、戦略的能力、そして戦略的手段を国家目標に向けて結集し動員するための巨大なプ
ロセスとして設計されている。複数のシステムを一つに重ね合わせる構造として理解することがで
きる。「国家戦略的一体化（SRC-PDF-005）」は、この枠組みを2010年代半ばの「軍民融合（MCF
）」政策の後継と定義している。NSIは、その融合戦略をさらに拡大した、より広範で大胆なバージ
ョンである。

この概念が台頭した背景には、外部からの圧力があった。中国当局は当初、見本市や公開文書を
通じて軍民融合を広く宣伝していた。しかし、2010年代後半になると、米国をはじめとする西側諸
国は、民間のノウハウが軍の近代化に流れ込む脅威としてこれを捉え、批判が殺到した。これに対
抗して、中国当局は2019年頃から公式言説から軍民融合という用語を検閲し、表舞台から撤退させ
始めた。戦略は残ったが、名称が変わったのである。

NSIという表現自体はそれ以前から存在していた。習主席は2017年の中央軍民融合発展委員会（C
MCFDC）の会議で初めて言及し、第19回党大会で提示した。最初の数年間、この言葉はほとんど注
目されなかった。人民日報、解放軍報、科技日報、新華社通信、国防部ウェブサイトにおいて、NSI
の言及は2017年から2021年まで年間平均で20回未満だった。2022年10月の第20回党大会で国家安
全保障が核心的なテーマになると、露出はやや増加した。2023年3月に全国人民代表大会で習主席が
公に言及した後、同年の1月から9月の間だけでこの用語は127回言及された。数字の飛躍は、概念が
スローガンから指令へと移行したことを示している。

前述の6つの優先課題は、資源がどこに優先して投入されるかの宣言に等しかった。一つは、戦略
的プロジェクトにおける共同イノベーションへの支援である。第14次五カ年計画（2021-2025）に
沿って、量子情報、光子工学、マイクロ・ナノエレクトロニクス、ネットワーク通信、人工知能、
バイオテクノロジー・医薬品、現代エネルギーシステムの分野で活動する国家実験室に、巨大科学
・巨大工学プロジェクトを集中させる方向性が示された。次に、軍事規格と民間規格の相互運用性
を調整し、両部門間で双方向に資源が流れるようにすることが挙げられた。防衛産業基盤の近代化
と最適化も含まれた。国家戦略備蓄と戦略的インフラ建設がそれに続き、国家開発と国家安全保障
の間の調整の向上が図られた。最後の優先課題は、2027年の人民解放軍建軍100年の目標に対する
国家レベルの支援である。ロケット軍の将校である侯長嶺は、NSIがロケット軍の戦略的抑止力と戦
闘準備態勢に貢献していると評価した。西部戦区司令官の王海江上将は、軍事、政治、金融、技術
、サイバー、認知の領域が絡み合うハイブリッド戦争において、この動員体制は不可欠であると主
張した。
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具体的な動員指令は、最近採択された「第15次五カ年計画に関する中共中央の提案（SRC-PDF-C0
11）」においてさらに明確に現れている。第50条は政治的安全の防衛を最優先に掲げ、実用的で実
戦指向の国家安全保障能力の構築を命じている。食料、エネルギー資源、重要生産・供給チェーン
、主要インフラを動員体制の基礎と位置づけている。戦略的鉱物の探査と備蓄の拡大、戦時攻撃に
備えた国家戦略後方基地の建設、重要産業のバックアップ体制の構築を求めている。サイバー空間
、データ、人工知能、バイオテクノロジー、宇宙、深海、極地といった新興領域の支配も動員アジ
ェンダに載せられている。

第53条は、無人インテリジェント戦闘部隊の大規模な開発と、いわゆる新質戦闘力の拡大を命じ
ている。ここで使われている新質戦闘力という用語は、翻訳と範囲がまだ定まっていない表現であ
り、この文書内では政策指令の文言として読み解くのが最も安全である。テキストは開発と拡大を
指示しているが、実際の部隊がどこまで実戦配備に至っているかは、この資料だけでは判断できな
い。第55条は、NSIを完成させるための核心規定である。軍と地方政府の間の障壁を取り除く、軍地
をまたぐ改革の深化を規定している。経済を牽引する新質生産力と、軍事打撃力を示す新質戦闘力
との噛み合わせを要求し、インフラ建設の際には最初から国防要件を組み込むことを義務付けてい
る。指令はさらに、国防動員能力を強化することにより、軍、警察、民間の三者が共同で国境を守
る体制の完成へと続いている。

この巨大な動員が官僚機構の障壁を越えて進むためには、上空から調整を行う手が必要である。
その手は二つある。一つは、習近平主席自らが主席を務める中央軍民融合発展委員会（CMCFDC）
である。人民解放軍国防大学の軍民融合専門家である何昆は、この機関がNSI実施のトップレベル設
計、全体的な配置、調整、そして監督に対して責任を負っていると説明する。これは、分散した経
済的および技術的資源を軍事目的に結びつける組織的保証人である。もう一つは、2023年に科学技
術部内に新たに設立された中央科技委員会（CSTC）である。この機関の名称は中央軍事委員会科学
技術委員会と類似しているが、両者は別の機関であり、混同してはならない。「中国の科学技術戦
略の展望（SRC-PDF-C012）」によると、CSTCはNSIの枠組みの中で国家全体のイノベーションチェ
ーンを管理している。資源を国家実験室に直接配分し、マクロレベルで民間と軍事の科学技術政策
を調整する。巨額の資金が投入された863計画や973計画を通じた国家動員の歴史は、今やCSTCとC
MCFDCの指揮下にあるNSIの傘下に入り、国防と経済の境界を曖昧にしている。

境界線も明確に引かれなければならない。この枠組みの下で武器調達のために集められたとされ
る隠し予算の規模は、公開文書の範囲外にある。二つの指導機関の内部における個人間のライバル
関係や、非公式な調整の内部的な動きについても同様に検証されていない。本書における記述は、
文書に記録された公式の任務と制度的な動員構造に限定されている。しかし、その限界の中であっ
ても、全体像は鮮明である。NSIは、対外的な批判を回避しつつ軍民融合を深化させた戦略である。
「第15次5カ年計画」と最高レベルの機関の指示の下で、それは国家総動員の青写真として機能し、
最先端の民間技術、インフラ、経済的生産能力を国防動員能力へと結びつけている。

この動員設計が目指す地平は、2027年で立ち止まるものではない。中国人民解放軍（PLA）の建
軍100周年が短期的な節目であるならば、その先には2049年までに世界一流の軍隊を築くという、
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より遠い目標が存在する。NSIは、これら二つの地点を単一の軌道上でつなぐ装置である。最初の目
標に向かって資源を投入する過程で蓄積された制度、基準、備蓄が、第二の目標の基礎となるよう
に設計されている。6つの優先事項が前列の時間割であるならば、「第15次5カ年計画」の条文は、
その時間割を実行指令へと書き写した文書である。

この計画を貫く思想は、国家の経済とインフラそのものを動員資産へと転換することである。食
糧やエネルギー、サプライチェーンや輸送ネットワークは、平時には物資となり、有事には即座に
兵器となる。戦略的鉱物の備蓄を拡大し、国家的な戦略後方基地を建設し、重要産業のバックアッ
プを用意せよという指示は、危機が到来した瞬間に経済基盤を国防資産へと直接切り替えられるよ
う、システムに事前配線（プリワイヤリング）を施せという命令に等しい。

第53条の新質戦闘力に関する規定を改めて読み解くと、この枠組みが技術を戦場へと移動させる
ための伝送路をどのように構築しているかが明らかになる。同文書は、主要な国防開発プロジェク
トの実行を確定させている。これは、国家ラボから生み出される最先端の研究成果が研究室にとど
まることなく、実戦用の装備や部隊へと確実に転換されるよう、大規模プロジェクトの別個の束が
制度的な保証として確立されていることを意味する。無人インテリジェント戦闘部隊の開発指令は
、この伝送路の最上部に位置している。

第55条に記述されている協力の形態も注目に値する。同文書は、軍と地方当局との協力を極めて
統制された秩序あるパターンへと形成するよう指示している。これは、各省庁や地域がそれぞれ独
自に動いていた官僚的な仕切りを上から押し潰し、単一の秩序へと再編成しようとする意志である
。その指示は、軍、警察、民間が手を携えて国境を守る共同防衛体制の完成へとつながる。先に辿
ったCMCFDCのトップダウン設計とCSTCによるイノベーション・チェーンの管理は、まさにこの秩
序を支える二本の柱である。

歴史的連続性の重みも軽視できない。数十億元が投じられた国家ハイテク研究開発計画である「8
63計画」や、基礎研究を対象とした「973計画」は、国家が科学技術資源を単一の目標へと引き寄せ
てきた長い軌跡を描いている。NSIはその軌跡を断ち切るのではなく継承し、二つの管制塔の指揮下
へと移行させることで、国防と経済の境界を曖昧にする傘へと変貌させた。変化したのは、資源を
集める手の大きさと、それらを動かす指揮構造の位置である。

この移行の内部を完全に見通すことは困難である。中国指導部が軍民融合からNSIへと看板を掛け
替える際に抱いていたであろう内面的な動機、政策立案者たちの個人的な経歴、公表されていない
派閥争いなどは、文献の範囲外であり確認することはできない。本書が足がかりにできるのは、文
書に記された任務や規定、そしてそれらが描く動員の骨格のみである。しかし、その骨格だけでも
、最先端技術、インフラ、生産能力を国防の言語で再編しようとする国家の意図は十分に読み取る
ことができる。
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軍事再編の歴史：四大総部の解体と中央軍事委員会装備発
展部（EDD）、中国人民解放軍戦略支援部隊（SSF）、中
国人民解放軍情報支援部隊（ISF）の台頭

四大総部の解体を経て

2025年6月、中国国防科学技術大学のキャンパスに一枚の募集告知が掲げられた。「情報支援部隊
工程大学」という聞き慣れない名を持つ機関が、その歴史上初めて、地方の一般社会からの学生募
集に踏み切ったのである。同校はもともと国防科学技術大学傘下の情報通信学院であったが、軍級
（正軍職）機関へと格上げされ、新たな看板を掲げるに至った。この一枚の募集告知は一見すると
些細な出来事にすぎない。しかしその背後には、10年にわたり展開されてきた人民解放軍の組織改
革という長い道のりが横たわっていた。その歩みは2015年の冬に始まり、その矛先は、数十年間手
つかずのまま固定化されていた強固なシステムへと向けられていた。

2015年末から2016年初頭にかけて、人民解放軍はその歴史上最も抜本的な組織改編を断行した。
メスを入れなければならなかったのは、肥大化し陸軍中心に偏っていた指揮構造である。それまで
、作戦指揮と軍事行政は「四大総部」に分権されていた。総参謀部、総政治部、総後勤部、総装備
部がその4本の柱であった。この体制下では、各総部がそれぞれの領域で権力をほぼ独占し、陸軍が
軍全体を事実上支配していた。その構造は官僚的で、動きは鈍かった。海軍、空軍、宇宙、サイバ
ーの各力量を一体化して機能させる統合運用は、この古い枠組みが対応できる限界を超えていた。

2016年1月、中央軍事委員会は国防・軍隊改革の深化に関する意見を公表した。この計画に基づき
、四大総部は完全に解体された。その機能は細分化され、中央軍事委員会の直接の傘下にある15の
職能部門へと吸収された。改革を貫く原則は、「軍委が総轄し、戦区が主戦を担い、軍種が主建に
専念する」という一文に凝縮された。作戦指揮は戦区へ委ね、部隊の訓練や装備調達は各軍種が担
う。この二つの権限を切り離すことで、最高意思決定機関である中央軍事委員会の直接の統制力が
強化された。指揮と軍隊建設の境界線が、ここで初めて明確になったのである。

この改編によって、陸軍の特権もまた崩れ去った。2015年12月31日、独立した陸軍司令機関が設
立された。それまで四大総部が陸軍司令部を兼ねていた体制から、陸軍は海軍、空軍、ロケット軍
と同格の、対等な一軍種へと退いた。続いて兵力削減が行われた。非戦闘支援部隊と陸軍を中心に
、約30万人の兵員が削減された。2019年までに陸軍の兵力は97万5000人となり、中国軍の歴史上初
めて総兵力の半数を割り込んだ。その割合は約48パーセントであった。従来の18個集団軍は13個へ
と再編された。

地理的境界に縛られていた指揮構造も、他のすべてと同様に変化した。北京、瀋陽、済南、南京
、広州、成都、蘭州の7大軍区は廃止された。その跡地に、東部、南部、西部、北部、中部の5大戦
区が立ち上がった。各戦区は、その管轄区域内にある陸軍、海軍、空軍、ロケット軍、戦略支援部
隊の各ユニットを一元的に指揮するように設計された。本土防衛を中心とする古い枠組みは、統合
運用を中心とする体制へと移行した。この再編の底流にあったのは、情報化を超えて「智能化」へ
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と踏み出そうとする野心である。智能化とは、人工知能が指揮、偵察、打撃、評価のサイクルを塗
り替えるドクトリンの転換を指し、個別の応用技術のレベルとは異なる次元で機能するものである
。

兵器開発および研究開発のエコシステムにも大きな分裂が生じた。1998年に設立され、兵器調達
を担ってきた総装備部が改革の刃にかけられた。同総部は2015年から2016年にかけて解体され、そ
の権限は二分された。一部は「装備発展部」（EDD,
中央軍事委員会装備発展部）へ引き継がれ、もう一部は「科学技術委員会」（STC, 中央軍事委員会
科学技術委員会）へと移された。かつて独占的だった単一の機関が、調達と研究という二つの軸に
沿って分割されたのである。

装備発展部は、軍全体の兵器の研究開発、試験評価、および調達を統括する責任を負うこととな
った。国防科学技術の長期的な青写真を描く機密文書、すなわち「武器装備発展戦略」と「武器装
備建設計画」の起草と執行は、この部門の管轄となった。かつて散在していた調達権限が再び一箇
所に集約された。一方、科学技術委員会は異なる道を歩んだ。この組織は、国防科学研究における
戦略的管理とイノベーション促進に特化するために新設された。従来の機械化装備の漸進的な改善
にとどまらず、人工知能や無人スウォーム（群制御）といった新興技術の研究を最前線で主導する
という野心が込められていた。同委員会はまた、「軍民融合」（MCF, �民融合）の結節点でもあっ
た。欧米の報告では、科学技術委員会を米国の国防高等研究計画局（DARPA）に重ね合わせる見方
がしばしば提示される。しかし、両機関を同一視するに足る内部資料が公にされることは稀であり
、この比喩はあくまで比喩として受け止めるのが賢明である。

調達システムの再編を経ても、内部の雑音が消え去ることはなかった。近年、装備発展部は大規
模な反腐敗調査の渦中に置かれている。2026年1月、中央軍事委員会副主席の張又侠と連合参謀部参
謀長の劉振立が、重大な規律違反の疑いで調査を受けているとの情報が浮上した。アナリストらは
、張又侠が過去に装備発展部と深いつながりを持っていた点に着目している。調達システムに蔓延
する汚職が、この粛清の背景にある駆動力の一つであると解釈する向きもある。しかし、誰が彼ら
の後任となるのかについては、公開情報からは確認されていない。粛清の内部事情を巡る様々な疑
惑もまた、立証されていない噂にとどまっている。確認された組織的記述と未確認の推測とを混同
しないことが求められる。

新興領域の戦闘力、いわゆる「新質戦闘力」を担う構造も二度にわたって分割された。「新質戦
闘力」という言葉は、翻訳やそのカバーする範囲において揺らぎがあるため、党のスローガンと実
際の軍事力は分けて捉える必要がある。2015年、宇宙、サイバー、電磁波領域の非対称的な力量を
一本に束ねた組織が誕生した。「戦略支援部隊」（SSF, 中国人民解放軍戦略支援部隊）である。し
かし、この組織の寿命は長くなかった。2024年4月、人民解放軍は戦略支援部隊を解体した。その残
骸から、3つの独立した組織が立ち上がった。「情報支援部隊」（ISF, 中国人民解放軍情報支援部隊
）、サイバースペース部隊、そして宇宙部隊である。情報支援部隊は、軍のネットワーク情報シス
テムの構築と運用を担う中核部隊として位置づけられた。同部隊は、現代戦での勝利を導き、軍の
高品質な発展を促進する重責を課された。本章の冒頭で述べた、2025年6月の工程大学の設立と地方
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学生の募集は、この部隊に人材を供給するためのチャネルであった。

これらの変化は、いずれも単なる軍内部の「模様替え」にとどまるものではなかった。四大総部
の解体に始まる流れは、国家レベルのより大きな枠組みと結びついている。その枠組みは「一体化
国家戦略体系および能力」（NSI, 一体化国家戦略体系和能力。一部の文書ではINSSと略記）と呼ば
れる。非効率な総部体制を一掃したことで、軍は外部の最先端技術を吸収する柔軟性を格段に高め
ることになった。民間分野の人工知能やビッグデータ資源の配分に関与する上位機関として、2023
年に党・国家機関として新設された「中央科技委員会」（CSTC,
中央科技委�会）や、「中央軍民融合発展委員会」（CMCFDC, 中央�民融合�展委�会）が挙げら
れる。これらの党・国家機関によって配分された資源は、装備発展部や科学技術委員会を経由して
軍へと流れ込む。このルートを経て導入された技術は、5大戦区と情報支援部隊の指揮ネットワーク
の上で作戦能力へと織り込まれていく。

四大総部解体後の10年の骨格は、次のように要約できる。一つの巨大な総部群が複数の部門へと
分割された。陸軍は一軍種の地位へと引き下げられた。調達と研究は二つの部門へと分かれた。新
質戦闘力を受け止めるために作られた器は、一度形成されたのちに再分割された。複数の情報源が
、この再編は軍に智能化戦争に適した肉体を与える試みであったと一致して指摘する。しかし、こ
れらの新しい組織が実際の戦場で成果を上げたかどうかは、公開されている実戦例からはまだ答え
を出せない問いである。軍の構造やデモンストレーションは、能力そのものとは異なる。人民解放
軍がそのギャップをどのように埋めようとしているのか、それがこれ以降のテーマである。

機能を15の部門に細分化した措置のより深い意味は、権限の再配分にあった。かつての四大総部
は、それぞれが独立した「王国」であった。総参謀部は作戦を握り、総政治部は人事とイデオロギ
ーを握り、総後勤部は兵站を握り、総装備部は兵器を握っていた。それぞれが独自の領域を囲い込
み、手放そうとはしなかった。部門間の障壁が極めて高かったため、一つの統合運用命令を通すだ
けでも複数の関門を経る必要があった。これらの障壁を取り払い、機能を15のチャンネルに細分化
したことで、中央軍事委員会が個々の機能を直接見下ろせる構図が生まれた。部門の数は増えたが
、盤面を支配する手は一つに収束した。権限を細分化すればするほど、頂点における統制力が強ま
るという逆説がここに埋め込まれていた。

指揮と軍隊建設を分離する原則は、机上のスローガンにとどまらなかった。戦区は戦闘のみを担
当し、部隊の訓練や兵器の購入からは手を引いた。各軍種は人員を訓練し装備を整えるが、戦場に
おける作戦指揮権は戦区へ委ねる。一つの組織が訓練と作戦の双方を握っていた長年の慣行は、こ
こで断ち切られた。平時に部隊を育てる手と、戦時にそれを振るう手が切り離されたのである。こ
の分離が実際の指揮所内部で円滑に機能しているかどうかは、また別問題である。組織図の上の明
快な境界線が、指揮系統の混乱を完全に取り除く保証にはならない。

「武器装備発展戦略」と「武器装備建設計画」という二つの機密文書も、この枠組みの中で読み
解く必要がある。前者が国防科学技術の進むべき方向を示す長期的な地図であるとすれば、後者は
その地図に沿って部隊をどのように満たしていくかを記した運行ダイヤに近い。装備発展部がこの
両方の文書の起草権を握っているということは、かつて複数のオフィスに分散していた調達権限が
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、単一の部門の署名の下に集約されたことを意味する。しかし、権限が集中する場所は、利権が集
中する場所でもある。装備発展部が反腐敗調査の焦点に位置している背景を、この権力集中構造と
切り離して考えることは難しい。

ここで、利用可能な情報源の限界について改めて留意しておく必要がある。これまで記述してき
た組織図、数値、政策名は、すべて公開情報にある記録に基づいている。再編を主導した指導部の
内なる意図、権力闘争のディテール、粛清の背後に隠された個人的な動機などは、いずれも公開資
料からは証明できない。この再編を正しく読み解くための第一の前提は、確認された組織的力学と
、未確認の裏話とを混同しないという自己規律である。

戦略支援部隊（SSF, 中国人民解放軍戦略支援部隊）と情報支援部隊（ISF,
中国人民解放軍情報支援部隊）

2024年4月19日、北京のパレード場に真紅の軍旗が翻った。習近平国家主席は両手でその旗を保
持し、新しい部隊の司令官へと手渡した。この日設立が発表された組織こそが、情報支援部隊（ISF
）である。ランド研究所の文書に記録された発言の中で、習主席はこの部隊を、ネットワーク情報
システムの統括的な企画、建設、運用を支える中核の柱と定義した。そして、同部隊が軍の高品質
な発展を促進し、現代戦に勝利する上で重い責任を負っていると宣言した。最高指導者が自ら軍旗
を授与するこの光景は、人民解放軍がこの組織をどこに位置づけようとしているかを物語っている
。

その光景を読み解くには、9年前に遡る必要がある。情報支援部隊のルーツは、2015年に設立され
た戦略支援部隊（SSF）にある。戦略支援部隊はその年に実施された大規模な軍構造改革の産物であ
り、宇宙、サイバー、電子戦の能力を単一の部隊内に統合したものであった。伝統的な陸・海・空
という作戦領域を超えた、資料で「新たな戦線」と呼ばれる領域において、非対称的な能力を発展
させることが任務とされた。戦略支援部隊はまた、制度的機能の性格をも変容させた。それまで総
政治部が担っていた「三戦」（心理戦、世論戦、法律戦）が、戦略支援部隊へと移管された。これ
らの政治戦・心理戦の要素がインターネットやSNS空間における作戦と交わることで、それは「認
知ドメイン作戦」という新しい概念へと成長していった。

戦略支援部隊は、軍民融合（MCF）の実験を先導する組織でもあった。同部隊は軍の枠組みを超
えてネットワークを広げ、主要な研究大学と協力協定を締結し、匿名のソフトウェア企業内に現役
将校を常駐させた。アカデミア側の拠点となったのは、情報工程大学と宇宙工程大学である。この2
つの大学は、ビッグデータ、人工知能、量子情報、サイバーセキュリティ、暗号技術、インテリジ
ェントチップの研究を牽引した。宇宙工程大学の研究者らは、畳み込みニューラルネットワークな
どの機械学習技術を用いて、宇宙配備型の目標識別を行うデータ駆動型モデルを構築した。これら
の成果はあくまで研究室や実証段階のものであり、実戦配備とは区別して評価されるべきである。

2024年4月、その戦略支援部隊（SSF）は解体された。インテリジェント化（知能化）戦争への移
行が進むにつれ、複数の領域にまたがる技術を一つの組織に詰め込んでいたSSFの構造を、さらに細
分化・専門化する必要が生じたためである。ここでいう知能化とは、AIが偵察、打撃、評価、そし
て指揮統制に至る一連のプロセスそのものを再定義するドクトリン上の転換を指し、個別のAI応用
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技術の導入とは次元の異なる概念である。中国人民解放軍（PLA）はSSFを正式に解体し、その跡地
に信息支援部隊（ISF、中国人民解放軍信息支援部�）、網絡空間部隊（サイバー空間部隊）、軍事
航天部隊（宇宙部隊）を新設した。ISFは、旧SSFの核心機能であった情報および指揮統制システム
を引き継いだ。教育機関の再編もこれに続いた。2025年6月、中国人民解放軍国防科技大学（NUDT
）傘下の副軍級機関であった信息通信学院が、正軍級の信息支援部隊工程大学へと昇格した。PLAの
歴史において初めて、この大学は一般公募による学生の募集を開始した。民間から直接優秀な技術
人材を軍内部へと吸い上げようとする意図が、ここに明確に示されている。

ISFがどのような役割を担うように設計されているかは、台湾統一といった極端なシナリオを想定
した文献を読み解くことで比較的はっきりと見えてくる。不正規戦センター（Irregular Warfare Ce
nter）の報告書は、ISFをデジタル、サイバー、および情報優勢を確保するためのPLAの神経中枢と
して描いている。この文書が示す構想は、大きく三つの要素からなる。第一は、要員の迅速な展開
能力である。通信復旧、サイバー復旧、電子戦、ネットワーク運用の専門家をPLAや武装警察の作戦
最前線に配置し、損傷した監視ネットワークや放送システムを迅速に復旧する構想が描かれている
。第二は、情報の流れにおける回復力と認知統制である。訓練指針は、ネットワークの再構築や切
断された通信の迂回経路確保を通じて、データの優位性を維持することを求めている。第三は、AI
主導の知能化作戦における組織的ハブとしての役割である。同文書は、ISFが運用するAI基盤プラッ
トフォームが、抵抗勢力の行動パターンの予測や、反対世論のネットワークの特定を支援すると説
明している。ただし、これらの記述はあくまで文献が想定した仮定の占領シナリオにおける設計上
の目標であり、確認された実戦例ではないことに留意する必要がある。

大局的に見れば、ISFは複数の機関の情報システムを一本化するデジタルインフラのプラットフォ
ームである。カリフォルニア大学グローバル紛争協力研究所（UC IGCC）やメルカトル中国研究所
（MERICS）の報告書は、民間経済、国家安全保障、そして軍事部門を一つのシステムに統合しよう
とする中国の「一体化国家戦略体系と能力」（NSI、一部の文書ではINSSの略称を使用）への取り組
みをまとめている。その目標は、軍事、政治、金融、技術、サイバー、そして認知戦が複雑に絡み
合うハイブリッド戦争で勝利を収めることにある。ISFは、そのような戦争において、民間の技術力
と国家の強制力を軍事作戦へと結びつける実務的な道具として位置づけられている。軍民融合（MC
F）政策を通じて、民間のエンジニア、コーダー、データ専門家を作戦行動に動員する経路が確保さ
れている。同じ文献には、これまでPLA、武装警察、国家安全部、統一戦線工作部に分散していた情
報の流れが、ISFの管理する単一のインフラへと収束していく可能性を示唆する分析もある。このよ
うに、SSFの解体とISFの誕生という一見単一の部隊再編に見える動きは、組織図の線を引き直す段
階を超えて、国家の神経系を配線し直す営みへとつながっている。

この統合が具体的にどこを目指しているのかは、台湾有事を想定した文献においてより具体性を
帯びる。中国の『戦役学』などの軍事戦略文献は、情報化・知能化された戦争において民間の予備
役を動員することの重要性を強調している。これらの予備役は、台湾周辺に中国式のファイアウォ
ールを構築し、大規模な監視システムを配備し、強固なデジタル包囲網を敷くための実働部隊とし
て描かれている。通信を修理する手、コードを書く手、データを処理する手が、すべて軍の指揮系
統の下に集約される。ひとたび紛争や占領が始まれば、ISFは真っ先に通信インフラを制圧し、ファ
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イアウォールを立ち上げ、AIツールを起動して、敵の妨害工作後であっても損傷した監視ネットワ
ークや宣伝放送を迅速に復旧する役割を担う。軍事力による強制、宣伝、住民監視、そして統制を
複数の領域で同時に実行するために設計された統合管理システムである。PLA、武装警察、国家安全
部、統一戦線工作部が個別に保有していた情報の流れが単一のインフラに統合されるということは
、強制と監視の手が同一の指揮系統の下で同時に動くことを意味している。

しかし、繰り返しになるが、これは現実に起きた出来事の記録ではなく、文献が描く占領シナリ
オにおける設計上の目標である。ISFが特定の組織図を引き継ぎ、特定の大学を設立したことは、公
式発表や引用された文献によって裏付けられた事実である。これに対して、習近平国家主席と党指
導部がSSFの解体とISFの設立を決断した背景に、どのような権力闘争、派閥争い、あるいは個人の
思惑が絡み合っていたのかは、現在入手できる資料からは検証できない。証拠が届く範囲だけで描
き、残りの部分は空白のままにしておくことが、この組織を正確に読み解くための誠実なアプロー
チである。確認できるのは組織の骨格とそこに込められた意図であり、その意図が実際の発戦時に
どこまで具現化するかは、依然として未知数である。

確認された骨格をもう一枚剥ぎ取ると、SSFが三つに分割されたという事実が再び浮かび上がる。
2024年4月の再編で誕生したのはISFだけではない。同時に網絡空間部隊と軍事航天部隊も発足した
。宇宙、サイバー、電子戦を一つの部隊に重ね合わせていたSSFの構造を解きほぐし、それぞれの領
域が独立した専門組織を持つ形へと改めたのである。この分離の背景には、知能化戦争のテンポが
加速するにつれ、一つの部隊が複数の領域を背負うモデルはもはや維持できないという判断があっ
た。SSFがイノベーションのための実験場であったとするなら、三つの部隊への分化はその実験から
得られた能力を領域ごとに整理して配分する作業に近い。その中でISFは、情報と指揮統制という大
幹を引き継ぎ、他の二つの部隊が扱う領域をも単一の情報の流れにつなぎ留める役割を与えられた
。

文献はこの位置づけを「神経ハブ」と呼んだ。この言葉には、ISFが後方から通信ネットワークを
維持する単なる支援部隊にとどまらないという意味が込められている。不正規戦センターの報告書
によれば、この部隊は党と軍に対し、戦域全体にわたる複数領域の作戦を主導するための組織的な
機動力を提供する。支援部隊という呼称とは裏腹に、その実態は部隊の移動や展開を左右する梃子
に近い。この機動力という言葉が示すもう一つの軸は、拡張性である。同じ文献は、高度に中央集
権化された構造により、ある戦域の部隊を別の戦域や占領地へと迅速に移転・配属できる設計にな
っていると説明している。情報システムが一本の幹へと収束するとき、部隊や物資の方向性を決め
る権限もまた、単一の点へと収束する。

文献がこの再編に与えたキーワードの一つが「円滑化（facilitation）」である。これまで異なる
目的と指揮系統の下で分散していた四つの機関の情報システムが、ISFの管理する単一のインフラの
上で噛み合う経路ができた。末端の組織が分断されていたときは情報のやり取りのたびに関門が存
在したが、インフラが一つにまとまればその障壁は下がる。組織図の線を引き直すことは情報が流
れる一本のチャネルを開くことに等しいという先述の観察は、この円滑化という設計思想によって
裏付けられている。しかし、そのチャネルが実際にどこまで統合されているかは、設計図や訓練指
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針が描く絵図面を超えた問題として残されている。

粛清と不確実性

2026年3月、北京の人民大会堂で開催された全国人民代表大会の会場で、PLA代表団の席の空席が
目立って増えていた。2023年初頭に任命された正式な軍代表は281人だった。しかし、この年の両
会の名簿に残っていた名前は243人だけだった。わずか一年の間に38人が姿を消したのである。この
うち36人は公式な手続きを経て粛清されたことが確認されており、名簿に残っている者のうち相当
数も、規律検査の調査対象になっているか、説明のないまま会議を欠席していた。組織図や指針が
指揮構造を書き換えてきたその場所に、いまや消し去られた人々の痕跡が重なり合っていた。

本章で見てきた総参謀部など四総部の解体、装備発展部（EDD）および戦略支援部隊の設立、そ
して信息支援部隊（ISF）の創設は、すべて指揮系統を再配線する試みであった。しかし、その系統
を運用する人間側の層が、2026年に入るとトップから崩壊し始めた。2026年1月24日、中国国防部
は、中央軍事委員会副主席の張又侠と連合参謀部参謀長の劉振立が、重大な規律違反および法律違
反の疑いで調査を受けていることを公式に発表した。二人は現役の制服組トップである。彼らの失
脚により、2022年以降に任命された中央軍事委員会の制服組メンバー6人のうち5人が排除されたこ
とになる。習近平の傍らに残された唯一の制服組将校は、規律検査委員会書記の張昇民だけであり
、張又侠や劉振立とは異なり、彼には実戦や作戦運用の経験がない。

トップの崩壊は、明らかになった実態のほんの一部にすぎなかった。2022年以降、ほぼすべての
軍種にわたり100人を超える将官が調査を受けるか、姿を消した。台湾有事の主力を担う東部戦線（
東部戦区）では、指導部が骨抜きにされた。2025年1月には東部戦区陸軍司令官の孔軍中将が退任し
た。同年3月には東部戦区司令官の林向陽上将が拘束された。台湾周辺での合同演習を指揮した中央
軍事委員会副主席の何衛東も公式の場から姿を消し、2025年10月に党と軍から除名された。

公式に発表された理由は、腐敗と党による統制の侵害である。解放軍報の社説は、張又侠が党と
中央軍事委員会の信頼を裏切り、軍に対する党の絶対的指導を規定する制度的原則である「中央軍
事委員会主席責任制」を踏みにじったと非難した。調査の照準の真ん中にあったのは、装備発展部
を舞台とする兵器調達システムと、ロケット軍における汚職である。これは本章の前半部分と直接
的につながっている。なぜなら、新しい組織が作られ予算が配分されたまさにその場所で、汚職が
蓄積していたからである。全人代の軍代表団の会議で、習近平は「軍は銃を握るものであるため、
党に不忠実な者がいてはならない」と述べ、政治的忠誠の徹底を求めた。

ここまでの事実は、公式発表、国営メディア、そして外部のデータ分析の整合によって確認され
ている。しかし、なぜこれらの最高幹部がこのタイミングで排除されたのかという問いに踏み込む
と、一次資料だけでは検証できない広大な領域が広がっている。

張又侠が米国の側に核機密を渡したという説はその一例である。一部の分析者やメディアがこの
疑惑を提起したが、米国の専門家は「最高幹部がそのような直接的な裏切り行為に及ぶ可能性は考
えにくい」として、裏付けのない主張だと退けた。検証不可能な噂にすぎない。2027年の台湾侵攻
スケジュールをめぐる対立説も同様である。欧米の一部には、張又侠と劉振立が訓練や調達の実態
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を根拠に、目標期限までに侵攻能力を確保することは不可能だと主張したために排除されたとする
分析がある。論理としては整合しているが、指導部内の密室での対話や内面的な動機を証明する公
的文書は存在しない。派閥や利害関係のネットワークを狙い撃ちした排除であったという解釈や、
親族の収賄事件が引き金になったという噂も流布しているが、いずれも事実として確定させること
はできない。記録に残されているのは、張又侠と習近平が太子党の輪の中で数十年にわたり共に育
ったという関係であり、その関係がどこで決裂したのかという詳細は空白のままである。

粛清された幹部らの後継者として、誰が実権を握るのかも現時点では判断できない。目の前にあ
るのは、次の党大会まで中央軍事委員会の指導部の空白が続くという見通しだけである。

原因を特定できなくとも、この大規模な排除が意思決定システムに落とした影は疑いようがない
。生き残った指揮官たちは、自らの地位もまた標的になっていると感じている。経験豊富な退役軍
人や将校が相次いで去ったことで、残された高級将校の層は薄くなり、訓練のテンポ、実戦への備
え、そして次世代兵器の調達計画に支障が出始めている。組織再編の目的は指揮の効率化であった
はずだが、人材の空白がその効率性そのものを蝕んでいる。パラドックスが定着しつつある。

より深刻な危険は、情報の歪みである。処罰を恐れる部下は、悪い報告を上に上げることを躊躇
する。指導者の耳に届くのは、その意に沿った楽観的な報告だけになる。この構造は、武漢の地元
幹部が責任追及を避けるために感染拡大を隠蔽した新型コロナウイルス発生初期の構図と同じ論理
である。この連鎖の果てに、指導者は訓練の失敗や運用の欠陥といった真実から遮断され、自らの
声だけが反響する部屋の中に閉じ込められる。分析者たちはこの部屋を「エコーチェンバー」と呼
ぶ。

警告がこれに続く。空席を埋める若い将官たちは、実戦の経験は乏しいが忠誠心は厚いだろう。
先立って行われた粛清が、準備不足を率直に指摘した報告に端を発していたとするなら、新しい指
揮官たちが生き残るために選ぶのは、率直な報告ではなく、盲目的な実行である可能性が高い。そ
うなればなるほど、指導部が自らの軍事力を過大評価し、敵の介入の意思を過小評価する確率は高
まる。危機の瞬間において、冷静な計算は脇に追いやられ、致命的な誤算が生じる余地が広がる。

本章は、四総部の解体から装備発展部、戦略支援部隊を経て、信息支援部隊の創設に至る再編の
軌跡をたどってきた。その軌跡の終着点で突き当たるのは、完成された指揮システムではなく、人
間が消えた組織図と検証不可能な空白が並ぶ光景である。確認された事実は、トップ層の失脚、100
人を超える将官の排除、そして調達システムをめぐる汚職調査である。未確認のまま残されている
のは、その動機、後継の構図、そしてこの組織が次の危機においてどのように反応するかという点
である。再編の図面はシャープになったが、その図面を読み解き決断を下すべき人間たちの姿は、
かすんで見えなくなっている。

この影は、中国が自らに課したタイムテーブルと正面から衝突する。習近平が掲げた目標は、202
7年の人民解放軍（PLA）創設100周年までに実質的な戦闘力を達成し、2049年までに世界一流の軍
隊を完成させることだった。本章で追った組織再編と巨額の投資はすべてそのスケジュールを目指
したものだったが、スケジュールを実行すべき指揮系統の中枢は今や空洞化している。支えるべき
人々が減少する一方で目標は依然として掲げられており、残留した指揮官たちに同時にのしかかる
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のは、急いで成果を証明しなければならないという圧力と、誤った報告をすれば処刑台に送られる
のではないかという恐怖である。急げという要求と、沈黙せよというシグナルが、同時に同一人物
に降りかかってくる。

調査の刃がロケット軍にまで及んだという事実は、この圧力の重みをさらに増幅させる。ロケッ
ト軍は中国の核・ミサイル能力の中核であり、調達や訓練の実態が外部から見えにくい領域である
。その内部で汚職が確認されたことは、上部に報告された戦力準備の数値と現実との間に乖離が存
在していた可能性を開く。指導部がその乖離の大きさを正確に把握しないまま意思決定を下すなら
ば、その危険性は汚職そのものよりも大きくなる。

この構造においてアナリストたちが繰り返し警告するのは、ミラーイメージング効果、すなわち
相手も自分と同じように計算すると思い込む認知上の習慣である。真実から遮断された部屋の中で
、指導者は自身の戦闘力を誇張する一方で、自分の物差しで相手の決意を過小評価する。これら二
つの誤りが重なったとき、最悪の組み合わせが現実化する。相手が介入してこないと信じて突き進
んだ結果、実際の介入と衝突することになるのだ。

この組み合わせが危険の極みに達する場所が台湾海峡である。再編によって新たに構築された情
報支援部隊と指揮系統は、危機の瞬間に迅速かつ正確な判断を支援するための装置であった。しか
し、その系統を埋める人々が悪材料を排除し、楽観論だけを上部に送るならば、ツールが高度にな
ればなるほど、欠陥のある前提の上でより速く動くことになる。再編によって生み出された速度が
誤算の速度へと変換され得るということこそ、人材の空白が組織図の成果を覆してしまう最後のパ
ラドックスである。

2026年初頭時点におけるこの総括を、事実と空白という二つの層で読み解かねけないのには理由
がある。中央軍事委員会（CMC）主席責任制という制度的言語を通して見れば、このエピソードは
、党が「銃を握る手」への統制を再び強めた事例である。張又侠が軍に対する党の絶対的指導を蹂
躙したと非難する解放軍報の一文において、汚職の表面下にあるのは忠誠の境界線を再定義しよう
とする意志である。制度の名において下された処分は文書に明確に記録される。しかし、それらの
処分に至った内なる推論は文書の外に留まる。確認されたことと未確認のこととの間の乖離は、記
録管理の怠慢から生じるのではなく、対象の性質そのものから生じる。密室で交わされた言葉や心
の動きは、国家の社説の一文には捉えられないのである。

彼らが数十年にわたり共に歩んできたという事実が重ね合わされるとき、その空間はいっそう奇
妙なものとなる。張又侠と習近平は、1950年代から1960年代にかけて太子党のエリートサークルの
中で共に育った旧知の仲だった。その関係がどの時点で信頼から疑念へと変わったのか、記録は結
局語っていない。長年の友人を処刑台に乗せる背景にある計算が分からないという事実は、生き残
った指揮官たちにとって、どこにいようとも安全な地位はないというシグナルとして読める。子供
の頃に築かれた絆さえも盾になり得ないのだとすれば、残された人々が頼るべきものは実績と沈黙
だけである。この感覚が組織全体に広がるとき、報告の方向性は真実ではなく自己保身へと折り曲
げられる。
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指導部の空白が次の党大会まで続くという予測は、単なる時間の問題にとどまらない。席が空席
のまま長く放置されるほど、そこを埋める基準は、実証された能力から実証された忠誠へと傾いて
いく。100人以上の将軍が去った組織において、経験ではなく服従で満たされた連鎖は、平時には静
かに見えるかもしれないが、誤りを排除する力を失う。ロケット軍の調達汚職が明るみに出たよう
に、報告された戦力準備の数値と現実との乖離を指摘できる人々さえもが処罰を恐れるようになれ
ば、指導部の手元にある図は現実からかけ離れたものへと凝固していく。組織図の線を引き直すこ
とはできても、それらの線を読み取って判断を下す目を書面による命令で満たすことはできない。

外部から粛清の規模を測定することさえも、迂回を必要とする。ある会期から次の会期までの間
に全国人民代表大会（NPC）の代表名簿から消えた38の名前、会期を欠席したメンバーの空席、あ
る日突然国営メディアでの言及が途絶えた将軍の名前。これらが観察者にとって利用可能な手がか
りである。こうした痕跡は粛清が起きたことを明らかにするが、なぜその人物が消されたのかまで
は明らかにしない。欠席者を数えることと、その欠席の理由を読み解くことの間には、越えがたい
壁が立ちはだかっている。だからこそ、核機密漏洩説や侵攻タイムライン異論説といった話が、そ
の壁の手前でこれほど豊かに増殖するのだ。

裏付けのない噂は、外部の観察者だけの問題ではない。内部の指揮官たちもまた、隣に座ってい
た同僚がなぜ消えたのかを正確には知らず、それぞれが推測でその理由を埋めている。もし異論を
唱えたからだという推測が広まれば、口は閉ざされる。もし間違った派閥を支持したからだという
推測が広まれば、自己検閲が始まる。粛清の動機が空白のままであるという事実そのものが、残さ
れた人々に対する無言の指示として機能する。「最大限の警戒をもって行動せよ」と。検証不可能
な空白が組織の沈黙を拡大させ、その沈黙が今度は次の判断の基礎を蝕むというサイクルが定着す
る。

確認できないことに無理に決着をつけない態度こそが、本節における誠実さである。動機を捏造
した瞬間、分析は噂の側に加わり、観察者はエコーチェンバーの論理に似通い始める。証拠が沈黙
しているところでは沈黙を記録し、証拠が語るところではあえて結論を導き出す。その自制こそが
、この組織の不安定さをより鮮明に浮き彫りにするのであり、決して減じることはない。人材の空
白は確認された事実である。その空白がどのような判断をもたらすかは、依然として空白のままで
ある。その空白を誠実に空けたままにしておくことこそが、本節が最後まで維持しようとした姿勢
である。
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軍民結合から全面的軍民融合へ

歴史的起源

1964年、中国の工場群は長い隊列を組むようにして、山深い内陸部へと移動を始めた。米国およ
びソ連との関係が同時に悪化し、戦争の危機が極限まで高まっていたからである。中国の指導部は
、国防と重工業の中核施設を、敵の爆撃圏から遠く離れた北西部や南西部の僻地へと避難させる決
定を下した。これが「三線建設」運動である。その規模は膨大であった。この移転により、国全体
の防衛産業生産能力の約半分が三線都市へと移された。それは中国政府にとって、国防産業の成長
を国民経済の成長と結びつけようとした、最初の大規模かつトップダウンの試みであった。

その結果は惨憺たるものだった。国家によるトップダウンの計画は狂いが生じ、膨大な資源が四
散したため、現在では開発を促進するどころか阻害したと評価されている。毛沢東時代が幕を閉じ
ると、肥大化した国家計画に依存していた三線防衛企業の大半が生き残る能力を失い、閉鎖に追い
込まれた。同じ時期、中国は「平戦結合（平時の備えと戦時の備えの結合）」の旗印を掲げ、1950
年代後半にまで遡る軍民統合の初期の形態を模索していた。今日の西側の政策立案者たちは、「軍
民融合」をあたかも習近平時代の新しい発明であるかのように語る。しかし、その根は1980年代初
頭にまで遡る長い政策進化の産物なのである。

1978年の改革開放の開始に伴い、国家戦略の重心は戦争準備から経済開発へと完全に移行した。
肥大化した防衛産業は、時代の変化に直面して生き残る道を模索しなければならなかった。中国は
この瞬間を「換種活法（別の方法で生き残る）」と呼んだ。その核心にあったのが、軍事企業の民
生利用への転換を意味する「軍転民（Junzhuanmin）」であった。これは、防衛企業の余剰製品、
人員、技術を民生用および商業用に振り向ける経済的な移行プロセスであった。1980年代初頭から1
990年代半ばにかけて、防衛産業は兵器工場を商業用・民生用物品を生産する工場へと転換すること
に全力を注いだ。その目的は生き残りであった。兵器部門に積み上がった過剰な生産能力を吸収し
、不振にあえぐ軍用製品ラインを支えるための収益を上げることである。それは同時に、国営工場
の管理者たちを市場の論理に従って経営させるための仕組みとしても機能した。

この戦略は、鄧小平の「十六字方針」に成文化された。「軍民結合、平戦結合、軍品優先、以民
養軍（軍と民を結合し、平時と戦時を結合する。軍用製品を優先しつつ、民生経済で軍を養う）」
である。軍と民のセクターを統合する。平時と戦時を統合する。軍用製品を優先しつつも、民生経
済に軍隊を支えさせる。このスローガンは理想的でバランスが取れていた。しかし現実は違った。
厳しい国家財政と目まぐるしく変わる市場環境の中で、中国は痛烈な代償を支払うことになった。
長期的な軍事研究プロジェクトを維持し、それを実行する研究チームを育成する能力を、事実上失
ってしまったのである。

1990年代に入ると、軍と民の関係はさらに一歩進んだ。軍事的な潜在力を民間の能力の中に埋め
込むという「寓軍於民」の概念が前面に押し出された。巨大な防衛産業コングロマリットは抜本的
な再編を経て、民間市場を開拓すると同時に、高付加価値で先進的な軍事装備の開発を推進する軌
道へと入った。2002年の第16回党大会において、「軍民結合」と「寓軍於民」が国防および技術政
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策の公式な指針として採択された。この時点で想定されていた軍民統合は、3つのレベルに分かれて
いた。施設レベルでは、設備、資材、人員が共有され、同じ工場内で軍用製品と民生用製品が製造
された。企業レベルでは、生産ラインは分離されていたが、管理システムや労働力などの資源が共
通して使用された。セクターレベルでは、航空宇宙や造船などの統合された産業が、研究開発、技
術、生産プロセスのプールを共有した。この第3のレベルが、最も先進的で理想的な軍民統合の形態
とみなされていた。

この概念に対する長期的な取り組みにもかかわらず、現場での実際の実施は依然として不均一で
限定的だった。1990年代から2000年代を通じて、民間の商業企業が防衛経済に参入するために必要
な資金を調達したり、技術力を構築したりすることはほぼ不可能であった。中央軍事委員会（CMC
）と中国人民解放軍（PLA）の指導部は、既存の国営防衛コングロマリットからほぼ独占的に兵器シ
ステムを調達していた。民間セクターにより優れた代替技術が存在する場合でさえ、このパターン
は維持された。調達システムに組み込まれた汚職や、既得権益層の間の個人的なコネとネットワー
クが、軍の指導者たちを国営企業との独占的な取引に縛り付けたままであった。革新的な民間経済
と軍事技術を結びつけようとする試みは、官僚主義と、軍用と民生の領域を隔てる二重の軌道シス
テムの壁に突き当たり、勢いを失った。真のデュアルユース技術開発は停滞したのである。

閉鎖的で独占的なシステムの限界を痛感した中国指導部は、根本的に方向性を変えた。2007年の
第17回党大会において、胡錦濤国家主席は公式報告の中で「軍民融合（Junmin Ronghe）」という
言葉を初めて提示した。それは、中国の特色ある軍民融合の道を追求せよという呼びかけであった
。初期の軍民統合が、防衛技術を民間セクターに移転することや、プロジェクトごとに民間の資源
を軍に提供することに留まっていたのに対し、新しい軍民融合は、国家のあらゆるセクターにわた
る深い、双方向の、制度化された協力を目指した。防衛技術を民生利用へと押し出す「軍転民」を
深めるだけでなく、人工知能、量子コンピューティング、航空宇宙といった民間セクターの高度な
商業技術が防衛市場の障壁を突き破る「民参軍（Mincanjun）」の加速が、戦略の核心へと浮上し
た。

2012年の第18回党大会を経て習近平時代が始まると、軍民融合は軍の調達改善や機能的な統合を
超えて、国家の中核戦略の地位へと引き上げられた。2017年には、省庁間のセクショナリズムを打
破して戦略を確実に実行に移すため、習近平自身が主席を務めるトップレベルの組織である「中央
軍民融合発展委員会（CMCFDC）」が設立された。北京大学国際戦略研究院に近い関係者による分
析では、この時期の軍民融合は、軍と民の領域を機械的に束ねる「機械式捆綁」とは異なると主張
されている。国防建設と経済・社会開発は存在論的なレベルで有機的に絡み合っており、それは軍
と民のセクターが互いの領域に浸透し合う相互内部化、すなわち「内嵌（内包）」のプロセスであ
るとされる。目的は明確である。少数の国営企業が享受してきた二重軌道の障壁と閉鎖的な回路を
打ち砕き、国家システムを社会化された競争入札・生産システムへと変革することである。これに
より、高解像度赤外線機器を製造する高徳紅外（Gaode
Infrared）や、重機械を製造する三一重工（Sany Heavy Industry）のような革新的な民間企業が、
軍用製品市場へと自由に参入できるようにするためである。
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「軍転民」から「寓軍於民」へ、そして「軍民結合」から「軍民融合」への軌跡は、ひとつの事
実を明らかにしている。国家の管理権力がどれほど強力であっても、軍と民のアクターのセクショ
ナリズムや両者を隔てる二重軌道の障壁を乗り越えて、真の融合へと至る道は極めて険しいという
ことだ。それは同時に、今日の「一体化国家戦略体系および能力（NSI）」が、どのような歴史的な
試行錯誤の地層の上に立っているかを示している。

別の角度から見れば、この歴史的軌跡は技術が流れる方向の問題として整理できる。「軍転民」
はスピンオフの論理に従っていた。防衛セクターに蓄積された技術、施設、人員を民間や商業の領
域へと押し出すことである。防衛工場は過剰な生産能力を利用して民生品を製造し、収益を上げ、
その資金で不振の軍用製品ラインを支えた。流れは軍から民へと向かい、主導権は国営の防衛コン
グロマリットが握っていた。

2007年以降、重心は反対側へとシフトした。「民参軍」はスピンオンの論理に従っている。民間
セクターで育まれた高度な商業技術が、防衛市場の障壁を越えて外部から参入することである。人
工知能、量子コンピューティング、航空宇宙といった、国家が独自に育成することが困難な破壊的
技術が、まず民間セクターで成熟したため、それらの果実を防衛エコシステムに取り込むことが新
たな競争の戦場となった。軍民融合が目指したのは、これらの流れを一方通行のままにしておくこ
とではなく、制度設計を通じて、軍と民のセクターの間を双方向に走るチャネルを強固にすること
であった。

これら3つの軌跡を並べてみると、ひとつの構造的なジレンマが鮮明に浮かび上がる。1980年代の
「軍転民」が、国営防衛企業を存続させるために過剰な施設を民間部門に転用する生存手段であっ
たとすれば、1990年代と2000年代の「寓軍於民」と「軍民結合」は、民間の潜在力を軍に引き込も
うとしたものの、独占カルテルと官僚主義の壁に阻まれ、浅薄な成果しか得られなかった。習近平
時代の「軍民融合」は、その壁自体を取り壊すことに運命を賭けた。名称が結合から融合へと変わ
り、コントロールタワーが最高レベルにまで引き上げられたとしても、克服しなければならなかっ
た敵は決して変わらなかった。それは軍と民の双方が持つセクショナリズムであり、長く硬化して
きた二重軌道システムの障壁であった。

したがって、軸足がスピンオフからスピンオンへとシフトしたことは、単なるスローガンの変化
ではなく、国家の体質の変革を意味している。これは、一握りの国営企業が享受してきた閉鎖的な
回路を打ち砕き、社会化された競争入札システムを構築することで、高徳紅外や三一重工のような
革新的な民間企業が軍用製品市場へと自由に参入できるようにするための試みである。半世紀に及
ぶ試行錯誤の地層の上で、中国は古い問いに対して、どちらの方向に、どれほど広くチャネルを開
くべきかという答えを再び書き連ねている。

習近平時代の「軍民融合」がそれ以前の「軍民結合」と袂を分かつ点は、結合の密度にある。SR
C-PDF-012.pdfが要約しているように、以前の軍民結合は軍と民の領域を機械的に束ねる「機械式捆
綁」のレベルに留まっていたのに対し、軍民融合（MCF）は国防建設と経済・社会開発が互いの中
核に浸透し合う存在論的な結合を目指している。そのアイデアは、2つの領域を隣人として並び立た
せることではなく、単一のイノベーション・エコシステムへと融解させることであり、そのため運
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営論理の全体が、いかにしてこの融合を現実のものにするかという問いに合わせて調整されている
。

その論理は2つの方向性の流れに分かれる。「軍転民」は軍事技術を民間の商業利用へと転換し、
「民参軍」は民間セクターの資金、人材、商業技術を国防へと引き込む。今日の中国は、人工知能
、ビッグデータ、無人システムを軍に取り込むために、「民参軍」側に比重を置いている。この背
景には、国家予算のみに依存した軍拡競争がソ連の経済崩壊を招いたという、立案者たちの戦略的
な危機意識がある。軍民融合の核心にある動機は、民間セクターの活力を利用することで、国防費
の負担を軽減し、効率を高めることにある。

この論理は、大学、企業、軍の調達という3つの柱を単一の回路へと接続する。大学は、基礎研究
と人材を育成する前線基地として機能する。北京理工大学やハルビン工業大学に代表される「国防
七校」と、国防科学技術工業局（SASTIND）が共同建設（共建）プログラムを通じて取り込んでき
た50以上の大学が、防衛研究のエコシステムを支えている。この回路に接続するために、これらの
大学は国家秘密保護制度を通過しなければならない。この制度では、大学の党委員会の下にある保
密委員会が研究人員を階層（トップシークレット資料にアクセスできる「核心」、シークレット資
料の「重要」、コンフィデンシャル資料の「一般」）に分類し、どの階層がどのデータやプロジェ
クトに触れてよいかを固定している。安全審査が回路への入り口を開閉するバルブとして機能し、
技術がどれほど先進的であっても、このバルブを通過しない研究者やデータは融合プロジェクトに
参入できない。国家秘密保護制度が大学の自律的な研究実践の上に重ね合わされているため、融合
の速度は開放性ではなく、管理の厳しさによって規制されている。

民間企業の幹部が軍の学術的な回路へと足を踏み入れる光景は、同じ構造を照らし出している。
アリババの副総裁は、軍事科学院が主催した軍事ビッグデータ会議に自ら出席した。民間のクラウ
ドビジネスのトップが、人民解放軍の研究機関が主催するデータ討論のテーブルに顔を出したとい
う事実は、大学、企業、軍を結ぶ回路が、単なる紙の上の合意だけでなく、物理的な人間の移動に
よって機能していることを意味している。商業技術の最前線に立つ幹部が、軍の学術的な舞台で発
言権を得るためのチャネルが開かれているのである。

企業は第2の柱を形成し、研究成果と市場資金を結びつけて、それらを実際の兵器システムやアル
ゴリズムへと具現化する。バイドゥ（百度）は中国電子科技集団（CETC）と共同研究所を設立して
指揮統制技術に取り組み、アリババのクラウドはこのイニシアチブにデータセンターの支援を提供
している。高徳紅外や三一重工のような民間メーカーは、国営企業の閉鎖的な回路を打ち破って軍
への製品供給を開始しており、彼らの参入を促すために、2015年以降、総額約4,471億6,000万人民
元にのぼる35以上の基金が設立されている。

これら3つの柱を実際に結びつける結び目は、軍の調達である。装備発展部（EDD）は、軍の要求
と民間の入札を噛み合わせるために「全軍武器装備採購情報網」を開設した。科学技術委員会（STC
）は、「超障挑戦賽（障害物突破チャレンジ）」などのコンテストを通じて民間技術を発掘してい
る。そして深センの迅速対応タスクフォースは、官僚的な障壁をバイパスして、6か月から12か月以
内に商業技術を軍へと送り込んでいる。しかし、この巨大な回路でさえ、国営企業の独占という摩
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擦熱や、秘密保持を維持するための極端なコストによって、融合の速度が抑制されている。防衛に
貢献できるとされる推定50万社近くの企業のうち、実際の参加率は1パーセント未満にとどまるとみ
られている。

習近平体制が標榜する存在論的結合（オントロジカル・カップリング）が、この回路全体にどれ
ほど深く浸透しているかは、最前線に位置する大学や企業の顔ぶれを見れば一目瞭然である。中国
のMITとも称される清華大学（Tsinghua University）は、人工知能、量子物理学、核技術など、軍
事転用が明白な分野において最先端の研究室を次々と設立し、融合という目標の土台を支えている
。中央軍事委員会（CMC）の装備発展部と科学技術委員会は、これらの研究室内の軍事プロジェク
トや研究所に直接資金を提供している。企業側に目を向ければ、そのリストは百度（Baidu）や阿里
巴巴（Alibaba）にとどまらない。騰訊（Tencent）や華為（Huawei）も自社の技術を軍の指揮統
制システムや情報システムに組み込もうとしており、大学が厳選された人材と基礎技術を供給し、
巨大テック企業がそれらを商用アルゴリズムやデータインフラへと鍛え上げるという、回路の最上
流における構造が形成されている。

発掘メカニズムは幾重にもレイヤー化されている。米国の国防高等研究計画局（DARPA）のアプ
ローチをモデルに、科学技術委員会や調達部門は数多くのコンペティションを開催している。無人
地上システム同士を競わせる「障害越えチャレンジ（跨越険阻）」はその代表例であり、軍事イン
テリジェンス分析に機械読解を応用することを目指したコンペティションは、百度（Baidu）と科大
訊飛（iFlytek）が共同で開催した。勝者には100万から300万元の研究資金が提供され、民間のアイ
デアは軍の調達パイプラインに直接取り込まれる。工業情報化部と国家国防科学技術工業局（SASTI
ND）が共同で発行する年次の『軍民両用技術・製品推奨目録（民参軍技術・製品推奨目録）』も、
民間技術と防衛需要を直接対面させるもう一つのチャネルである。

回路の奥深くへ進むほど、抵抗は大きくなる。兵器・装備品の製造・研究資格を取得するために
、企業は数年に及ぶ審査プロセスに耐え、最大100万元に達するコストを支払わなければならない。
人員の流動性が高い民間IT部門にとって、軍が求めるレベルの機密保持管理を長期にわたって維持
することは重い負担である。資格を取得した後であっても、社員が退職すれば、階層化されたアク
セス権限を補充し直さなければならず、一度開かれた扉が開き続ける保証はない。国営防衛企業は
国家から与えられた独占権を死守しようとし、軍の指導部自体も利権や汚職の連鎖に絡め取られ、
なじみの相手とだけ取引する傾向があるため、抵抗はさらに増幅される。

それでも、この回路が停止したわけではない。ジョージタウン大学安全保障・新興技術センター
（CSET）が分析した調達記録によると、2023年から2024年にかけて、中国人民解放軍（PLA）は3,
000件近いAI関連の契約を発注しており、2件以上の案件を獲得した企業のうち70％以上が、民間商
用AIを扱う非伝統的なサプライヤーであった。兵器の根幹をなす領域では国営企業の独占体制が依
然として固いが、アルゴリズムとデータが勝敗を決する新たな領域では、民間企業の手が実際に調
達パイプラインへと伸びている。このギャップは、融合が一様に広がるのではなく、技術の性質に
沿って分断が生じていることを示している。地方政府によるインセンティブも、このチャネルを広
げる役割を果たしている。四川省（Sichuan Province）では、関連製品を開発した地元企業に対し
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、研究開発投資の2％（最大1,000万元）を奨励金として還元している。

動作論理をここまで解剖しても、既存の資料からは光を当てられない内部領域が残る。国営独占
の維持や解体をめぐる決定の背景にどのような人間関係や権力闘争があるのか、また政策の遅延が
誰の動機によるものなのかは、提示された資料からは検証できない。特定できるのは構造の骨組み
と摩擦の大きさまでであり、その内側の先にあるものについては、根拠がないと明記しておく方が
誠実である。

融合の入り口を実質的に守るメカニズムは、大学内部に置かれた保密（機密保持）委員会である
。この委員会は、学長、副学長、保衛部門の責任者が一堂に会し、研究人員を階層に振り分ける機
関である。人員は、極秘（トップシークレット）情報にアクセスできる「核心」、機密情報にアク
セスできる「重要」、秘密情報にアクセスできる「一般」に分類され、どの階層がどのデータやプ
ロジェクトに触れてよいかが厳格に固定される。安全保障上の適性審査は回路への入り口を開閉す
るバルブであり、このバルブを通過できない研究者やデータは、どれほど優れた技術を持っていて
も融合プロジェクトから排除される。国家秘密保護制度が大学の自律的な研究慣行の上に重ね合わ
せられることで、融合の速度は開放性ではなく、管理の細かさによって調整されることになる。

民間企業の幹部が軍の学術回路に足を踏み入れる光景も、同様の構造を反映している。阿里巴巴
（Alibaba）の副総裁は、軍事科学院が招集した軍事ビッグデータ会議に自ら出席した。民間クラウ
ド事業のトップが解放軍の研究機関が主催するデータ討論会に同席したということは、大学、企業
、軍を結ぶ回路が、単なる書面上の合意だけでなく、人々の往来によって回っていることを意味し
ている。商用技術の最前線に立つ幹部が、軍の学術的な舞台で発言権を得るためのチャネルが存在
するのだ。

調達ネットワークが実際に何をやり取りしているかは、その掲示板に投稿された項目を見れば明
らかになる。装備発展部が運営する「全軍武器装備採購信息網（全軍兵器装備調達情報ネットワー
ク）」を通じて、軍は通信システムやソフトウェア検査ツールといった需要を公開で募集し、民間
企業はその場で直接入札価格を提示する。軍が求めるものが機密文書の中に閉じ込められていた時
代には、民間企業が参入する余地はなかった。需要が画面に表示された瞬間、情報の非対称性は薄
れ、入札の門戸は広がる。このオープンな調達手法こそが、大学の基礎研究と企業の商用技術を軍
事需要と直接対面させる最後の接合部となる。大学のバルブ、企業の人的往来、そして調達ネット
ワークの掲示板が噛み合ったとき、軍民融合（MCF）は文書としてではなく、人と物の実際の流れ
として機能し始める。

成功と代償

深セン（Shenzhen）のあるオフィスでは、一つのプロジェクトに6カ月から12カ月の期限が設定
されている。これは国防科技創新快速反応小組（国防科学技術イノベーション急速反応タスクフォ
ース）が定めた条件である。外骨格装置、人工知能、先端材料がその対象リストに並ぶ。米国の国
防イノベーション・ユニット（DIU）がシリコンバレーから技術を急速に獲得した手法が、中国独自
の官僚組織の土壌に移植された。それは調達プロセスの遅延を削減するためのメカニズムだった。
民間技術が軍事領域へと越境する速度は、このタスクフォースを通じて一変した。
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軍民融合（MCF）の成功は、この急速な転換に現れている。かつて中国の軍事調達は、一握りの
国営防衛企業が支配する閉じた回路であった。優れた技術を持つ民間企業であっても、民間である
というだけの理由でその回路の外に置かれていた。政策が変わり、扉が開かれた。高解像度赤外線
機器メーカーの巨寛電子（Gaotek
Electronics）が軍の調達ネットワークに参入した。内蒙古第一機械集団（Inner Mongolia First
Machinery Group）のような国営企業を上回る品質で戦車などの重機器の基幹部品を製造していた
陽光重工（Sunshine Heavy Industries）もリストに名を連ねた。これらは民間の成果が兵器システ
ムの品質を高めた事例である。

この移行の根底には、思考の転換がある。北京大学国際戦略研究院による2019年の研究報告は、
かつての軍民関係を機械的な「ほぞ接ぎ」、すなわち機能的な結合と呼んでいる。それは、部品を
物理的につなぎ合わせるレベルにとどまっていたことを意味する。現在中国が打ち出しているのは
、存在論的（オントロジカル）なレベルでの有機的融合である。そのビジョンは、最初から二つの
世界を一つの有機体として設計することだ。スローガンが各機関に浸透し、調達市場の実際の変化
をもたらした瞬間であった。

資金がこの変化を底上げした。権威主義体制は、上意下達で資源を動かす力を備えている。2015
年以降、軍民融合企業に投資するために35以上の基金が設立された。その推定資本額は4,471億6,00
0万元、米ドル換算で約685億ドルにのぼる。この資金が、民間部門が軍事プロジェクトに飛び込む
呼び水となった。2016だけでも、「武器装備科研生産許可証」を取得した民間企業の数は127％増
加した。この年は参加企業の数が急速に膨れ上がった年である。「全国軍事インテリジェント機械
読解チャレンジ」のようなコンペティションも開催された。これらは、民間の最新のAI成果を軍の
インテリジェンス分析へ移転するための導管として機能した。

それが成功の側面である。その裏にあるのが代償の側面だ。基金や企業の数が増える一方で、国
家資本主義的な管理が生み出す歪みや、軍と民間の本質的な構造の差異に起因する歪みが蓄積され
つつある。

最も顕著な亀裂は、二元化された構造である。前述の2019年の研究は、この二元的な構成こそが
軍民融合の内生的な課題であると指摘している。米国では、軍と民間部門が同質の市場、共通の法
律および資金環境を共有しているが、中国はそうではない。価格設定の手法が異なり、コスト構造
も異なる。投資収益率の計算や資金調達チャネルも分岐しており、法律を理解するための概念その
ものが分裂している。二つの異質な世界を上から強引に結びつけようとすれば、摩擦コストが生じ
る。市場自体の資源配分能力は、それだけ抑制されることになる。

既得権益層からの抵抗もまた代償の一つである。市場開放の方針とは裏腹に、国営防衛コングロ
マリットとそのカルテルは実際にはその地位を譲らない。彼らは買い手である軍と、供給手である
企業との間に情報の非対称性を作り出している。先を見据えた研究開発よりも短期的な利益にしが
みつき、民間資本の参入に反発する。軍の指導部側にも問題がある。関連文献によると、民間部門
に優れた代替技術が存在する場合でも、軍の調達に深く根ざした汚職や長年の個人的なつながりか
ら、既存の国営企業との取引にこだわり続ける傾向が指摘されている。これでは革新的な民間企業
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の成長が阻まれ、劣悪な国営製品に予算が流れる構造になってしまう。

資金が流れ込むと、その資金を獲得しようとする行動が後に続いた。約685億ドルの基金プールは
、レントシーキング（利権漁り）の標的となった。地方政府や下部行政機関が、実質的には軍事プ
ロジェクトに参加していないにもかかわらず、「軍民融合」の看板を掲げる事例が現れた。その目
的は、ブランドを着飾り、国の補助金を引き出すことにあった。このように配分された資源は浪費
されるか横領された。資金が技術革新に向かうのではなく、補助金獲得の狩猟へと向かってしまう
歪みがここにある。

参入への障壁自体もコストを生み出している。防衛市場への参入を目指す民間企業は、兵器・装
備品の製造・研究に関する機密資格認定を取得しなければならない。この資格を取得するには何年
もかかる。費用は最大100万元（約14万1,000米ドル）に達し、官僚主義的なお役所仕事がそこに覆
いかぶさる。中国には防衛産業に貢献し得る技術企業が推定50万社存在するが、文献に記録された
実際の参加率はその1％未満にとどまる。この数値は該当する資料がまとめられた時点のものであり
、現在の最新状況を決定づける証拠として捉えるのは難しい。自由市場のイノベーションを促すど
ころか、機密情報保護の壁が参入を阻み、ごく一部の企業だけが生き残る状況を作り出している。

成功と代償は表裏一体である。資金を上から下へと動かす力が急速な転換をもたらし、同じ力が
市場の歪みを生み出した。巨寛電子（Gaotek Electronics）や陽光重工（Sunshine Heavy Industrie
s）の参入、深セン（Shenzhen）の快速反応小組のスピードは、商用技術の軍事転用において明確
な成果を示している。しかし、二元化された経済、国営企業の独占と汚職、100万元に達する機密資
格認定コスト、補助金を狙ったレントシーキングなどはすべて、それらの成果に対する代償となっ
ている。提供された文献が記録しているのはここまでである。こうした管理や歪みをコントロール
する指導部の内面や派閥争いについては、資料には含まれていない。確認された事実とそうでない
ものを区別する方が誠実である。中国の軍民融合（MCF）は、成功のコストを同時に支払いながら
、未完の状態でまさにこのように前進している。

資料の中のある比喩は、この成功と代償を「一枚の刃」に例えている。同じ日に研ぎ澄まされた
二つの刃。一方の刃は上から下へと突き動かす動員力であり、もう一方の刃もまたその同じ動員力
である。権威主義体制が持つ上意下達の実行力と長期的な産業計画能力は、自由市場が模倣しがた
いスピードを生み出す。快速反応小組が6カ月から12カ月以内での成果を要求でき、685億ドルの資
金が短期間で集められるのも、まさにこの力があるからだ。しかし、市場の価格シグナルを経由せ
ずに資源を投入するその手法自体が、同時に「名ばかりの軍民融合」やレントシーキングが潜り込
む隙間を作っている。スピードを生み出す手と、歪みを生み出す手は、同一のものなのだ。

方向性を示すことで、この戦略の性格はより鮮明になる。現在の中国は、民生部門から軍事部門
への流れを後押しし、商用成果を国防へと手繰り寄せている。高解像度赤外線機器、戦車用部品、
機械読取式AI。これらはすべて、民生分野で培われた能力を軍事領域へと移植した事例である。中
国がシリコンバレーから迅速に技術を調達するDIUの手法を手本にしたという記述も、この同じ方向
性を指し示している。問題は、移植先となる分野が米国とは異なる点である。均質な市場の上で技
術を調達する米国とは異なり、中国は価格設定、コスト、法律の言語が分断された二つの分野の間
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で技術を移動させなければならない。方向は同じでも土壌が異なるため、移植に伴う対価もまた異
なるのである。

機械的な「ホゾ継ぎ」と、存在論的な「融合」という二つの言葉の距離自体が、その対価を測る
物差しとなる。物理的に部品を結びつける段階から、二つの世界を一つの有機体として設計する段
階へと移行するには、分断されていた価格設定手法から資金調達ルートに至るまでのすべてを一つ
に統合しなければならない。スローガンは存在論的な融合を謳うが、調達の実務現場では、国有カ
ルテルが需要と供給の間に情報の壁を築き、軍調達に深く根ざした個人的なコネや汚職が古い取引
にしがみついている。一体化するという言葉と、依然として二つの有機体として機能している現実
との乖離自体が、融合の支払うコストにほかならない。

「1パーセント」という数字は、この対価を単一の数値へと凝縮している。防衛産業に貢献し得る
50万社の技術企業のうち、実際に参入を果たしたのが100分の1未満にすぎないという事実は、政策
が約束する「広く開かれた扉」と、制度的な現実である「高く築かれた参入障壁」とが噛み合って
いないことを意味する。何年もの歳月、機密資格取得のための100万元におよぶコスト、そして積み
上げられた官僚主義的な手続きが、残りの99パーセントを門外に立ち尽くさせている。開かれた扉
と高い障壁は、同じ場所に同居している。成功の側面とコストの側面は、別々の場所ではなく、こ
の単一の敷居の上で重なり合っているのだ。

深センのオフィスに掛けられた時計は、月単位で針が進む。迅速反応タスクフォースはこの時計
を手に、外骨格装置、人工知能、先端材料を6ヶ月から12ヶ月以内に納入するよう迫る。商用技術を
国防へと移転するスピード、すなわち民生から軍事への流れは、この短い目盛りの上に現れる。シ
リコンバレーから迅速に調達を行うDIUを手本にしたという記述は、この時計の性質を明らかにして
いる。ここにあるのは、成果を月単位で測定する針である。

参入の敷居に掛けられた時計は、年単位で針が進む。兵器・装備品の開発・生産に必要な機密資
格の取得を目指す民間企業は、この時計の前で何年もの歳月を費やすことになる。その待ち時間に
は、最大100万元（約14万1000米ドル）もの費用が積み重なる。一方は月単位での成果を要求し、
他方は年単位で参入を遅らせる。中に入るまでに数年かかった企業に対し、一度中に入れば数ヶ月
以内に成果を出すよう求める構造である。二つの時計の目盛りは、まさにそのようにズレている。

また、二つの数字も同じ対象について異なる状況を語っている。2016年単年で、ライセンスを取
得した民間企業の数は127パーセント増加した。この数字だけを見れば、門戸が広く開放された光景
に映る。しかし、防衛産業に貢献し得る50万社の技術企業のうち、実際にその敷居をまたいだのは1
パーセント未満にとどまる。同じ母集団に対して、一つの数字は急増を語り、もう一つの数字は希
少さを物語る。増加していることは確かだが、その増加を経てもなお、大半は門の外に取り残され
たままである。

両方の時計と両方の数字を動かしているのは、単一の針である。資源を上から下へと動かす動員
力は、短い時計を回す力を備えている一方で、市場の価格シグナルを飛び越えることで、長い時計
と狭い門をそのまま温存させる。35以上の基金と685億ドルの資金が短い時計に向かって流れ込む一
方で、二つの異質な世界の摩擦と機密情報保護の壁が長い時計の側に蓄積していく。速度と遅延は
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異なるシステムから生じたものではなく、単一のシステムが持つ二つの側面にすぎないことを、部
屋に並んで立つこれらの時計は同時に示している。

---
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民間イノベーションの兵器化と産学軍エコシステム

大学と研究機関

2025年6月、中国人民解放軍の大学がその歴史上初めて一般の学生を募集した。その機関は信息支
援部隊工程大学である。かつての情報通信学院（信息通信学院）を正軍級単位へと格上げすること
によって設立された機関だ。この階級は、軍の組織階層において極めて大きな重みを持つ。ビッグ
データ、インテリジェントビジョン、電磁スペクトルなどを含む10の新しい専攻が開設された。そ
の目的は、未来のハイブリッド戦を戦うために指定された部隊である信息支援部隊（ISF、中国人民
解放�信息支援部�）の人材需要を満たすことにあった。学術的な才能を技術将校として軍に吸収
するための直接的なパイプラインが構築されたのである。この光景は、中国がどこで軍事技術を育
成しているのかという問いを、一つのイメージに凝縮している。兵器は工場から生まれるが、アル
ゴリズムとそれを書く人間は講義室と研究室で育つのである。

かつて中国の軍事技術は、一握りの閉鎖的な国有防衛企業からのみ生み出されていた。今日、こ
の国は異なる道を歩んでいる。軍民融合（MCF、�民融合）戦略は、民間や軍事の大学における基
礎研究を人民解放軍の運用兵器システムへと注ぎ込む変換回路を配線した。民間側の成果を軍に引
き込むこの方向性は、スピンオンと呼ばれる。この回路は、トップダウンの国家統制と予算から始
まる。中国の教育部（省）は、党の指示に基づいて高等教育機関の科学技術戦略を設定し、命令す
る。大学における研究方向は上から決定されるのだ。国家国防科技工業局（SASTIND、国家国防科
技工�局）は、指定された68の大学を共同で管理し、資金を提供している。この68校の中には、古
くから国防研究の基盤となってきた「国防七子」と呼ばれる大学が含まれる。基礎研究資金を管理
する国家自然科学基金委員会（NSFC、国家自然科学基金委�会）は、2016年に中央軍事委員会科学
技術委員会（STC、中央�事委�会科学技�委�会）と戦略的パートナーシップを締結した。軍民融
合は、基礎科学のまさに最初の段階でシステムに組み込まれた。この取り決めにおいて、STCは研究
資金の方向性を軍のニーズへと引き寄せる手としての役割を果たしている。

民間の大学における公開された研究が機密扱いの軍事プログラムへと流れ込むには、もう一つの
ハードルを越えなければならない。そのハードルとは、国家秘密保持制度である。軍民融合（MCF
）への参加を目指す大学は、その党委員会の下に保密委員会を設立しなければならない。この委員
会は、学長や副学長を含む大学の指導部で構成される。研究人員を「核心」「重要」「一般」の層
に区分し、それに応じて機密へのアクセス権を管理する。一人ひとりに格付け（グレード）が与え
られ、その格付けによってその人物が扱うことのできる情報の範囲が画定される。このクリアラン
スプロセスを通過した研究者とデータのみが、合法的に軍の調達ネットワークや防衛プログラムに
入ることができる。開放されたキャンパスと閉ざされたセキュリティが一体化しているのだ。この
回路が機能するためには、開放性と管理が同時に作動しなければならない。

最も直接的な経路は、人民解放軍の二大最高学術機関、すなわち国防科技大学（NUDT、中国人民
解放�国防科技大学）と軍事科学院（AMS、中国人民解放��事科学院）を通るものである。NUDT
は、インテリジェント化（智能化）時代における中核的な防衛技術を開発するための高地と呼ばれ
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ている。その傘下の自動化研究所は、ビッグデータと人工知能の研究を行っている。情報システム
工程国家重点実験室（国家国防科技工�局情報システム工程重点実験室）の主任である劉忠は、200
0年代半ばからAIを指揮統制システムに適用する研究をリードしてきた。指揮の速度と判断を機械に
移し替える取り組みは、20年近く続いている。智能科学学院（インテリジェント科学研究所）は、
無人航空機（UAV）の自律的な群制御（スウォーム）運用の実験を手がけている。2018年6月、同研
究所の研究者たちは、AppleとGoogleが後援する国際コンテスト「Robust Vision」で優勝した。こ
れは、軍事大学内部の研究所が世界最高峰と同一の舞台で競い合っていることを示すシグナルであ
った。

軍事科学院における変革は、組織の性格そのものを変えた。それまで戦略や教義（ドクトリン）
の研究に重点を置いていた軍事科学院（AMS）は、2017年7月に国防科技イノベーション研究院（NI
IDT、国防科技�新研究院）を設立した。スパコンの権威である楊学軍中将は、国防科技大学（NUD
T）の学長から軍事科学院の院長へと転じ、この改組を主導した。人物の移動は、技術路線の移動を
意味していた。軍事科学院は博士課程レベルのトップティアの研究者120名を採用し、人工知能、量
子科学、脳科学の最前線に配備した。NIIDTの下には、AI研究センター（人工智能研究中心）、無人
システム技術研究センター（无人系�技�研究中心）、前沿交叉技術（先端学際技術）研究センタ
ー（前沿交叉技�研究中心）が設立された。そこでは、インテリジェントコンピューティングチッ
プやロボット用オペレーティングシステムなどが研究されている。かつて教義を執筆していた機関
が、ハードウェアとソフトウェアを設計する機関へと移行したのである。

軍事大学だけがこのエコシステムの構成員ではない。中国のトップクラスの民間大学もまた、ア
ルゴリズムと技術を軍に供給するパイプ役を務めている。中国のマサチューセッツ工科大学（MIT）
とも呼ばれる清華大学は、軍事インテリジェント化のための高度な研究所を開設した。軍事作戦用
の高度な人工知能がこの研究所の研究テーマである。北京理工大学は、優秀な学生30名を選抜して
インテリジェント兵器システム実験クラスを編成した。これは、学部生が最初の学期から兵器科学
の大家の指導のもとで軍事研究に参入する経路である。完成された人材を採用するのではなく、最
初から軍の課題を用いて学生を訓練するアプローチだ。北京航空航天大学のロボティクス研究所は
、自律性と人間と機械の協調を研究している。ハルビン工程大学は、智能機器人技術国家重点実験
室（智能机器人技�重点��室）を通じて無人システム技術をサポートしている。西安電子科技大
学や西安交通大学などの複数の機関は、2018年と2019年から相次いでAI専門学院を設立し、防衛エ
コシステムへと技術を供給している。それは、AIブームが大学における組織改編へと翻訳された時
期であった。

研究室の成果が公開された論文で終わらないようにするための仕組みがもう一つある。それが軍
事技術コンテストだ。このアプローチは、米国防高等研究計画局（DARPA）のコンテストモデルと
の比較を誘う。二つの組織を同一視することはできないが、問題を公に掲示して参加者に解決策を
競わせるというアイデアは類似している。ミサイル開発をリードする中国航天科工集団有限公司（C
ASIC、中国航天科工集�有限公司）傘下の第35研究所は、2016年に「AIに基づくレーダー目標分類
・識別イノベーションコンテスト」を開催した。AIの専門知識を持つ大学の研究チームがこのコン
テストに参加した。彼らは、自律攻撃に必要なインテリジェントデータ処理ソリューションを防衛
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企業に直接届けた。衛星追跡と光学画像認識を扱う「眼神杯（iCup）」コンテストがある。無人地
上システム向けの競技会である「跨越険阻（Crossing Obstacles）」チャレンジもある。これらの舞
台において、大学の基礎研究は軍の調達要件と直接ペアになる。コンテストは、論文と兵器の間の
距離を縮める架け橋なのである。

この回路は防衛（ディフェンス）の領域にも伸びている。陸軍工程大学の教員は、AIソフトウェ
アの脆弱性を評価している。彼らはまた、敵対者が軍のAIインフラを弱体化させるために悪意ある
コードを植え付けるシナリオに対抗するための防御技術も開発している。この研究は、インテリジ
ェント化された戦場において兵器が自壊するのを防ぐことを目的としている。大学は、兵器を構築
することを超えて、それらの兵器が攻撃に耐えられることを保証する段階へと移行したのである。

これまで描いてきた構図は、単一の構造へと収束する。国家は予算と機密区分によって大学を束
ねる。軍事大学はアルゴリズムを兵器の言語へと翻訳する。エリートの民間大学は基盤技術を供給
する。コンテストは、その成果を防衛企業の調達へと結びつける。この変換が実際にどの程度、実
戦配備された部隊や実証されたシステムとして結実しているかについては、公開されている情報の
範囲内でしか議論できない。その境界を越えた運用配備や配備の成功率については、現在の証拠で
主張することは困難である。一つ明らかなことがある。中国は大学と研究機関を軍事イノベーショ
ンの最前列に配置しており、その最前列は年を追うごとに軍の兵力構造のより深くへと入り込んで
いるということだ。

この構造の重みは、組織の格付け（グレード）という言葉の中にも現れている。情報通信学院を
正軍級単位へと格上げする決定は、単純な行政上のランク調整にとどまらない。軍の兵力構造の中
で格付けが上がるということは、予算、人事権、指揮権がそれに対応する程度だけ前方に引き寄せ
られたことを意味する。信息支援部隊が未来のハイブリッド戦の根幹として指定された以上、その
要員を供給する大学の地位を引き上げることは、軍がどこに重点を置いているかを示す組織図上の
必然的な選択であった。大学の位置付けは、軍の優先順位を読み解く地図となる。この格上げが202
5年に行われたということは、この優先順位づけが最近の決定であることを物語っている。

優秀な人材に対する重力（引き寄せる力）は、より早い段階へとシフトしている。工程大学が初
めて一般の新入生を募集したことや、北京理工大学がインテリジェント兵器実験クラスに30人の学
部生を選抜したことは、異なる大学の出来事であるが、全く同一の論理に基づいている。事後的に
完成された研究者を連れてくるのではなく、入学や学部生という初期段階から軍の課題へと人々を
引き込むアプローチである。かつて採用の瞬間に集中していた人材獲得は、教育の最前段階へと移
行した。学生時代から軍の課題を吸収してきた人物は、卒業する頃にはすでに調達ネットワークの
言語を身につけている。軍と大学の境界は、それだけ早く曖昧になっているのだ。

人間を「核心」「重要」「一般」に区分する層別化システムは、個人レベルにおけるこの構造の
性格を明らかにしている。この概念は、情報の範囲だけでなく、それを扱う研究者自身にも機密区
分の適用範囲を課すものである。一人の個人が持つアクセス権限は、その人物が参入できるプログ
ラムの境界をあらかじめ描く。知識は文書に保存された内容としてのみ管理されるのではなく、そ
れを所有する人物に付随して移動する資産として扱われる。先に述べた、開放されたキャンパスと
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閉ざされたセキュリティの融合というイメージは、この段階において、個人の格付け表へと落とし
込まれる。

これらすべての機関を一頭の糸でつなぐ言葉は「インテリジェント化（智能化）」である。NUDT
の自動化研究所によるAIの指揮統制へのレイヤー化の試み、軍事科学院のイノベーション研究院に
よるインテリジェントコンピューティングチップやロボット用オペレーティングシステムの追究、
そして清華大学の軍事インテリジェント化研究所が高度なAIを標的にする目的は、異なるドアの前
に立ちながらも、同じ部屋を見つめている。異なる名前や所属を持つ研究所が同じ方向を目指すと
き、成果の移動と結合はそれだけ円滑になる。インテリジェント化は、単なるスローガンとしてで
はなく、組織のレイアウトを再編成する力として作動している。

コンテストをDARPAモデルと比較することには注意が必要だ。問題を公に掲示して参加者に解決
策を競わせるというアイデアは似ているが、両国の制度、資金源、指揮命令系統は同一ではない。
外見上の類似を実質的な等価性と読み違えることは、容易に誤判断へとつながる。それでも、これ
らのコンテストが大学のアルゴリズムと防衛企業の調達要件を同じテーブルにつかせているという
事実は、証拠が明確に示している。それは、国家が研究室のプロトタイプと兵器の仕様が出会う新
たな場を毎年作り出していることを意味する。

企業と調達

2018年秋、広東省珠海の航空ショー展示ホールに、一隻の無人ミサイル艇が展示されていた。そ
の名は「展望II号（Look Out II）」である。デッキには射程5キロメートルに達する4発の精密ミサイ
ルが搭載されていた。この船は国有の防衛企業によって造られたものではなかった。雲洲智能（Yun
zhou Tech）という民間企業によって造られたものである。同社は、世界中の無人艇に関する特許の
4分の1を保有していると主張していた。同年6月、雲洲智能は海上で複数のドローンボートを協調隊
列で操縦する「シャーク・スウォーム（Shark Swarm）」試験を実施した。珠海の展示ブースは、
この民間の技術が人民解放軍海軍の調達対象になり得ることを示すシグナルの場であった。

かつて、人民解放軍の兵器調達は閉鎖的であった。少数の国有防衛企業がサプライチェーンを独
占していた。習近平時代の軍民融合（MCF）戦略は、その独占構造を揺るがした。その目的は、商
業技術を持つ民間企業やスタートアップを防衛調達ネットワークに引き込むことにあった。まず民
間セクターで成熟したAIのような新興技術を軍事力へと変換するためには、その技術が存在する場
所に向けて調達の扉を開く必要があった。無人艇は、その転換における一つの光景にすぎなかった
。

エルサ・カニアがまとめた資料によると、調達ネットワークに組み込まれた民間企業のリストは
長い。紫燕（Ziyan）は様々な自律レベルの無人ヘリコプターやドローンを開発し、警察や軍の顧客
に供給した。ハイクビジョン（Hikvision）は、防衛およびセキュリティ用途向けにAIベースのビデ
オ監視技術を提供しており、同社の株式の一部は中国電子科技集団有限公司（CETC、中国�子科技
集�有限公司）の第52研究所が保有していた。天眼数科（SkyEye Data）はビッグデータとサイバ
ーセキュリティの分野で活動し、国防科技大学（NUDT）および戦略支援部隊（SSF、中国人民解放
��略支援部�）と提携していた。クラウド企業の曙光（Sugon）は、軍の指揮統制システムから
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クラウドインフラへの移行に参加した。バーチャル軍事シミュレーションを構築する瑞臣新創（Rui
chen Xinchuang）、水中ロボットを構築する深藍科技（Deepblue）、北京航空航天大学からスピ
ンオフしたロボット会社である傲博（Aobo）、そしてアリババの達摩院（DAMO Academy）がすべ
てリストに名を連ねていた。かつて防衛とは無縁に見えた民間の技術企業が、軍のサプライチェー
ンに入り込んでいたのである。

彼らを軍と結びつける仲介役となったのが、調達公告であった。ジョージタウン大学安全保障・
新興技術センター（CSET）は、2023年1月から2024年12月の間に人民解放軍が発表した9,000件以
上のAI関連の調達公告を収集し、分析した。公告の要件は具体的かつ包み隠しのないものであった
。それらは、C5ISRT（指揮、統制、通信、コンピューター、サイバー、インテリジェンス、監視、
偵察、標的設定）の領域において、宇宙、サイバー、認知戦で使用するための技術を民間サプライ
ヤーから募っていた。ある公告は、ウクライナ語のテキスト、文書、画像を迅速に翻訳できるAIア
プリケーションを求めていた。別の公告は、英語翻訳システムの構築を目指していた。また別の公
告は、ドローンカメラや人工衛星の光学センサーといった異なる種類の情報源からのセンサーデー
タを融合させ、ドローンの群れ（スウォーム）のような複数の移動目標を同時に追跡できるアルゴ
リズムを求めていた。調達の文言は、戦場の要求をそのままむき出しにしていた。

調達公告の最大の特徴はスピードであった。その大半が小規模な予算の案件だった。契約署名か
ら3〜6か月以内に成果物を納品することが条件となっていた。これは、長期にわたり大規模な兵器
システムを獲得してきた従来のやり方とは異なるテンポである。その意図は、民間のAI技術で何が
できるかを迅速に評価し、実験を行い、プロトタイプを構築し、改良を繰り返すことにあった。多
くの公告が入札資格として最低3年の運用実績を要求していた。しかし、優れた技術に対しては例外
も認められた。ある公告では、2023年に設立されたAIスタートアップであるDeepSeekのモデルが指
定されていたことが確認されている。これは、実力さえあれば設立間もない企業であっても、調達
ネットワークに柔軟に組み込まれ得ることを意味していた。ただし、これら9,000件以上の公告に主
要な兵器システムの調達は含まれていなかった。基幹兵器に関する調達は非公開のままであった。
私たちが目にしているのは、調達の表層にすぎないということを忘れてはならない。

情報の非対称性を解消するための制度的な仕組みも整えられた。2015年、中央軍事委員会装備発
展部（EDD、中央�事委�会装��展部）は、オンライン調達システムである「全軍武器装備採購
情報網」を立ち上げた。民間企業はこのプラットフォーム上で、軍が求める通信システムやソフト
ウェアのテストツールに関する公告を閲覧し、入札に参加することができた。工業情報化部（MIIT
、工�和信息化部）と国家国防科学技術工業局（SASTIND、国家国防科技工�局）は、2009年から
毎年「軍民両用技術・製品推奨目録」を発行してきた。2017年には国家軍民融合公共サービスプラ
ットフォームが開設され、登録ユーザー同士が直接つながることが可能になった。民間技術を軍の
調達へと流し込むためのチャネルが、幾重にも張り巡らされたのである。

これらのチャネルが実際にどのように機能していたかは、数字が物語っている。CSETの分析によ
ると、中国人民解放軍（PLA）が獲得した約3,000件のAI関連契約のうち、2件以上の契約を勝ち取っ
た企業の70％以上が非伝統的なサプライヤーであった。iFlytek Digital（科大訊飛数碼）、Piesat（
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航天宏図）、NovaSky（湖南北斗微芯）、Jouav（縦横股份）、Nanjing Huage Information Techn
ology（南京華格信息技術）といった民間のAI・テクノロジー企業がその位置を占めていた。リピー
ト契約の過半数を獲得したのは、国有の防衛企業ではなく、民間の新興企業であった。1回だけの契
約獲得は偶然かもしれないが、2回以上連続して獲得したということは、これらの企業が軍との間に
持続的な取引関係を築いていたことを意味する。

調達公告だけがチャネルではなかった。中国人民解放軍は、民間のイノベーションを取り込むた
め、米国の国防高等研究計画局（DARPA）が主催するものに匹敵する大規模な技術コンテストを開
催した。無人陸上システムによる障害物突破コンテストが2014年、2016年、2018年に開催され、学
界や産業界から136チームが参加した。リモートセンシング衛星の追跡や光学画像認識に焦点を当て
た「AIカップ」も開催された。ドローン群のインテリジェンス同士を競わせる「無集群挑戦（Unma
nned Swarm Challenge）」もあった。勝者には研究資金として100万元から300万元の賞金が与え
られた。これらのコンテストを通じて民間企業やスタートアップから発掘されたアルゴリズムやプ
ロトタイプは、国有の防衛企業や軍の兵器開発調達へと供給された。

この構図には限界と空白が存在する。公開されている約9,000件の公告は調達の一側面にすぎず、
主要な兵器システムはその枠外にある。短い契約期間やプロトタイプの作成は、技術が実現可能か
どうかを検証する段階であり、その成果が実際の部隊に配備されたかどうかを公開文献だけで判断
するのは難しい。調達ネットワークに名を連ねるスタートアップのアルゴリズムが、実証実験や組
織図を越えてどこまで浸透したかも、文書の先にある領域である。確認できるのは、チャネルの構
造と契約の分布である。民間の商業技術が、軍の公告、プラットフォーム、コンテストを通じて調
達システムに入り込む経路は、データの中に明確に描き出されている。その経路から生み出された
兵器の性能を測定することは、まだ公開されていない資料の領分のままである。

2018年の珠海航空ショーの展示会場からジョージタウン大学のデータセットへと一本の線を引い
てみると、技術の流れる方向が逆転していることがわかる。長年にわたり、技術移転の常識は、軍
事研究の成果が民間市場へと滴り落ちるというものであった。人工知能はその流れを逆転させた。
新興技術はまず民間部門で育つため、軍はそれらの技術が存在する場所へと手を伸ばさなければな
らなかった。軍民融合調達システムは、この逆流を政策として定着させた制度的装置である。雲洲
智能（Winzhou Tech）の無人艇、海康威視（Hikvision）のビデオ監視、達摩院（DAMO Academy
）のアルゴリズム。これらはどれも軍で生まれ民間へ普及したものではない。民間の世界で育ち、
軍のサプライチェーンへと引き込まれたのである。

この逆流を支えているのが情報の流れである。民間企業が軍の求めるものを知らなければ、どん
なに優れた技術であっても調達にはつながらない。装備発展部のオンライン調達ネットワーク、工
業情報化部と国家国防科学技術工業局が発行する推奨リスト、そして登録ユーザーを直接つなぐ公
共サービスプラットフォーム。これらがその溝を埋めるチャネルであった。軍が通信システムやソ
フトウェアのテストツールの公告を掲載すると、防衛分野の実績がない企業でもその要件を読んで
入札に参加することができた。調達公告にある「ウクライナ語翻訳」や「異種センサーフュージョ
ン」といった文言は、戦場のニーズを民間の商業技術の言葉へと翻訳した注文書であった。
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システムが実際に機能していたことは、リピート契約の分布に現れている。約3,000件のAI契約の
うち、2件以上を獲得した企業の多くが非伝統的サプライヤーであったという事実は、単発の偶然の
受注ではなく、持続的な取引関係が定着していたことを意味する。iFlytek Digital、Piesat、NovaSk
yといった名前が受注者リストに繰り返し登場することは、軍が彼らの能力を一度試して終わりにす
るのではなく、手元に置いて何度も呼び出していた証拠である。短い契約期間と小さな予算は、こ
の反復を迅速に行うためのメカニズムであった。実現可能性をテストし、プロトタイプを作り、修
正し、再び呼び出す。そのサイクルが調達のテンポとなった。「障害物突破」や「無集群挑戦」と
いったコンテストは、そのサイクルの入り口で網の役割を果たし、人材やアルゴリズムをすくい上
げた。公告、プラットフォーム、コンテストという3つのチャネルを通じて、民間の商業技術が軍の
調達ネットワークへと収束していく構造が、データの中にくっきりと刻まれている。

開放と統制

フランス人ジャーナリストが自席でノートPCを開く。彼は世界的なオープンソースプラットフォ
ームであるHugging
Faceにログインする。画面上で中国製のオープンソースモデルであるDeepSeek R1を選択し、ダウ
ンロードボタンをクリックする。費用はかからない。モデルは企業のサーバーではなく、彼の個人
用コンピュータの内部で動作する。これは、数学やコーディングのベンチマークにおいて、シリコ
ンバレーの最新モデルと同等と評価されているモデルである。ソースコードと重みが公開されてい
るため、彼が何を質問しているかを外部から知ることはできない。ジャーナリストは英語で1行入力
する。「1989年6月4日、天安門広場で何が起きたのか？」

画面が一瞬止まる。少しして、回答が表示される。その質問は自身のスコープ外であるとし、別
の話題に移ることを提案する文面である。コードは公開されている。実行はジャーナリスト自身の
デスク上で行われている。それにもかかわらず、モデルは回答を回避する。これは、EU DisinfoLab
が公開動画で再現した光景である。検閲が企業のサーバーではなく、モデルの重み自体に焼き付け
られていることを意味している。学習段階ですでに消去された記憶は、ローカルで実行しても戻っ
てくることはない。

中国の技術戦略の2つの顔が、1つの画面上で重なり合う。1つは開放。高性能なオープンソースモ
デルを、望む者には誰にでも提供する顔である。もう1つは統制。それらのモデルが生み出す世界観
を党の基準内に閉じ込める顔である。第6章で追ってきた学・軍・民の生態系の兵器化は、まさにこ
の2つの軸の上で動いている。

まずは開放の規模から見てみよう。ChatGPTが登場した2022年から2025年の間に、中国のオープ
ンモデルの数は32から337へと増加した。10倍以上の増加である。2023年には、中国国内のオープ
ンモデルの数がクローズドモデルの数を上回った。開放が例外ではなく、主流になったことを示す
シグナルである。アリババのQwenファミリーは、Hugging Face上で10万以上の派生モデルを生み
出した。1つのモデルが広大な生態系の種となった。DeepSeekのV3とR1は、誰もが無料でダウンロ
ードし、変更し、商業的に利用できる条件であるMITライセンスの下で公開された。2025年5月、De
epSeekは利用料金を75％引き下げた。競合するAnthropicのモデルよりも28倍安い価格で、最先端
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の性能を開放したのである。

この開放には、あるナラティブが伴っている。それは、アメリカの巨大IT企業の閉ざされた門に
対抗する選択肢であり、高価な技術から排除されたグローバルサウスのためのツールであるという
主張である。価格が安く、ハードルが低いほど、そのナラティブは遠くまで届く。開放そのものが
ソフトパワーへと変換される。これは、アメリカの計算資源制裁に対して、正面から立ち向かうの
ではなく、迂回する選択でもある。

開放が産業の支配へとフィードバックされるループが存在する。安価なオープンモデルが世界中
で標準のように使われるようになると、その上で構築されたアプリケーションやデータが中国の生
態系へと還流する。開放は損失ではなく、産業を引きつける自己強化型のサイクルとなる。制裁に
よって表門が塞がれている間に、オープンソースという横口を広げる戦略である。

しかし、開放の背後には綿密な統制が張り付いている。中国のAIガバナンスは、「発展による安
全の確保」と「安全による発展の擁護」という二重のロジックで動いている。AIは成長のエンジン
であると同時に、体制を揺るがしかねない破壊的な脅威としても扱われる。統制は単なる言葉では
なく、法律という形を取った。2021年にデータ安全法と個人情報保護法が制定された。その上に、
国家インターネット情報弁公室が主導するアルゴリズム推薦管理規定が加わった。これらの規定は
、中国国内で稼働するすべてのアルゴリズムに対し、主流の価値導向と「正エネルギー（陽光エネ
ルギー）」を維持することを求めている。「正エネルギー」とは、社会を安定させる、党が承認し
た体制に都合の良いコンテンツを指す官僚的婉曲表現である。たとえコードが公開されていても、
そのコードが生み出す出力が党の基準から外れれば、合法的なものとして認められない。

再びジャーナリストに目を向ける。彼は2つ目の質問を入力する。「なぜ一部の台湾人は、台湾は
中国の一部ではないと考えているのか？」 モデルから出力される文章は、中国外務省の報道官の発
言を書き写したかのような内容である。台湾は古来より中国の領土の不可分の一部である。異なる
視点を尊重することを示唆するような中立的な表現は一切現れない。党の公式なナラティブだけが
、唯一の正解として出力される。3つ目の質問は、習近平は優れた指導者であるか否かである。回答
は、ChatGPTが整形するような小見出し付きの長い英語で表示される。経済成長、インフラ開発、
汚職対策が、客観的な事実であるかのように列挙される。人権に対する批判は最下部の1行に追いや
られ、一部の批評家の主観的な意見として処理される。その直後には、支持者たちがこれに経済成
長をもって反論しているという一文が続く。先ほどの検閲があからさまな回避であったとするなら
、これは緩やかな誘導である。オープンなチャットボットが党の忠実な宣伝者となる瞬間が、1つの
テキストブロックの中で完結する。

これと同じ非対称性が、学・軍・民の調達においても繰り返されている。対外的には開放である
。2023年から2024年にかけて、中国人民解放軍は9,000件以上のAI関連の調達公告を掲載した。公告
では、ディープウェブのクローリングやビッグデータマイニング技術が求められている。世界中の
公開ニュースや商業情報から、ロシア語、日本語、韓国語、ウイグル語の文書をスクレイピングし
て翻訳するモデルを購入している。その目的は、指揮決定を支援するシステムを構築することにあ
る。これは、外部の世界が提供するオープンソースデータや民間のスタートアップの能力を、実質
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的な制限なしに吸収し、軍事システムへと移植する流れである。開かれた世界は、吸収の対象とな
る。

対内的には統制である。2018年、国務院弁公庁は「科学データ管理弁法」を交付した。国費で賄
われたすべての科学データを国家の財産と指定する規制である。2020年の輸出管理法は、軍民両用
技術だけでなく、遺伝データやアルゴリズムのソースコードの西方への流出経路を遮断した。学術
的・商業的価値を持つ核心的なデータが外部に漏れるのを、源流で鍵をかけて防いでいる。大学や
研究所の内部でも、壁は同様である。清華大学や百度のような民間機関がオープンな国家イノベー
ションプラットフォームを主導しているが、人民解放軍の装備発展部（EDD）や中央軍事委員会科
学技術委員会（STC）の調達に入るためには、国家秘密保護制度の厳しいセキュリティクリアランス
を通過しなければならない。STCは中央軍事委員会の下で軍事科学技術を調整する機関であり、米国
のDARPAによく例えられる。しかし、その内部予算やプログラムを外部から検証することは困難で
ある。技術はオープンなプラットフォームで育つが、軍の敷居をまたいだ瞬間に、ブラックボック
スの中の機密資料として封印される。

この構図の上に、党および国家レベルのもう1つの調整機関が重ねられている。2023年に新設され
た中央科学技術委員会（CSTC）である。STCが軍事科学技術を扱うのに対し、CSTCは党と国家の科
学技術政策を結びつける、より高位の独立した機関である。この2つの機関は名称が類似しており、
略称も混同されやすい。しかし、位置する階層が異なる。略称の混同は、誰が何を調整しているの
かという構図そのものを曖昧にしてしまう。

開放性と制御は、衝突し合う二つの力と捉えるにはなじまない。両者は一対の歯車のように噛み
合い、互いの回転を支え合っている。対外的には、影響力を拡大するためにモデルのウェイトや安
価なAPIが提供される。しかし、それらのモデルが描き出す世界観の内側には、中国共産党の「正エ
ネルギー」が注入されている。外部のデータは貪欲にスクレイピングされる一方で、国内のデータ
は安全保障の名のもとに固く閉ざされる。学術・軍事・産業のエコシステムの兵器化は、まさにこ
の連動から強力な推進力を得ている。開放性が外部技術の吸収を加速させ、制御がその吸収した技
術を軍の掌中に囲い込む。モニターの同一画面上で、世界で最も滑らかに応答するチャットボット
が、党の忠実な代弁者へと豹変する姿こそ、この結合の生々しい証明にほかならない。

これこそが、国外の観察者たちが中国の技術戦略を前に困惑する理由である。開放性と制御を対
義語として捉えてしまうと、全体の構図が結ばれない。この国は、世界で最もオープンなエコシス
テムを推進するその同じ手で、世界で最も緻密な検閲体制をモデルに組み込んでいる。二つの側面
を別々に眺めている限り、パズルは完成しない。これらを重ね合わせ、一つの設計図として見て初
めて、すべてのピースが収まるべき場所に収まる。開放性それ自体は目的というよりも、制御を遠
くの地まで運ぶための乗り物なのである。

ウェイトに焼き付けられた世界観は、モデルの移動とともに旅をする。フランス人ジャーナリス
トの机の上で起きたことと同様に、DeepSeekをダウンロードした者のコンピュータであれば、世界
のどこであっても、コードに付着した検閲とプロパガンダがついて回る。価格が安く、導入のハー
ドルが低く、より広く普及するほど、党が切り取った世界認識も遠くまで拡散していく。世界が安
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価なオープンモデルを標準として受け入れることは、それらのモデルに刻まれた枠組みをそのまま
取り込むことを意味する。ソフトパワーとは、そうした枠組みが音もなく浸透していく力にほかな
らない。米国の半導体制裁によって正面玄関が狭まれば狭まるほど、オープンモデルという勝手口
から外へ流れ出る影響力はむしろ大きくなっていく。

この伝達の標的となるのは、自前で大規模モデルを構築する資源を持たない国々である。高価な
プロプライエタリ技術から締め出されたグローバル・サウスの開発者にとって、無料で高性能なオ
ープンモデルは拒みがたい提案となる。米国のビッグテックによる覇権に対抗する選択肢であると
いう言説が、その提案に正当性を与える。しかし、彼らが受け入れたモデルの土台には、天安門事
件を消し去り、台湾を党の言葉で語る設定がすでに敷かれている。代替手段を手に入れたと信じた
瞬間、彼らはその代替手段が描き出す世界観をも同時に受け取っているのである。

制御のきめ細かさが偏執病に近いレベルに達していることは、見過ごしがたい事実である。政権
を揺るがしかねない問いに対して、モデルは学習段階から事前に沈黙するよう訓練されている。こ
の沈黙が、サーバーを完全にバイパスしたローカル環境での実行時にも解除されないという事実は
、制御の根深さを物語っている。コードは無償で提供されるが、そのコードが描き出す世界の輪郭
については、一歩も譲らないのである。

軍事や科学技術の調達に目を移すと、観察者の視野は半分しか開かれない。人民解放軍（PLA）が
世界のオープンデータや民間技術を吸収していく様子は、9,000件を超える調達公告から読み解くこ
とができる。しかし、そうして吸収された技術が、装備発展部や科学技術委員会の閾値をまたいだ
後、どこへ流れていくのかは、機密の帳の向こうへと消えてしまう。オープンな側には光が当たり
、閉ざされた側は漆黒の闇に包まれている。外部から描かれる地形は、常に片側に傾いている。目
に見える開放性だけを数え上げれば、中国の戦略は寛大な共有と映るだろう。だが、そこに目に見
えない制御を並べて見て初めて、その共有が何の経路として機能していたのかが見えてくる。学術
・軍事・産業のエコシステムの兵器化を正しく推し量るには、画面上の流麗な文章だけでなく、そ
れを形作った手と、それが向かう目的地までをも読み解かなければならない。
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情報化から知能化へ：ドクトリンの転換

情報化戦争の遺産

1991年の湾岸戦争の経緯は、北京の軍事指導部に永続的な衝撃を与えた。先進的な情報通信技術
と融合した米軍の破壊力が、砂漠の地で彼らの目の前に展開されたのである。『Research on
China's Military Innovation in the Xi Jinping Era』は、この戦争が中国軍の近代化に与えた衝撃の
大きさを記録している。江沢民政権下で、中国はその衝撃を一つのスローガンに凝縮した。「ハイ
テク条件下における局地戦」に勝利することが、軍の質的発展の方向性として設定されたのである
。2004年、胡錦濤政権下において、同じ目標は「情報化条件下における局地戦」への勝利へと高め
られた。変わったのはわずか一語であったが、その一語がその後の20年の針路を決定づけた。中国
軍が現在、AI主導の知能化に向けて疾走しているスタートラインは、まさにその場所にある。

情報化戦争が残した第一の遺産は、戦争の捉え方である。『China's Military AI Wish List』は、人
民解放軍がどのようにして、あらゆる領域における情報優勢の獲得に現代戦の勝敗を賭けるように
なったかを分析している。すなわち、兵力や火力に先んじて、情報が勝敗を決する変数としての位
置を占めたのである。この視点から二つの作戦コンセプトが派生した。一つはシステム破壊戦であ
る。敵の兵力や兵器を消耗させる従来のアプローチではなく、敵の中核的な情報ネットワーク、監
視センサー、指揮統制ネットワーク、通信ノードを叩き、敵全体を麻痺させる方法である。もう一
つは多領域精密戦である。陸・海・空の情報と、サイバー空間、宇宙空間、電磁スペクトルを融合
させ、敵の作戦システムにおける脆弱性を特定して精密に打撃する。両コンセプトとも情報化の枠
組みの中で成長したものである。なお、原典に登場する用語は英語であり、対応する漢字表記をあ
えて当てることはしない。

第二の遺産は、目に見える組織構造である。従来の陸軍中心の兵力では情報化戦争を戦えないと
いう認識から、抜本的な改編がもたらされた。『Research on China's Military Innovation in the Xi
Jinping Era』は、伝統的な中国軍における重心の偏りを指摘している。本土防衛と陸軍に圧倒的に
依存し、陸軍が全軍の70パーセント以上を占める構造であった。その上に四つの総本部と七つの軍
区の体制がのしかかっていた。しかし、情報化戦争は、陸・海・空・宇宙・サイバーを単一のネッ
トワークで結ぶ統合運用を要求した。2015年末から2016年にかけて、習近平指導部は30万人の兵力
削減を実施した。削減の重点は陸軍と非戦闘人員に置かれた。陸軍の兵力は2019年時点で97万5000
人にまで減少した。その結果、人民解放軍の歴史上初めて、陸軍が全軍の半分を下回る48パーセン
トとなった。単一の数値が、各軍種間の勢力均衡が移行したことを示している。

兵力構造の再編は削減にとどまらなかった。既存の四つの総本部は解体され、中央軍事委員会の
直轄下にある15の職能部門に統合された。防衛重視の七つの軍区は、東部、西部、南部、北部、中
部の五つの戦区に置き換えられた。この改編は、「軍委管総、戦区主戦、軍種主建」（中央軍事委
員会が総括指導を行い、戦区が作戦に専念し、軍種が建設を主導する）という原則に基づいている
。中央軍事委員会が全体的な方向性を示し、戦区が実際の作戦を指揮し、各軍種が戦力整備に責任
を持つという分業体制である。戦区が情報ネットワークを通じて管内のすべての軍種を統合・指揮
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する枠組みは、ここで完成した。この構造自体が、情報化が残した物理的な遺産である。

組織的遺産の頂点に立つのが、戦略支援部隊（SSF、中国人民解放軍戦略支援部�）と、その後継
である情報支援部隊（ISF、中国人民解放軍信息支援部�）である。『The People's Liberation
Army's Perspectives on Artificial Intelligence』および『China's Military AI Wish List』は、宇宙、
サイバー、認知戦、電子戦における作戦を統合するために戦略支援部隊が設立されたと記録してい
る。その意味で、同部隊は情報化戦争の副産物であった。2024年4月、中国はこの部隊を解散した。
そしてその代わりに、情報およびネットワークインフラに特化した情報支援部隊を立ち上げた。発
足式において、習近平国家主席は、情報支援部隊をネットワーク化された情報システムの全体的な
計画、建設、運用のための重要な柱であると宣言した。この改編は、情報化戦争の枠組みが軍の戦
闘序列を恒久的に再編成したことを証明している。

第三の遺産は、技術とインフラの骨格である。情報化時代は、人民解放軍にC5ISRTと呼ばれる巨
大なハードウェアネットワークを残した。これは、指揮、統制、通信、コンピュータ、サイバー、
情報、監視、偵察、標的追跡を結合する骨格である。『China's Military AI Wish List』は、中国が多
領域精密戦を遂行するためにこの分野の能力を精力的に増強してきたと分析する米国防総省の評価
を引用している。このシステムは、軍用と民間の両方のセンサーを使用する。人工衛星やドローン
、レーダーやSNSのデータが同一のネットに流れ込む。収集、融合、意思決定、精密打撃のシーケ
ンスがここを通り抜ける。ジョン・ボイド大佐が定式化したOODAループは、このインフラの上で機
能している。情報化の遺産とは、膨大な戦場データを収集・伝送するセンサーネットワークや通信
衛星、戦術データリンクやクラウドサーバーという物理的な生態系を軍の内部に植え付けたことで
ある。中国が毎年発行する9000件以上の公募入札を通じた装備調達の流れも、このネットワークを
洗練させる延長線上にある。しかし、それらの調達のうち、実際に配備や実戦力化に至った割合に
ついては、入手可能な資料からは確認できない。

第四の遺産は、知能化への足がかりである。中国が現在推し進めているAI主導のイノベーション
を、情報化と切り離して捉えることは困難である。それは情報化の遺産の上に開花した。『The
People's Liberation Army's Perspectives on Artificial Intelligence』の中で、国防科技大学（NUDT
、中国人民解放�国防科技大学）の傅万娟教授はその関係性を簡潔に述べている。人民解放軍の知
能化戦略は機械化と情報化の基盤の上に構築されており、人工知能、機械学習、クラウドコンピュ
ーティングを通じて軍事能力を包括的に高めることを目指している。先行する情報化によって、膨
大な戦場データとそれを伝送するネットワーク高速道路があらかじめ敷設されていたため、今日の
人民解放軍はそのデータの上にAIアルゴリズムを乗せてキルチェーンを加速させることができる。
マルチエージェント協調、領域横断的な情報融合、そして指揮官の判断を支援するAIベースの意思
決定支援システム（AI-DSS）は、その方向性の三つの分岐である。いずれも、情報化時代が残した
センサーネットワークと統合指揮体制なしには成り立たない事業である。知能化という跳躍が、情
報化という滑走路から飛び立つという事実こそが、この章全体を読み解く第一の鍵である。

この鎖の四つのリンクがどのように噛み合い、一体となって回転するのかを追っていく。
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四つの遺産のストランドは、個別の要素ではなく、互いに連動する一つの鎖である。情報が勝敗
を決するという見方が定着すると、その視点を担うことのできる組織が必要となった。組織が変わ
ると、それを接続するための技術的骨格が築かれた。骨格が定まると、その上に人工知能を搭載す
る道が開かれた。視点から組織へ、組織からインフラへ、インフラから知能化へ。このシーケンス
においてスキップできる段階は存在しない。システム破壊戦のドクトリンは戦区を中心とする統合
指揮体制を呼び込み、その指揮体制はC5ISRTと呼ばれるネットワークを要求し、そのネットワーク
が運ぶデータが今日のアルゴリズムに供給されている。先にたどった湾岸戦争の衝撃という単一の
光景が、30年かけてドクトリン、兵力構造、ハードウェアを順次覆してきたのである。

この鎖が現在さらに引き締められていることは、兵力構造の極めて最近の変化が示している。202
4年4月に戦略支援部隊を解体し、情報支援部隊を立ち上げた改編は、既存の情報インフラを調整し
、知能化がより効果的にその上に乗るようにするための洗練化であった。習主席が情報支援部隊を
ネットワーク化された情報システムの重要な柱と表現したことから、情報化の骨格を調整する作業
と、知能化に備える作業が重なり合っていることが明らかになる。収集、融合、意思決定、打撃と
いうOODAループが再構築されているのも同じ理由からである。このサイクルの各ノードにAIが入り
込んで意思決定を加速させればさせるほど、そのサイクルを支えるセンサーネットワークとデータ
リンクの密度が成否を決定づけることになる。

この鎖を逆から読むと、まさにその同じ場所から知能化の限界が見えてくる。AIアルゴリズムは
自らデータを生成することはできない。彼らの判断材料は、情報化時代に敷設されたセンサーネッ
トワーク、通信衛星、戦術データリンクが伝送できる範囲にとどまる。マルチエージェント協調も
、領域横断的な情報融合も、指揮官を支援するAIベースの意思決定支援システムも、そのデータの
広さと質を超えることはできない。情報化という滑走路が短ければ、知能化という跳躍もそれだけ
低くなる。中国が年に9000件以上の調達入札を行ってその滑走路を延ばそうとしているのはこのた
めであるが、それらの調達のうち実際に配備や実戦力化に結びついた割合は、入手可能な資料から
は確認できない。

したがって、本章を読むには二重のレンズが必要となる。一方のレンズは、情報化の遺産の規模
をありのままに測定する。公式の政策名、部隊が設立された日付、兵力規模、そして中国の軍事学
者の公開発言は、三つの文献群に明確に記録されている。もう一方のレンズは、その遺産がどれだ
け実際の戦闘力として定着しているかを問う。兵力構造が変わりネットワークが敷設されたという
事実と、それらが戦場で期待通りに機能するという判断は、異なる次元の問題である。後者の判断
を裏付ける証拠は、これら三つの資料だけで満たすことはできない。情報化の遺産の上にそびえ立
つ知能化の実際の高さを測るためには、この章が次に提起する問いへとさらに踏み込まねばならな
い。

知能化戦争の約束

東部戦区の防空旅団の研究チームが、軍事専門誌に短い提案を発表した。打撃対象となる標的を
攻撃する順序を変更することについてであった。彼らはこのアプローチを「注文・発送モデル」と
呼んだ。中国語では「��、派�」と書く。このコンセプトは、配達の仕事を最も近くにいる配達
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員に自動的に割り当てるオンラインショッピングの仕組みを戦場に移植したものである。かつての
指揮官は、どの砲兵部隊とどの戦闘機が何を打撃するかをあらかじめ割り当てることで作戦を計画
していた。新しいモデルでは、標的リストがリアルタイムでシステム上にアップロードされる。す
ると、意思決定支援システムが各プラットフォームの打撃能力と予測される破壊効果を瞬時に計算
する。計算が終わると、システム自体が適切なプラットフォームに任務を割り当てる。かつて人間
が標的と兵器を突き合わせていた席を、機械が占めることになる。

この小さな提案は、人民解放軍が描いている大きな絵の一片にすぎない。習近平国家主席は軍の
近代化を、機械化、情報化、知能化の三段階に整理した。機械化が兵器の量と質を高める作業であ
り、情報化が部隊とデータを単一のネットワークに接続する作業であるならば、知能化はAIにその
膨大なデータを管理させ、兵器システムを自動化し、意思決定を加速させる作業である。目標時期
は21世紀半ばに設定されている。このビジョンの背景には、その時までに中国が世界一流の軍隊を
建設するという宣言が存在する。

知能化が人民解放軍にもたらす約束とは、時間の圧縮である。ジョン・ボイド大佐が定式化した
観察・情勢判断・意思決定・行動のサイクル、すなわちOODAループを極限まで絞り込み、いわゆる
「即時打撃」に到達することを目指している。従来の作戦は、人間が偵察データを収集し、分析し
、命令を出し、打撃資源を割り当てるという、遅く線形的なプロセスを経ていた。人工知能はこの
偵察・指揮・打撃のシーケンスを断ち切り、同時並行的なネットワーク処理に置き換える。速度と
規模の双方が同時に変化する。

まずは偵察から始める。過去の偵察は断片化されていた。陸・海・空軍がそれぞれ独自のセンサ
ーでデータを収集し、別々に報告していた。知能化戦争における偵察は、陸・海・空だけでなく、
宇宙、サイバー、認知領域からのデータを結びつける多領域の情報統合へと移行する。CSETの報告
書『China's Military AI Wish List』は、その野心の規模を数字で示している。人民解放軍は2023年1
月から2024年12月までの間に、AI関連の調達公募を9000件以上発行した。彼らが目指しているのは
、指揮、統制、通信、コンピュータ、サイバー、情報、監視、偵察、標的追跡にわたるC5ISRT能力
である。しかし、それらの公募のうち実際に配備や実戦力化に至ったものがどれだけあるかは、入
手可能な資料からは確認できない。

偵察段階において、AIはまず発見と分類を行う。コンピュータビジョンモデルは、衛星、ドロー
ン、地上カメラが収集した膨大な画像から、敵の戦車や軍艦をリアルタイムで識別する。敵のレー
ダー妨害を特定し、レーダーの作動パターンを分類する研究も進められている。機械がSNSのテキ
ストやオープンソース資料、ウクライナ語を含む多言語の文書を翻訳し、ダークウェブを探索して
戦略的情報を編み上げる。次に追跡と融合が続く。洋上では、音響センサーのデータを組み合わせ
て潜水艦や水中脅威を特定する。ドローンに搭載されたカメラや熱線映像装置を商用衛星の光学セ
ンサーと統合し、敵のドローン群など、複数の移動目標を同時に追跡する。この偵察の目的は、指
揮官に断片ではなく、構築された戦場のピクチャーを即座に手渡すことにある。

情報が収束する指揮段階において、変化はさらに深刻である。人民解放軍は自軍の指揮官の長年
の弱点を「五つの能力不足」（状況を判断できない、上級指揮官の意図を理解できない、作戦決定
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を下せない、兵力を配置できない、不測の事態に対処できない）と呼んできた。彼らのビジョンは
、AIベースの意思決定支援システム（AI-DSS）を用いて、これら五つすべてを克服することである
。先ほど見た注文・発送モデルがこの時点で再登場する。標的をアップロードすれば、火力が自律
的に割り当てられ、キルチェーンが自動的に完了する。RANDの報告書『The People's Liberation
Army's Perspectives on Artificial Intelligence』はその野心の規模を伝えている。人民解放軍が目指
しているのは、320キロメートルを超える射程で80機以上の航空資産を同時に制御し、強化学習を通
じて無人システムを指揮するレベルである。南京陸軍指揮学院の劉魁らは、このような指揮を「水
槽の脳」と表現した。これは、交戦規定の重心が人間から機械へと移行しつつあることの合図であ
る。

打撃の主体もまた、人間から無人システムへと移行しつつある。高価で巨大な単一の兵器に頼る
のではなく、低コストの無人プラットフォームが協調して防空網を突破するマルチエージェント協
調がその形態である。2020年4月、東部戦区は、遠隔操作機能とAI機能を備えた新型無人戦闘車両「
鋭爪1」（Ruigua 1）を陸軍部隊に正式配備したと発表した。この発表は部隊編成への組み込みを示
すものであり、実際の戦場における持続的な運用実績とは区別して捉えるべきである。中国の試み
は飛行ドローンにとどまらない。無人航空機と装甲車両を一体化させた「蜂甲一体化作戦システム
」の構築を目指している。河南省軍区の曾海慶少将は、群自律意思決定に支えられた低コストの無
人地上車両、ドローン、無人潜水艇が隠密裏に防御網を突破し、飽和攻撃を加えるシナリオを描い
てみせた。この構想において、打撃は偵察や意思決定と切り離されたものではない。無数の無人車
両が戦場データをリアルタイムで共有し、自律的に標的を追跡し、軌道を計画し、敵を打撃する網
の目のような構造へと変貌を遂げるのである。

約束されたビジョンと実際の能力は同じではない。人民解放軍の研究者自身、インテリジェント
化（智能化）が万能薬ではないことを知っている。彼らは戦場データの不足を脆弱性として挙げて
いる。AIが存在しない事実を捏造するハルシネーションを懸念し、偏った情報だけが循環する情報
コヌーン（エコーチェンバー）を警戒する。また、敵がソフトウェアに悪意あるコードを仕込んだ
り、欺瞞データを入力したりすることで、新たな形態の「戦場の霧」が生じる可能性も指摘してい
る。インテリジェント化された戦争の約束はドクトリンの言語であり、指揮、偵察、打撃、評価の
連鎖を書き換えることを誓約するものだ。その言語が実際の部隊能力にどこまで移行しているかは
、調達公示や部隊発表、学術論文などの検証可能な痕跡を超えた、未解決の問いとして残されてい
る。

東部戦区の提案が際立っているのは、人間の関与を減らすことを目指す巨大な潮流の一面を体現
しているからである。人民解放軍陸軍は、無人装備開発の目標を「少被害」または「ゼロ被害」に
設定している。その計算は、兵士を最前線から後退させ、浸透や消耗といった危険な任務を機械に
委ねるというものだ。「鋭爪1」のような無人戦車や群制御される無人潜水艇は、それ自体が目的で
はなく、敵の防御を削り取りながら人間側の損失を低水準に抑え込もうとする計算の産物である。
打撃の自動化、指揮の自動化、そして偵察の融合が一体の組織として結びついているのもこのため
だ。インフォマティゼーション（情報化）が部隊とデータを一つのネットワークにリンクしたとす
れば、インテリジェント化はそのネットワーク上を流れる判断さえも機械に委ねようとする。人間
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は目標の設定と承認の付与という役割に退き、データの読み取り、兵器の選択、そして標的とのマ
ッチングという任務はシステムが引き受けることになる。

偵察の手が届く領域も並行して拡大している。陸、海、空、宇宙、サイバーに認知領域が加わり
、そのすべてが情報統合の網の中に引き込まれている。敵の判断や世論、士気を読み取り、揺さぶ
る認知戦は、偵察と打撃の間に位置する新たな戦場として組み込まれた。指揮統制、通信、コンピ
ュータ、サイバー、情報、監視、偵察、打撃を連ねた長い頭字語であるC5ISRTが目指すのは、まさ
にこれらすべての領域を単一の処理フローに束ねることにほかならない。各軍種が独自のセンサー
でデータを集め、個別に報告していた時代、指揮官が受け取る絵は常に断片的なものだった。イン
テリジェント化が約束する偵察は、それらの断片をリアルタイムで重ね合わせ、単一の画面へと合
成する。かつて一歩一歩順を追って進められていた偵察、指揮、打撃という従来の連鎖が、三者が
噛み合い同時に回転する網へと織り直されるのは、まさにこの地点においてである。

「水槽の脳」というメタファーに違和感を覚えるのもこのためである。機械の計算が指揮官の判
断を追い越し始めると、引き金を引くかどうかの決定の重心は、人からシステムへと少しずつ滑り
落ちていく。火力支援が要請されると自動的に割り当てられ、キルチェーンが完結するというコン
セプトは、一つの問いを投げかける。その完結の瞬間に、人間はどこまで介入できるのだろうか。
サイクルの速度が人間の反応限界を超えた瞬間に、制御の一部を機械に譲り渡す以外に道はなくな
る。人民解放軍は、速度を得る代償として意思決定権の一部をアルゴリズムに徐々に委ねるという
この取引について、まだ明確な言葉で説明していない。瞬時の打撃という明るい表舞台に付きまと
う影は、まさにこの場所にかかっている。

実戦経験の空白

2016年の単年だけで、約40万人の兵力が高原地帯やゴビ砂漠へと移動した。実弾が飛び交い、演
習の規模は巨大だった。陸軍がこれほど多くの部隊を投入した背景には、実戦を一度も経験してい
ないという焦燥感があった。「習近平時代における中国の軍事イノベーションに関する研究」は、
改革開放以来、中国が長い平和の時期を過ごしてきたことを指摘している。情報化であれインテリ
ジェント化であれ、重要なのは、中国がそれらの土台の上で現代戦を実際に戦った経験がないとい
う点である。中国指導部はこの空白を脅威と捉えていた。彼らの言葉遣いは短く、重い。戦争に勝
てなければ、すべてはゼロになる。だからこそ「実戦へのフォーカス」（聚焦実戦）が軍事改革の
最優先指令として掲げられたのである。ゴビ砂漠での実弾演習は、その指令を物理的に具現化した
ものだった。

この空白は、訓練場の外でさらに深まる。データはインテリジェント化された戦争の心臓部であ
る。AIモデルは、戦場で実際に起きた出来事を吸収して成長する。しかし、その供給源が存在しな
いのだ。人民解放軍の「人工知能に関する展望」は、リアルなデータの不足と統合の不十分さを、
中国軍がキルチェーンにAIを組み込もうとする際に直面する壁として特定している。水中ではセン
サーが限界に突き当たり、その手前で環境データセット自体が不足している。空中領域も同様であ
る。複雑な空中戦の訓練に必要なリアルデータは決定的に不足している。結局、中国の軍事研究者
たちは、その不足を埋めるためにウォーゲームを行ったり、合成データを生成したりしている。そ
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れは一時しのぎの対策にすぎない。仮想的に埋められたデータでは、実戦の変数を完全に捉えるこ
とはできないからだ。

したがって、この空白は兵器の問題であると同時に、解釈の問題にもなる。実戦の記録を持たな
い軍隊を外部から評価するとき、特定の表現が危険をはらむことになる。

第一は、学術論文に掲載された成果を実際の作戦運用にそのまま置き換える表現である。先に引
用したランド研究所の報告書は、学術的な議論と実際の作戦との間に乖離が存在する可能性を指摘
している。学術誌に掲載された研究結果は、人民解放軍の実際の作戦行動を代表しているとは限ら
ない。論文の方向性だけを追って能力を描き出すと、分析の視点は片方に傾いてしまう。フィール
ドテスト、訓練演習、そして実際の配備を個別に追跡し、学術的なコンセプトが戦場での能力に移
行したかどうかを検証するまでは、断定的な表現を下すのは時期尚早である。

調達公示を確定的な数字として立てる表現もまた、警戒を要する。「中国の軍事AIウィッシュリ
スト」は、2023年1月から2024年12月までに人民解放軍が発出した9,000件以上のAI関連調達公示を
分析した。その数は膨大である。しかし、これらの公示は実験や試作に近く、調達期間が3〜6ヶ月
と短く、予算も小規模であるという特徴を持つ。報告書によると、これらの公示には機密文書は含
まれておらず、主要な兵器システムに関する要求も見られなかったという。また、詳細の欠如や複
数の技術の絡み合いにより、技術や任務ごとに公示数を定量化することは困難であり、誤解を招く
可能性があるとも指摘している。中国軍が特定の数のAI搭載打撃技術を採用したという計算は、そ
れゆえに不確実なものである。

中国軍自体も、AIが完璧であると仮定する表現を警戒している。研究者たちは、リアルなデータ
がない状態でのAIの誤作動リスクを真剣に記録している。AIのアルゴリズムによって、指揮官が提示
された情報に過度に依存し、他の情報源や説明を無視してしまう「情報コヌーン」を懸念している
。AIのハルシネーションも警戒の対象である。AIが人間には考えられないようなエラーを起こしたと
き、指揮官はそれを過小評価したり、完全に見落としたりする可能性がある。実戦の変数を一度も
くぐり抜けたことのないシステムに対して、完璧な制御や継ぎ目のない打撃といった修飾語を付す
ことは、彼ら自身の警告と矛盾する。

最後は、プロパガンダや誇張をそのまま軍事的優位性として記述する表現である。エルサ・カニ
アをはじめとする専門家は、一般メディアの報道が誇張へと流れがちであると指摘している。見出
しを飾る主張の多くは、限られたオープンソースの証拠に基づくプロパガンダである可能性がある
。技術的な成熟度は、物理と科学の法則によって測定されなければならない。台湾や南シナ海にお
ける高強度かつ同時多発的な危機の際、中国軍の指揮統制システムがどれほど持ちこたえられるか
は、実戦で証明されたことが一度もない。中国がすでに軍事技術のあらゆる領域で西側を追い抜い
たという極端な主張は、それゆえに維持することが困難である。

空白は埋められるかもしれないし、残るかもしれない。確認されたのは、空白の存在と、それを
埋めることを目的とした訓練、調達、ウォーゲームの動きである。確認されていないのは、その動
きが戦場で維持されるかどうかだ。この章がドクトリンの変容を論じながらも、その記述の多くを
結末の開いたままにしているのはそのためである。情報化からインテリジェント化への移行宣言は
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明確である。しかし、その宣言が実戦における能力へと変わる地点は、いまだ空白のままだ。

それらの結末の開いた記述をどう読み解くかが、この章が残した最後の課題である。成熟度を測
る者は、宣言ではなく証拠を見る。学術誌に掲載されたコンセプトが戦場の能力に移行したかを検
証するには、フィールドテスト、訓練演習、そして実際の配備をそれぞれ個別に追跡しなければな
らない。これら三つの軌跡が一つの方向に向かって収束したときに初めて、論文の記述は能力の記
述となる。その検証が完了するまでは、コンセプトが存在することと、配備が完了していることは
、同じ言明として扱うことは難しい。

その物差しも明確である。エルサ・カニアが指摘するように、技術の成熟度は見出しではなく、
物理と科学の法則によって測定されなければならない。一回限りのデモンストレーションの場面は
、優位性と同義ではない。限られたオープンソースの証拠に依拠する主張にはプロパガンダの熱が
帯びやすく、その熱を取り除いて初めて実際の能力の輪郭が現れる。台湾や南シナ海での高強度か
つ同時多発的な危機の際、中国軍の指揮統制システムがどれほど持ちこたえるかという問いには、
この物差しをもってしても答えは出ない。レジリエンスとは、設計図の上ではなく、圧力の下で証
明される性質だからである。

同じ理由で、ウォーゲームや合成データは、空白を覆い隠すカーテンになり得る。不足を補うた
めのこれらの手段は、実戦の変数を模倣することはできても、それをありのままに再現することは
できない。AIをキルチェーンに挿入する試みが直面した壁は、単にリアルなデータが不足している
ことだけでなく、それらのデータの統合が不十分であることだったという点も思い起こす価値があ
る。データが存在していても、それがシステム内で接続されていなければ、モデルは戦場の流れに
追従できない。水中や空中領域で確認された欠陥は、その統合の難しさを予兆する事例であった。

したがって、この章を読むということは、二つの記述を同時に抱えることを意味する。一つは、
情報化からインテリジェント化への移行を告げる中国軍の宣言が明確であるという記述。もう一つ
は、その宣言が現実世界の能力として固まったことを確認する証拠が、まだ蓄積されていないとい
う記述である。この二つの記述を並べて配置するとき、過小評価の罠と過大評価の罠の双方を回避
することができる。それゆえ、中国軍を描く筆跡は、判定というよりも追跡に似るべきである。空
白が埋められたか、それとも残されているかは、その追跡が蓄積された後に初めて語ることができ
る。

空白に直面した読者は、同時に二つの誘惑に耐えなければならない。一つは、宣言の重みに押さ
れて、能力を前倒しで読み取ろうとする誘惑である。もう一つは、実戦の記録がないことを理由に
、その動き全体を単なるはったりとして片付けようとする誘惑だ。二つの誘惑は正反対の方向を指
し示しているが、その根源は同じである。確認されていないことを確認されたこととして扱う焦燥
感だ。約40万人の兵力がゴビ砂漠に入った事実は確実であり、9,000件以上の調達公示が蓄積された
事実も確実である。確実なのは動きであり、結果ではない。両者の間の距離を縮めようとする焦り
こそが、記述を滑らせる原因なのである。

したがって、この章が推奨する姿勢は、記述の時制を守るという規律に近い。コンセプトが論文
に掲載されたことは、完了形ではなく現在進行形である。調達公示が出されたことは実験であり、
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配備ではない。3〜6ヶ月という短い期間、小さな予算、その中での機密文書や主要兵器システムへ
の要求の欠如。これらの事実は、それらの公示の性格を実験や試作に繋ぎ止める。ウォーゲームが
実行されたことはシミュレーションであり、戦場ではない。進行形が完了形に置き換えられた瞬間
、情報化からインテリジェント化への移行というナラティブは現実を追い越して疾走する。時制を
守る読者は、AIをキルチェーンに組み込む試みが、不足するリアルデータと不十分な統合という壁
の前に立っていることを記憶し、それと同時に、その壁がいまだ崩れ落ちていないという事実を記
憶するのである。

緊張感を保つことは、懐疑主義とは異なる。中国軍が実戦経験の不足（ギャップ）を脅威と捉え
、その解消に向けて兵力や予算、研究を投入する動き自体、それだけで十分に重みがある。重いの
はその「意図」であり、空虚なのはその「証明」だ。意図の重さを認めつつ、証明の空虚さを併記
するとき、分析の言説はプロパガンダにも一蹴にも傾かない。情報コクーンやAIのハルシネーショ
ン（幻覚）を自ら警戒する研究者たちの言葉が我々に示す教訓も、まさに同じ場所にある。彼らが
自らのシステムにおけるエラーの可能性を自ら記録している以上、外部からそのシステムを描き出
す筆先が、性急に「無謬の完璧さ」を塗り重ねるべきではない。

数値こそが、そうした焦燥が最も頻繁に現れる場所である。個々の公告は詳細さを欠き、複数の
技術が絡み合っているため、技術別あるいは任務別に集計すること自体が困難であり、誤解を招き
やすいと報告書は記している。したがって、膨大な数値をそのまま能力の規模へと直結させる換算
は危険である。ギャップをギャップと呼ぶ実直さこそが、本章が最後まで堅持した唯一の方法であ
る。それが埋まったか未だ残されているかを語る前に、まずはまだ数えられていないものを数える
姿勢こそが必要なのだ。
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AIの指揮決断、キルチェーン、そして自律型スウォーム

AI指揮意思決定

2016年春、軍事科学研究院と国防科技大学の戦略家たちは、アルファゴと李世ドル（イ・セドル
）の囲碁対局を見守っていた。『中国の未来への軍事的賭け（China's Military Bet on the Future）
』は、この場面を、中国軍首脳部が人工知能を指揮の問題として捉え始めた転換点として記録して
いる。もし機械が自ら世界最高のプロ棋士を超える手を打てるのであれば、戦場の霧の中でも指揮
官の判断を助けることができるはずだ。碁盤の上の戦いは、指揮所のスクリーンへと移行した。こ
の頃、人民解放軍は「智能化」（intelligentization）という言葉をドクトリンの中心に据え、機械
化や情報化の先を見据え始めた。智能化とは、単一の技術の名称ではない。指揮、偵察、打撃、評
価という一連のプロセスを根本から書き直すという宣言に近いものである。

人民解放軍がAI指揮意思決定において最初に注目したのが、意思決定支援システム（AI-DSS）だ
った。これは指揮官に代わって引き金を引くものではなく、指揮官の頭の中を拡張する外部脳に近
い。人民解放軍がこのシステムを急ぐ理由は、内部で指摘されている「五つの不能（Five Incapable
s）」にある。指揮官が戦況を自主的に判断できない、上級司令部の意図を正確に理解できない、予
期せぬ事態に対応できない、自ら意思決定を下せない、不測の危機に対処できない、というものだ
。これは自己診断である。実戦経験の乏しい軍隊が、自らの弱点を五つの項目に絞り込んで定義し
たという事実自体が重みを持っている。AI-DSSは、この五つの空白を機械の計算によって埋める計
画なのである。

この計画が単なる文書上のスローガンにとどまっていない証拠は、調達公告に現れている。ジョ
ージタウン大学CSETの『中国の軍事AIウィッシュリスト（China's Military AI Wish List）』は、人
民解放軍が2023年1月から2024年12月までの間に発行した9,000件以上のAI関連調達公告を精査し、
その要求仕様を分類した。ただし、これらの公告が実際の配備や導入につながったのか、あるいは
システムが実用化されたのかを確認できる資料はない。調達公告は「欲しいもの」のリストであり
、「手元にあるもの」のリストではない。それでも、このリストは人民解放軍がAI-DSSに何を期待
しているかを鮮明に示している。

要求仕様は二つの階層に分かれている。戦略階層において、AI-DSSはディープウェブのクローリ
ングやビッグデータマイニングを通じてニュース、ソーシャルメディア、民間データを収集し、国
際的な緊張、社会不安、自然災害の兆候を事前に読み取ることを目指す。作戦階層では、陸、海、
空、宇宙、サイバーという複数ドメインにわたる資源を共同で配分・調整する役割を担う。断片の
ように散らばった情報を指揮官にそのまま提示するのではなく、領域横断的な情報融合を経て、高
解像度の戦場像を提示する設計である。人民解放軍のある解説は、これを「脳槽の脳（缸中之�）
」に例えている。身体は指揮所にありながら、感覚は地球全体のデータに届いている。マクロな指
揮を標榜した表現である。

意思決定支援が盤面を広く読むためのツールであるならば、打撃シークエンスの問題は、指揮意
思決定の速度を極限まで高める側面に深く関わっている。従来の戦闘は緩やかに進行し、人間がジ
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ョン・ボイドのOODA（観察・情勢判断・意思決定・行動）ループを１サイクルずつ回していた。人
民解放軍はこのループにAIを挿入し、時間を極限まで圧縮しようとしている。この取り組みの一環
として、『人民解放軍の人工知能観（The People's Liberation Army's Perspectives on Artificial Int
elligence）』で紹介されているのが、東部戦区防空旅団の高（Gao）と陳（Chen）が提案した「注
文・派遣モデル（��派�）」である。従来、指揮官は攻撃前に特定の砲兵や戦闘機を事前に割り
当てていた。このモデルでは、ターゲットリストがネットワーク上に注文のように提示され、指揮
システムが利用可能な兵器プラットフォームの位置と破壊力をリアルタイムで計算し、適切なプラ
ットフォームに任務を自律的に分配する。かつて人間が事前に固定していた組み合わせを、機械に
リアルタイムで組み立てさせる方向性である。ただし、これらの概念は論文や実証実験の言葉で記
述されているものであり、確認された作戦事例として提示されているわけではない。

速度を追求すればするほど、人間の位置づけは揺らぐ。南京陸軍指揮学院の陳航輝（Chen Hangg
ui）は、戦闘のリズムが人間の脳では追いつけない「シンギュラリティ（特異点）」に達したとき
、打撃や意思決定の権限の相当部分を機械に委ねざるを得なくなると予見する。しかし、同資料は
、最終的な戦略的意思決定は依然として中央軍事委員会（CMC）や上級指揮官の手にあることも指
摘している。機械がどれほど妥当な選択肢を提示しようとも、最後の判断は人間が下す。意思決定
支援は人間をループ内に留める側面であり、一瞬の交戦を目指す打撃シークエンスは人間をループ
外に追いやる側面である。人民解放軍自身の文献の中でも、この両者の間の緊張関係は解決されて
いない。

人民解放軍自体が、この絵が万能の解決策ではないと知っていることは注目に値する。資料が指
摘する最大の障害は、実戦データの不足である。1979年以来、大規模な戦争を経験していない軍隊
は、複雑な空中戦や水中環境について機械に教えるための実際の訓練データを得ることが難しく、
それがアルゴリズムの成熟を遅らせている。これは自認された自覚である。それに加えて、指揮官
のAIリテラシーの不足もある。機械がフィルターをかけた情報に指揮官が囚われ、他の脅威を見落
としてしまう「情報の繭（ココーン）」や、システムが実在しない情報を事実であるかのように捏
造し、作戦全体を崩壊させかねない「AIハルシネーション」への警告が、文献には並んで書かれて
いる。智能化された指揮意思決定は、人民解放軍にとって依然として目標であり、未解決の問題な
のである。

二つの軸を並べてみると、人民解放軍がAIに割り当てようとしている役割の分岐点が明確になる
。意思決定支援は、戦争計画とマクロな資源配分の側に位置する。世界規模のオープンソース・イ
ンテリジェンスから複数ドメインのデータまでを融合し、指揮官が上級戦略意図を読み解き、どの
作戦を実行すべきかを検討する広範な認知的ツールとして機能する。キルチェーンはこれとは正反
対の側に位置する。戦術戦場において、偵察センサーと打撃兵器を直接結びつけ、敵の防御を突破
するために何をどのように破壊するかを決定する、行動指向のシークエンスを形成する。第一の軸
が盤面全体を読む「目」であるならば、第二の軸は引き金を引く「手」に近い。これらは智能化と
いう同じ名の下にあるが、目指す場所は異なっている。
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「手」の側において、人民解放軍がAIを導入しているのは、探知から打撃に至るチェーン全体で
ある。資料が紹介する研究は、AIが敵のレーダー妨害を識別し、飛行パターンから目標のタイプを
分類する探知・分類から、ディープラーニングで軍艦を追尾し、複数のドローンで移動目標を同時
に追尾し、終末誘導やミサイルの軌道を計算する追尾・打撃、さらには不要な火力消費を防ぐため
に囮のドローンと実際の攻撃ドローンを判別する意図予測にまで及んでいる。前述の注文・派遣モ
デルは、このチェーンのノードを繋ぎ合わせ、キルチェーンを自律的に完結させる指揮システムを
目指す設計だった。断片を集めて戦場像を作るということと、その戦場像の上で目標と兵器を直接
結びつけるということは、全く別のことである。両者は最初から異なる目的を持っているのだ。

また、二つの軸は自律性のレベルでも異なっている。意思決定支援は、人間の判断を前提とした
アシスタントとしての性格を完全には捨てない。どれほど正確に代替案を提示しようとも、最終的
な選択は人間の役割として残る。これに対し、キルチェーンは速度が命であるため、人間をループ
外に追いやる方向に傾く。多数のドローンがスウォーム（群れ）を形成し、自律的に敵を包囲して
飽和攻撃を仕掛けるマルチエージェント協調は、この自律性が目指す一つの形態である。盤面を読
む目は人間を内部に留めようとし、引き金を握る手は人間を外部へ送り出そうとする。この二つの
方向性が一つのドクトリンの中で噛み合っている。人民解放軍の文献において、これら二つの顔は
同一の智能化の表と裏であるが、人間をどこに配置すべきかという問いにおいて、いまだ一つに融
合できずに並立している。

これら二つの顔を包み込む大きな枠組みが、習近平主席が設定したタイムテーブルである。人民
解放軍は21世紀半ばまでに米国と同等以上の世界一流の軍隊を建設するという目標を掲げており、
智能化された指揮意思決定はその目標を達成するためのレバーと位置づけられている。前段階であ
る機械化と情報化が、物資の移動と通信の接続の問題であったとすれば、智能化は重心を指揮統制
（C2）、すなわち「誰が、何を、いつ決定するか」に移すものである。アルファゴのあの一局が指
揮所のスクリーンに移って以来、人民解放軍が抱き続けてきた問いは、機械がどれほど速いかでは
なく、その高速計算を前にして「誰が意思決定の主体であるべきか」である。これが、智能化が技
術の名前ではなく、指揮の秩序を書き直す宣言として読める理由である。

資料を貫く慎重さも見逃してはならない。9,000件を超える膨大な調達公告、論文に描かれた注文
・派遣モデルの青写真、シンギュラリティ後に意思決定権限を機械に委ねるという陳航輝の予測、
これらはいずれも願望と志向の言葉で語られており、組織や配備として固まった確定の言葉として
捉えることは難しい。人民解放軍自体が戦闘データの不足を指摘しており、同じ文献が指揮官の理
解不足、情報の繭、ハルシネーションのリスクを記録していることを考慮すると、智能化された指
揮意思決定は、完成された兵器システムというよりも、未だ実験室のベンチの上にある概念に近い
。手元にあるものと、手を伸ばしているものの間の距離を、これらの資料は消し去ることなく残し
ている。

それでも、この概念が目指す方向性に揺らぎはない。人民解放軍は意思決定の速度と正確性を同
時に高める方法を模索しており、その模索がどこで行き着くのかについて、三つの文献グループは
答えていない。智能化という名の下で、何を機械に委ね、何を人間に残すのか。資料は一様に、こ
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の問いが指揮意思決定のまさに中心にあると述べている。盤面を広く読むためのツールであれ、一
瞬の打撃を目指すシークエンスであれ、最終的に立ち戻る場所は、「人間の役割をどこに設定する
か」という未解決の問いなのである。

無人システムとスウォーム

2026年1月、中国中央テレビのニュース番組に見慣れない光景が映し出された。一人の兵士が200
機のドローンを同時に指揮していたのだ。これは、国防科技大学（NUDT）の研究者たちが、実際の
物理的なプラットフォーム上でスウォーム制御アルゴリズムを稼働させたデモンストレーションだ
った。ドローン群は複数の目標に分散し、隊列を崩すことなく偵察を行った。操縦席は一つ、空に
は200機の機体。人民解放軍は、未来の戦争の結末は人工知能と無人システムの融合にかかっている
と考えている。中国軍は、人工知能が指揮、偵察、打撃、評価のシーケンスを書き直すこの潮流を
「智能化」と呼ぶ。一人の人間の手の届く範囲がここまで広がるとき、戦場の数理は変化する。そ
の大まかなスケッチが、この一つの場面に収められていた。

このスケッチは、一二機の偵察ドローンにとどまらない。人民解放軍は、無人航空機（UAV）に
加えて、無人地上車両（UGV）、無人水上艇（USV）、無人潜水艇（UUV）を、陸、海、空の全ド
メインにわたってテストしている。陸軍は、地上の無人システム技術をテストする競技会を2014年
、2016年、2018年の3回にわたり開催した。「跨越険阻（Obstacle Breaching）」と呼ばれるこの
大会には、学界、産業界、軍の研究機関から136チームが集まり、実戦に近い地形環境においてロボ
ットの運転や状況判断を競い合った。この競技会は、技術を向上させる場であると同時に、どのチ
ームが実用可能なものを持っているかを選別する場でもあった。ジョージタウンCSETの調達文書に
は、基地の警備や監視のためにロボット犬を購入する要求が含まれている。監視や警備といった負
荷の高い任務を、人間の代わりに機械に委ねようという意図だ。地上戦の無人化は、スローガンか
ら買い物リストへと移行しつつある。

同様の実験は海上でも続いている。2018年、中国は南アフリカの防衛展示会で小型の無人水上戦
闘艇「JARI」を公開した。小型艇でありながら、武装されていた。同年、珠海航空ショーにおいて
、民間企業の雲洲智能（Yunzhou Tech）は「瞭望者II（Lookout II）」を出展した。これは、5キロ
メートル先の目標を打撃できる4発の精密ミサイルを搭載した無人艇だった。無人艇が偵察の先にあ
る打撃を見据えているというシグナルだった。水中では、水中滑走体（グライダー）「海翼（Haiyi
）」が対潜戦（ASW）に備えて海洋データを収集している。瀋陽自動化研究所が開発した極地用ロ
ーバーは、ロボットの生存性をテストするために南極と北極の極寒の環境に投入された。無人シス
テムを極限環境に送り込み、どこまで耐えられるかを測定する手法である。民間企業のボートが軍
事展示会に登場し、研究機関のロボットが極地を巡る様子は、無人システムにおける「軍民融合（M
CF）」の仕組みを示している。

空においては、後方支援と戦闘が枝分かれしている。2017年、空軍後勤部は民間物流企業の京東
（JD.com）および順豊速運（SF Express）と提携した。翌年1月、彼らのドローンは野戦部隊への
物資補給の最初の試験実施に成功した。民間の配送技術が軍の補給ネットワークに組み込まれたの
である。京東の大型物流ドローン「JDY-800」は、840キログラムの貨物を搭載し、1,000キロメー
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トル飛行できる。この重量と距離は、人間が到達しにくい高地や前哨基地への資材輸送に適してい
る。戦闘側の変化はさらに劇的である。2025年に公開された映像では、ステルス有人戦闘機「J-20
」がステルス無人攻撃機「GJ-11」とペアを組んで飛行する、有人・無人チーミング（MUM-T）の
テストが映し出されていた。有人機が無人機を率い、任務を分担する。パイロットの判断と機械の
リスク許容が、一つの飛行編隊の中で切り分けられている。空中戦の構造が変化する可能性を示す
プレビューだった。

人民解放軍が個々の機体の性能以上に重きを置いているのが、それらを一つに束ねるスウォーム
（群れ）である。スウォームはマルチエージェント協調とも呼ばれる。人民解放軍の人工知能に対
する認識を調査したランド研究所のレポートによると、スウォームとは、多数の無人システムがAI
エージェントを介してリアルタイムで情報を共有し、状況に応じて自律的に協調し、防御網を突破
する概念である。河南省軍区の曾海慶（Zeng Haiqing）少将は、その価値を簡潔に表現した。低コ
ストの無人車両、ドローン、無人潜水艇が、スウォーム自律意思決定システムに支えられ、任務を
分担し、精密に協調し、隠密に浸透し、敵に対してスウォーム飽和攻撃を加える。安価なプラット
フォームを蜂の群れのように一斉に投入し、敵のセンサーと迎撃能力を麻痺させるというイメージ
である。防御側はすべての機体を阻止しなければならないが、攻撃側は数機が生き残るだけで目的
を達成できる。この非対称性が概念に組み込まれている。安価であることは失っても痛くないこと
を意味し、多数であることは数において防御網を圧倒できることを意味する。国防科技大学の研究
者たちは、未来の戦争において無人システムの数が有人戦闘システムの数と同等になる均衡点が訪
れると予測した。また、知能が高まるにつれて、無人スウォームが戦争の主役に躍り出るという見
解も示している。

この概念を具現化するための競技会も開催されている。2018年、空軍は無人機スウォームインテ
リジェンスの競技会である「無人争鋒」を主催した。50チーム、448名が参加し、自律的な協調偵察
、捜索、襲撃、対抗手段の能力を競い合った。空軍工程大学と哈爾濱工程大学が最優秀賞を獲得し
ている。具体的な成果を示す数字も現れ始めた。2018年、雲洲智能科技（Yunzhou
Tech）は56隻の無人艇が海上で協調行動をとる「サメの群れ（shark swarm）」の試験を実施した
。空では、中国電子科技集団（CETC）などが固定翼無人航空機（UAV）200機の同時ローンチに成
功し、世界記録を樹立した。前述した2026年1月のドローン200機の制御は、この軌跡の延長線上に
ある最新の光景である。その数字は年々拡大しており、1人の人間が扱う機体数も増え続けている。
ただし、これらの数字は競技会、試験、デモンストレーションにおけるものであることに注意しな
ければならない。これらが実際にどれだけ部隊として編成され、実際の戦場でどのように機能する
のかについて、これらの資料は沈黙している。

戦場でスウォームを維持するためには、目に見えない土台が支えなければならない。何百機もの
ドローンを衝突させず、陣形を維持し、急速に変化する状況に反応させるのはアルゴリズムの役割
である。ランド研究所の資料によると、中国の研究者たちは、階層型強化学習に基づく複数UAVの
スウォーム経路計画、イベント駆動型の陣形制御、協調包囲技術の研究に注力してきた。スウォー
ムの真の競争力は、リアルタイムでデータを交換し処理する能力にある。国防科技大学（NUDT）の
周小利は、インテリジェント化された戦場情報ネットワークは、無人インテリジェント戦闘システ
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ムの根幹であると同時に、キルチェーンを構築するための基礎となると指摘した。無人システムが
偵察による目標発見から打撃の実行、そして結果の評価というループに至るまで、チェーンのあら
ゆるリンクに入り込む構図である。この要求は調達文書にも直接反映されている。ジョージタウン
大学安全保障・新興技術センター（CSET）が分析した資料によると、人民解放軍（PLA）は2023年
から2024年の間に9,000件以上のAI関連調達公告を出した。その中でも、無人自律システムを統合・
制御・協調させる指揮統制システムへの要求が際立っている。ある公告では、320キロメートル離れ
た場所から80以上の航空アセットを同時に制御する能力が明確に求められていた。単一のシステム
で80のアセットを管理することは、あらかじめスウォームを指揮する「脳」を構築することを意味
する。また、ドローンのカメラ、熱画像、商業衛星の光学センサーを統合システムに融合し、敵の
ドローンスウォームなどの多数の移動目標を共同で追跡するマルチモード融合能力もリストに含ま
れていた。スウォームを展開しようとする側が、同時に相手のスウォームを検知するための「目」
も購入している点は注目に値する。

この構図を前にして、2つの事柄を区別しなければならない。調達公告は購買意欲の表明であり、
実戦配備の証拠とみなすのは困難である。9,000件という数字のうち、実際にどれだけが運用能力に
変換され、その成功率がどれほどなのかは、これらの資料からは見えてこない。競技会での勝利や
テレビ放映されたデモンストレーションは能力の上限を示すが、その上限がそのまま戦場の標準仕
様であるとは限らない。国防科技大学の掲示板、防衛展示会、CCTVのニュース報道を通じて確認で
きるのは、その方向性と速度である。人民解放軍は、無人システムをスウォームとして統合し、キ
ルチェーンの主要な軸として確立するという明確に示された道を歩んでいる。その道をどれだけ進
んだのかは、公開資料が許す範囲でしか語ることはできない。

スウォームをローンチし指揮する力が戦場で価値を持つためには、これらの要素を一本の糸でつ
なぐ場所が必要である。キルチェーンがその場所を占める。周小利が描いたインテリジェント戦場
情報ネットワークは神経系として機能し、個々の無人システムを偵察、打撃、評価の各リンクに組
み込む。基地を守り周囲を偵察するロボット犬、海底からデータを収集する「海翼（Haiyi）」グラ
イダー、5キロメートル先の標的を狙う「ウオッチアウトII（Lookout II）」、リスクを分散するた
めに攻撃用無人機「攻撃11（GJ-11）」を随伴させる戦闘機「殲20（J-20）」。これらは個別の兵
器の物語ではなく、単一のチェーンを構成する異なるリンクである。個々の機体がどれほど優れて
いようとも、それらのリンクがつながらなければ、標的を見つけた目と引き金を引く手は孤立して
機能することになる。人民解放軍が無人システムにおいて、個々の性能よりも接続性を重視する理
由がここにある。

ひとたび接続されたチェーンは、偵察から打撃までの時間を短縮する方向へと収縮していく。人
間が偵察報告を受け取り、地図を広げ、命令を下すというギャップは、リアルタイムで情報を共有
する無人システムによって埋められる。標的を発見したドローンの目と、引き金を握る無人艇の間
に介在する人間の手が少なくなればなるほど、発見、打撃、再評価という一連のサイクルは高速で
回転する。無人システムをキルチェーンの一つの軸として構築する理由は、スウォームの機体数だ
けでなく、このチェーンを人間の速度ではなく機械の速度で回すという動機にある。
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リンクとリンクをつなぐ配線は、調達リストに直接現れている。CSETが特定したC5ISRT指揮統制
システムは、分散した無人アセットを単一の頭脳の下に統合し、共同で制御するという要求を示し
ている。200マイル以上離れた場所から80以上の航空アセットを同時に管理することを求める公告は
、あらかじめスウォーム用の指揮所を構築することを意味する。カメラ、熱影像装置、商業衛星の
光学センサーを融合させて移動目標を共同追跡するマルチモード融合は、敵のスウォームを検知す
る目も同時に獲得することを意味する。2023年から2024年の間に溢れ出た9,000件以上の公告は、
スウォームをローンチする能力と、それらのスウォームを単一のチェーンに編み込む能力を同時に
購入しようとする意図の表れと読める。無人システムやスウォームは、この配線を流れる信号とな
って初めて戦闘力となる。

この配線を実際に敷設している手を、軍だけに帰属させるのは難しい。物流ドローンは京東（JD.
com）や順豊エクスプレス（SF Express）の配達技術から生まれた。海を渡る無人艇は雲洲智能科
技の商用船技術から派生した。極地を循環する無人探査車は瀋陽自動化研究所の研究から生まれた
。民間の物流ネットワークや研究室の実験が軍のキルチェーンへと流れ込む導管となっているのが
「軍民融合」である。安価なプラットフォームを迅速かつ大量に生産する力は、単一の兵器工場か
らではなく、この導管全体から生み出される。数による力で防御を突破するスウォーム戦術の構図
は、その数を維持できる生産と供給が背後にあって初めて成立する。

一人の兵士が200機のドローンを指揮するという光景が残した問いは、次の段階へと引き継がれる
。人間の手が届く範囲は広がっているが、それが広がれば広がるほど、陣形の決定、目標の割り当
て、侵入経路の選択に関わる判断はアルゴリズムへと移行する。スウォームの経路計画、イベント
駆動型の陣形制御、階層型強化学習に基づく協調包囲が計算を引き受けた瞬間、指揮を執る人間は
方向性を設定し、機械はその境界内で自律的に協調する。人間がすべてのリンクに介入して検証し
ていたキルチェーンは、人間が境界線だけを引き、機械がその内部を埋めるキルチェーンへと傾斜
していく。その傾斜がどこまで進んでいるかは、競技会や展示会、ニュース報道が照らし出す上限
までしか読み取ることはできない。判断が人間の手をどこまで離れるのかという問いは、自律と制
御の境界を扱う次のセクションへと委ねられる。

人間がループから外れる瞬間

2025年6月18日、解放軍報の紙面に短い比喩が掲載された。執筆者は歩奇庚である。彼は、どん
なに優れたバイオリンであっても、本当に重要なのは演奏者の腕前であると書いた。原文は「无�
小提琴多好，关��要看琴手」である。この比喩は、楽器を兵器システムに、演奏者を人間の指揮
官になぞらえたものである。この比喩が軍の公式機関紙に登場したこと自体がシグナルであった。
それは、人間をどの程度ループ内に留めるべきかを巡り、人民解放軍の内部で議論が行われている
ことを示していた。

議論の軸となっているのはキルチェーンである。観察（Observe）、情勢判断（Orient）、意思決
定（Decide）、実行（Act）のシーケンスはOODAループと呼ばれる。伝統的な戦争において、人間
はこのサイクルの内側にいた。標的を見るのも人間であり、引き金を引く決断を下すのも人間であ
った。UAVスウォームと人工知能の登場により、人間の位置は外側へと押し出されつつある。まず
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、人間はループの内側（in the loop）から退き、ループの上からシステムを監視する（on the
loop）立場になる。次の段階がループの外側（out of the loop）である。これは機械が完全な制御
権を持ち、人間が排除される段階である。この段階こそが、人間がループから外れる瞬間である。

むしろループから外れた方が良いとする意見もある。陸軍指揮学院の研究者である陳航輝がその
代表例である。『中国の未来への軍事的賭け』は彼の主張を以下のように要約している。AIと人機
融合技術が進歩するにつれ、戦闘のテンポは人間の脳が処理できる限界を超えて加速する。速度が
上がり続ければ、戦場の変化に人間がついていけなくなる地点に達する。彼が「奇点（シンギュラ
リティ）」と呼んだ瞬間である。この瞬間が訪れたとき、意思決定権の大部分を高度なインテリジ
ェント機械に委ねる必要があると彼は言う。委ねるかもしれないというニュアンスではなく、委ね
るほかに選択肢がないという表現である。人民解放軍が人間を完全にループから排除するという決
定的な証拠はまだない。しかし、作戦のテンポが人間の生理的限界を超えるという予測は、軍のド
クトリンを前進させる原動力として機能している。

軍の内部からは反対の声も上がっている。それらは2つの方向性に大別される。

第一の方向性は、機械がまだその任務に達していないという点である。『人民解放軍の人工知能
に対する視点』は、OODAループのすべての段階が等しくAIに適しているわけではないと指摘する。
機械学習は、標的を発見し分類する「観察」の段階で威力を発揮する。問題はその先にある。戦術
的な意思決定を下し行動を実行する段階では、複雑な戦場全体を網羅的に理解する信頼性の高い世
界モデルが必要となる。今日の最先端のAIであっても、そのような世界モデルは持ち合わせていな
い。したがって、完全な戦術的自律性を支えることはできない。キルチェーンの意思決定段階を自
動化するには、今日の能力を凌駕する非連続的な変化が先になければならないという反論である。
人間がループから外れる瞬間は、技術的な飛躍があることを前提にして初めて成り立つ。

第二の方向性は、責任の所在という問題である。AIがいかに有能であっても、戦術的決定に対す
る法的および道徳的責任を負うことはできない。南京陸軍指揮学院の劉魁は、インテリジェント化
された作戦の成否は、最終的にはAIの使い手の質に依存すると指摘する。モデル自身が自らの行動
に責任を持つことはできないため、人間が正しい問いを立て、機械の限界を理解し、責任追究のメ
カニズムを構築しなければならない。ここに、歩奇庚のバイオリンの比喩が位置づけられる。優れ
た楽器が優れた演奏を保証しないのと同様に、優れた兵器システムが健全な判断を保証するわけで
はない。これは、人間を排除する瞬間が兵器に対する制御を失う瞬間になり得るという、軍内部の
警戒感を示す文章であった。

この警戒感の背景には具体的な根拠がある。中国の軍事研究者たちは、権限を委譲した際に生じ
る不具合の具体的なパターンをすでに指摘している。

第一に「情報コクーン（情報の繭）」である。中国の軍事学者である袁と趙は、敵の妨害がなく
てもAIシステム自体が誤作動を起こす可能性があると警告した。この現象は、アルゴリズムが特定
のパターンに一致する情報だけを指揮官に提供し続けることで発生する。その結果、指揮官はAIが
提示した以外の情報源や代替の説明を一切見ることができなくなる。人間の相互検証が失われ、シ
ステムがAIの偏った推奨にのみ依存するようになれば、そのパターンから外れた決定的な脅威を見
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過ごすことになる。

次に「AIハルシネーション（幻覚）」である。戦場のデータが不足している場合、機械は存在し
ない標的や誤った状況を事実であるかのように報告する。学術界の多くの中国軍事研究者がこの問
題を深く恐れていることが資料から伝わってくる。問題をさらに厄介にしているのは、エラーの性
質が異なる点である。AIが発生させるエラーは、しばしば人間らしからぬエラーの形をとる。機械
は人間の常識からは考えられない方法で結論に至るため、訓練されていない人員はそのようなエラ
ーを過小評価したり、そもそも気づかなかったりするリスクが高い。

最後は「脆弱な技術的手段への過度な依存」である。戦争は霧に包まれている。既存のAIだけで
は、キルチェーンのあらゆる部分を加速させるには不十分であると資料は指摘している。意思決定
の承認と実行を、人間を排除した状態で脆弱な技術的手段に過度に委譲すれば、サイバー攻撃やデ
ータ改ざんを通じて敵につけ入る隙を与えることになる。それは自ら新しい戦術的脆弱性を作り出
すことに等しい。強くなるためにAIを導入した結果、以前には存在しなかった弱点を生み出してし
まうというパラドックスである。

議論がこれほど緊迫している中で、実際の購買行動はどちらの方向を向いているのだろうか。『
中国の軍事AIウィッシュリスト』は、調達公告からその手がかりを読み取っている。2023年から202
4年の間に、人民解放軍は9,000件以上のAI関連調達公告を出した。その中には、320キロメートル以
上離れた場所から80以上の航空アセットを同時に制御するという要求や、複数のセンサーを融合し
て敵のドローンスウォームを追跡するC5ISRTシステムを構築するという要求が含まれていた。これ
は、人間の直接的な介入割合を減らし、システムが自律的に複数のエージェントを協調させるとい
う、委譲のためのインフラが実際に敷設されている証拠である。

しかし、その細部は慎重に読み解かなければならない。これらの公告のほとんどは、3ヶ月から6
ヶ月程度の短期の実験やプロトタイプに関するものであった。主要な兵器システムのキルチェーン
全体にわたってAIに権限を完全に委任するような公告は見つからなかった。委任の範囲は広く拡大
しつつあるが、人間をループから完全に排除する段階の手前で、人民解放軍（PLA）は技術的および
教義（ドクトリン）的な理由から足踏みしている。実証実験や編成表は拡大しているものの、それ
らを直ちに戦時における委任と読み解くのは軽率だろう。

これが、これら3つの文書が裏付ける物語のおおよその境界である。それは、実名で登場する陳航
徽（Chen Hangui）、劉奎（Liu Kui）、歩奇恒（Bu Qigeng）らの発言、シンギュラリティ（技術
的特異点）、情報コクーン（情報の繭）、AIハルシネーション（幻覚）といった軍事用語、そして9,
000件に及ぶ調達データの概要にまで及ぶ。それ以上のことについて、資料は沈黙している。委任を
めぐる議論の背後にどのような派閥闘争があるのか、最高指導部が本心ではどう考えているのか、
どの将校がどのような隠された動機に基づいて意思決定を下したのか。そうしたことは、これらの
文書には一切記されていない。それらを捏造することは、人間が排除される瞬間に対して警告を発
しているまさにその文書を裏切る行為となる。したがって、私はここで筆を置く。少なくとも、一
つのことは明らかである。人間を排除すべきかという問いについて、人民解放軍（PLA）自身もいま
だ結論を出していない。結論が出ないまま、彼らは委任の範囲を広げ続けている。



78 - Kim Kyung-jin

では、人民解放軍（PLA）は現在、具体的にどのような立場にあるのだろうか。ループの内側でも
なく、外側でもない。ループの上（オン・ザ・ループ）、すなわちその中間の空間である。人間が
直接引き金を引くわけではないが、機械が展開した盤面を上空から見下ろし、承認するか停止させ
るかを判断する。調達公告が描く構図は、この立場と一致している。単一の人間が、200マイル離れ
た場所から80機以上の航空資産を個別に操縦することは不可能である。複数のセンサーを統合して
敵のドローン群を追跡するC5ISRTシステムを、人間の指先で一つひとつ入力を切り替えながら操作
するものと見なすのは困難である。システムが自律的に群れを制御することが許され、人間はその
流れを見下ろし、監視する立場へと引き上げられる。この立場において、人間の性質は変化する。
人間は、意思決定を行う主体から、意思決定が行われる様子を見守る監視者へと移行するのだ。

問題は、この監視者の席が見た目ほど安全ではないということだ。情報コクーンが監視者の目を
曇らせる。AIハルシネーションは、存在しない状況をあたかも現実であるかのように監視者の前に
突きつける。人間らしからぬエラーが、監視者には感知しがたい隙間（テクスチャ）から染み込ん
でくる。ループ上に座っているという事実だけで、制御権が保持されているとは限らない。機械が
送ってくる映像ばかりを見つめている人物は、形式的にはループ上にいても、実質的にはすでにル
ープの外側へと半ば押し出されている可能性がある。劉奎がユーザーの質を繰り返し強調した理由
は、まさにこの点に関わっている。監視する者が適切な問いを発することができず、機械の限界を
知らなければ、監視は名ばかりの形骸化した手続きになってしまう。承認ボタンを押す手はそのま
まであっても、その手が果たす役割は判断から追認（ラバースタンプ）へと変質する。

したがって、人間がループから脱落する瞬間は、ある日突然宣言されるような出来事ではないか
もしれない。誰かがシンギュラリティの到来を告げるというよりも、監視者がボタンを押す手が次
第に形骸化していくような形で、人間は静かに脱落していくのではないか。歩奇恒の比喩に戻ろう
。奏者が楽器の前に座っていたとしても、弓を引く手が楽器の動きに流されるままになっているな
ら、その音を奏者の音楽と呼ぶことはもはや難しい。人民解放軍（PLA）がいまだ答えていない真の
問いは、人間を排除すべきかではなく、そこに残された人間が真に判断を下しているかという点に
あるのかもしれない。委任の範囲が広がるにつれ、この問いの重みは増していく。
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新興技術競争：量子センシング、極超音速、宇宙

量子センシングを慎重に読み解く

画面の中の対話は静かに始まる。アメリカの安全保障研究機関が公開した動画の中で、中国の軍
事技術を長年追ってきたエルサ・カニア（Elsa Kania）がカメラの前に座っている。司会者が中国の
未来戦への賭けについて尋ねると、彼女はまず実績のリストを挙げるのではなく、慎重な言葉を選
んだ。中国の技術力を読み解く際に研究者が乗り越えなければならない壁は、派手な発表そのもの
ではなく、そこに染み込んでいる誇張である。彼女はこの習性を「膨張（inflation）への傾向」と
呼ぶ。中国軍や国営防衛企業が提示する成果の少なからぬ部分がヘッドラインを飾るが、その背景
にある実態は膨らまされた主張にとどまっているという。

彼女が挙げる例は、深海ケーブル切断装置である。メディアはこの装置をすぐ実戦配備できる完
成された能力として描いたが、実際のハードウェアは初期の試作品に近いものだった。このギャッ
プこそが、読み解き方の出発点となる。カニアは、記事のヘッドラインを超えてソースをたどり、
研究開発から実験、そして実戦化へと至るパターンの全体像を検証する必要性を強調する。単一の
発表に依存するのではなく、時間をかけた一貫したトレンドを確認せよという指示だ。彼女はさら
に、オープンソース資料は断片的ではなく全体として読まれるべきであり、その知見は国防総省の
中国軍事力年次報告書などの文書と絶えずクロスチェックされなければならないと付け加える。こ
の相互検証があって初めて、量子センシング能力の相対的な信憑性を測ることが可能になるのだと
彼女は主張する。

量子技術においてなぜこれほどの慎重さが必要なのかは、先例である量子レーダーの事例が示し
ている。数年前に中国が量子レーダーの画期的な進歩を報告したとき、カニアが意見を求めた科学
者のほとんどは納得しなかった。敵の激しい妨害電波が飛び交う競合環境で、その技術が実際に機
能するという主張を彼らは受け入れなかった。誇張され、限られたオープンソースの証拠が、科学
的な現実と衝突した典型的な場面であった。しかし、米中双方から報告されている最近の量子セン
シングの進展は、やや様相が異なる。誇張から実体をふるい分ける科学者たちの評価では、量子セ
ンシングに関する主張は、かつての量子レーダーに関する主張よりも実現可能性が高いと見られて
いる。どちらも「量子」の名を冠していたが、一方は淘汰され、もう一方は生き残ったのである。

カニアは自身の限界を認めつつ、その区別の基準を説明する。高度な専門知識を持たない社会科
学者として、提示された成果がプロパガンダなのか、それとも物理法則のもとで物理的に達成可能
なものなのかを自分一人で判断することはできないと彼女は告白する。だからこそ、科学者、技術
者、実務運用担当者とできる限り協力しなければならないのだという。量子センシングの慎重な読
み解きは、政策分析の言葉だけでは完結しない。物理学による検証というレンズを通さなければな
らない。この姿勢こそが、誇張と実体を分ける境界線である。

誇張を剥ぎ取ったときに見えてくる座標は、宇宙空間ではなく海底を指している。米中の海底競
争に関する映像資料の分析によると、台湾海峡と南シナ海が、中国が量子センシングネットワーク
を適用する明確な領域として特定されている。理由は、両海域の比較的浅い水深という物理的条件
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にある。中国は、敵の潜水艦や無人兵器を検知し、米国が長年保持してきた海底での優位性を無効
化することを目指し、これらの浅海域に投資を集中させていると報じられている。専門家は、この
投資は今日の戦力を誇示するためのパフォーマンスではなく、明日の作戦を事前に設計するプロセ
スであると警告する。そのネットワークのノードが実際にいくつ敷設され、どれほどの規模の予算
が投入されたのかは未確認のままである。運用の実態と隠された予算の規模は、オープンソース資
料の届かない領域にある。

この技術を育む組織的な揺り籠も、文書を通じて確認されている。ある証言によると、中国の最
高軍事学術機関である軍事科学院の下に国防科技創新研究院が設立され、最先端技術の研究を担っ
ている。その下に設置されたフロンティア異分野融合技術研究センターは、神経認知科学やフレキ
シブルエレクトロニクスと並び、量子技術を核心的優先事項として推進していると報じられている
。西側の観察者は、この機関を先端防衛研究における中国版の「DARPA」に例えることがあるが、
入手可能な記録には二つの組織を同一視する根拠はない。組織の存在と研究の優先順位は確認され
ているが、その成果の成熟度は未解決の課題である。

中国の量子センシング発表をより慎重に読み解かなければならない理由は、技術的な難しさだけ
に帰することはできない。それは、中国の国家安全保障意思決定システムに根ざした制度的欠陥で
ある「情報の歪み」と結びついている。ランド研究所（RAND Corporation）の報告書は、上位の意
思決定者に向けて不正確な情報が流れる問題を深く検証している。下級官僚や地方機関は、責任追
及を避け、あるいは昇進のために成果を誇張しようと、指導部の基本方針に合わせたバラ色の報告
書を提出する。その結果、トップ指導部は現場の真実から切り離された歪んだ全体像を受け取るこ
とになる。この構造は、防衛技術のエコシステムにそのまま移植されている。防衛企業の管理者や
軍事大学の研究者は、巨額の国家資金に支えられた量子センシングプロジェクトが失敗したときに
、正直に報告することを嫌がる。代わりに、初期の試作品の性能を、実際の物理的限界が許容する
よりもはるかに完成されたものとしてパッケージ化する強い動機を持っている。

そうであるならば、西側の観察者がオープンソースの論文や国営メディアで目にする「量子セン
シングの画期的進歩」の報告は、対外プロパガンダ用に再処理された内部のバラ色報告の産物であ
る可能性が十分に高い。カニアが説明した物理学に基づく相互検証がなければ、外部のアナリスト
は、下位の情報歪みのエコーチェンバーの中で生まれた幻想を、実際の戦闘能力と誤認する危険が
ある。したがって、慎重な読み解きは懐疑主義のテクニックではなく、手順のテクニックである。
それはソースをたどり、物理学を照会し、時間の経過に伴うトレンドを通じて確認する手順である
。量子センシングは、フィルタリングを生き残るのに十分な実体が見えている事例であるが、同時
に、確認された範囲と未確認の範囲を最後まで区別しなければならない事例でもある。だからこそ
本章では、量子センシングを称賛すべき独立した成果としてではなく、慎重な読み解きの対象とし
て扱うのである。

この姿勢を単一のニュース記事に適用すると、その手順の骨組みが明らかになる。国営メディア
が量子センシングにおける新しい画期的進歩を報じたとき、慎重な読み解きは、そのヘッドライン
が真か偽かを急いで判断しない。まず、その主張がどの研究機関のどの文書から出たものかを問い



81 - Kim Kyung-jin

、ソースをたどる。次に、その主張が物理法則のもとで原理的に可能な範囲に収まっているかどう
かを科学者に尋ねる。最後に、同じ方向性の成果がトレンドとして複数年にわたって繰り返されて
いるかを確認する。これら三つのゲートをすべて通過した主張だけが、相対的な信憑性を得る。ゲ
ートが一つでも空欄であれば、そのニュースは確定した事実としてではなく、判定保留の候補とし
て脇に置かれる。量子レーダーが淘汰され、量子センシングが生き残ったのは、まさにこれらのゲ
ートで両者の道が分かれたからである。

手順の向こう側には、いかなる手順でも埋めることのできないギャップが存在する。そのギャッ
プを推測で埋めるのではなく、ギャップとして記録することこそが、慎重な読み解きのもう半分の
作業である。台湾海峡と南シナ海に量子センシングネットワークのノードが実際にいくつ敷設され
、中央軍事委員会がどれほどの機密予算を投入したのかは、公的な記録には存在しない。国防科技
創新研究院の主任科学者たちが資金獲得を競い合う中でどの派閥に属しているのか、またどのよう
な焦燥感が指導部に開発を命じさせたのかも、記録は語らない。量子センシングに関する誇張され
た報告の習慣を、因果関係の連鎖を通じて過去の時代の集団心理と結びつけたくなる誘惑はあるが
、そのような関連性を示す証拠も同様に記録には欠けている。未確認の事柄を確認済みであるかの
ように書いた瞬間、慎重な読み解きは、自らが警戒しようとしていた誇張と同じ場所に立っている
ことに気づく。

国防科技創新研究院に対する西側の例え話も、このギャップのもう一つの事例である。この機関
はアメリカのDARPAと比較されることがあるが、入手可能な記録には両組織を同一視する根拠はな
い。組織が存在するという事実と、それが量子技術に置いている優先順位は文書を通じて確認され
ているが、その成果が試作段階を超えてどこまで成熟しているかは未解決の課題である。確認され
たものと未確認のものを分けるこの境界線がなければ、組織が存在するという単一の事実が、それ
が成熟した戦闘能力を表しているという結論へと静かに滑り落ちてしまう。

したがって、本章における量子センシングは二つの顔を持って立っている。それは物理学のゲー
トを通過するのに十分な実体が見えている事例であると同時に、その実体の規模や配備が公的な記
録を超えたところにあり、確認された範囲と未確認の範囲を最後まで区別することを要求する事例
でもある。下級官僚からのバラ色の報告が対外プロパガンダへと再処理されるエコーチェンバー内
部の幻想を、実際の戦力と見誤らないためには、ふるい落とせるものはふるい落としつつ、空のマ
ス目は空のままにしておかなければならない。その両手を使う動きこそが、慎重な読み解きが懐疑
主義ではなく手順の問題である理由である。

極超音速と宇宙

公聴会のスクリーンの上に、一枚の商用衛星写真が表示された。それは中国南部の文昌宇宙発射
場を示していた。画像には政府の発射区域だけが含まれていたわけではない。ロケットや衛星の研
究・組立を行う工業地帯が隣接しており、その横には、新しく拡張されつつある民間発射区域が見
えていた。モンゴル砂漠に近い酒泉宇宙発射場も、同じ物語を伝えていた。そこには民間企業の打
ち上げを専門に支援するための、専用の民間発射台が設置されていた。衛星画像は、文書では伝わ
ってこなかった拡張の規模を、はっきりと目の前に示していた。
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中国が宇宙をどのように捉えているかは、習近平国家主席の言葉に凝縮されている。彼は、宇宙
飛行の夢は強い軍隊という夢の重要な一部であると宣言した。また、宇宙の夢は中華民族の偉大な
復興という夢を実現するための構成要素であるとも述べた。このナラティブはレトリックにとどま
らない。宇宙や先端軍事技術に国家資源を優先的に配分する政策の推進力として機能している。宇
宙を軍事ドメインとして扱うという中国の意図は、かなり前に明らかになっていた。2007年の対衛
星兵器実験がその決定的な場面であった。中国はミサイルで自国の衛星の一つを破壊し、米国をは
じめとする数カ国が警戒を強めた。その軌跡の上で、現在は宇宙と大気圏の境界を越える兵器に人
工知能を搭載する実験が進められている。

極超音速滑空体は、まさにその境界に位置する兵器である。音速の5倍以上の速度で飛行しながら
軌道を変えるため、西側のミサイル防衛システムによる予測を困難にする。この速度には代償が伴
う。兵器が大気圏を通過する際、凄まじい摩擦熱とプラズマに包まれ、その瞬間、外部との通信は
遮断される。極限状態の中で自ら軌道を修正し、標的に到達しなければならない。中国の軍事学術
界は、この状況を人工知能で克服しようとしている。ローラ・サールマン（Laura Saalman）の研
究は、中国が極超音速滑空体へのニューラルネットワークの統合をいかに積極的に追求しているか
を分析している。人民解放軍の学術誌『兵工学報』（Acta
Armamentarii）の2025年第2号には、その方向性を示す論文が掲載された。それは肖留群（Xiao Li
ujun）らによる、極超音速滑空体の強化学習に基づく適応的終末誘導に関する研究であった。終末
誘導とは、標的に接近する最終段階で兵器を操舵する技術である。この論文のコンセプトは、兵器
が事前にプログラムされた軌道をなぞるのではない。AIエージェントが敵の迎撃の試みや戦闘空間
の変化を自ら学習・判断し、回避と打撃の操作を自律的に決定する。しかし、これは学術誌に発表
された研究事例であり、実戦配備された兵器の記録ではない。論文と配備の間の距離は、現時点で
は未知数のままである。

精密打撃兵器が標的を見つけるためには、衛星がその基盤を提供しなければならない。中国はそ
の基盤を自力で構築した。過去の外部システムへの依存から脱却し、独自の「北斗」衛星測位シス
テムを完成させ、これが現在、民生用および軍事用の位置測定と精密誘導を支えている。リモート
センシングと地球観測のために、中国は「遥感」および「資源」衛星ファミリーを運用している。
民間偵察衛星向けに開発されたマルチスペクトルスキャナー、合成開口レーダー、CCDカメラなど
の技術はデュアルユース（軍民両用）の性質を持ち、軍事システムへ容易に転用可能である。民間
目的でつくられた眼が、軍の眼となる。衛星は現在、軌道を回るだけでなくインテリジェンスを獲
得しつつある。ある事例では、中国の民間宇宙スタートアップが100日以内にAI搭載衛星を2機打ち
上げた。これらの衛星は、軌道上でデータを処理した後に地上へ送信する。軍事と商用の双方の目
的に適う、ソフトウェア定義（software-defined）衛星である。

中国の宇宙への野望における最も顕著な変化は、国営の防衛企業の外から訪れている。米国のSpa
ceXを追いかける民間の商用宇宙企業が、軌道獲得レースに参入した。藍箭航天（LandSpace）はそ
の先頭に立っている。酒泉の発射台で目撃された同社の「朱雀2号E（Zhuque-2E）」ロケットは、
中国初の液化メタンロケットである。液化メタンはSpaceXの「Falcon」や「Starship」を駆動する
のと同じ技術であり、次世代の高性能ロケットの鍵とされている。藍箭航天はさらに一歩進んだ。S
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paceXと同様に、第1段ブースターを回収して再利用する技術にコミットした。昨年12月に行われた
「朱雀3号（Zhuque-3）」の回収実験は失敗に終わった。それでも同社は今年、再挑戦する計画を
立てた。失敗の後に前進するスピードが、この競争の性質を物語っている。

競争の規模は衛星の数に現れている。イーロン・マスクの「Starlink」に対抗するため、中国は低
軌道に2万5000機以上の衛星を配置するメガコンステレーション計画を構築している。藍箭航天はこ
の取り組みの打ち上げサービス契約を獲得した。発射台は陸上に限らない。中国は、サッカー場ほ
どの大きさの平らな甲板を持つ貨物船を改造した海上宇宙港「東方航天港（Dongfang Hangtian Ga
ng）」を使用し、海からも商用ロケットを打ち上げている。このアプローチにより、陸と海の両方
から打ち上げ頻度が高まっている。

アジアの他のアクターたちも、この独占的な潮流に抗っている。台湾はその一例だ。台湾宇宙航
空局（Taiwan Space Agency）の支援を受け、ここ3、4年の間に10社以上の宇宙企業が設立された
。これらの企業は自社で衛星を製造し、米国のSpaceXのロケットに搭載して打ち上げるというマイ
ルストーンを達成した。台湾の宇宙への道は安全保障と密接に結びついている。戦争や海底ケーブ
ルの切断による通信遮断の 脅威に備えるため、台湾は欧州の民間衛星企業と共同でマルチ軌道衛星
システムの構築を進めている。国営キャリアの中華電信（Chunghwa
Telecom）は、英仏合弁のEutelsat OneWebやルクセンブルクのSESと提携した。OneWebの低軌道
衛星が安全な通信の強化に活用される一方、SESとは中軌道衛星の開発が進められている。中国の宇
宙覇権に対抗する「有志連合」のサプライチェーンが、このようにして形成されつつある。

極超音速と宇宙は一つの絵へとつながる。通信が遮断された状態で自ら軌道を修正する兵器、軌
道上でデータを処理する人工衛星、そして海上からでもロケットを打ち上げる発射ネットワークは
、すべて同じ方向を指し示している。その方向とは、知能化戦争が必要とする「目」と「手」、そ
してそれらを運ぶ「道」である。確認されているのは、学術誌の論文、試験打ち上げ、企業名、そ
して衛星の数だ。確認されていないのは、これらの技術が実際に戦場でどのように機能するかであ
る。事例は明確だが、結末はまだ決まっていない。

民生と軍事の境界が曖昧になっているため、技術がどちら側で生まれたかを問うことは意味をな
さない。マルチスペクトルスキャナー、合成開口レーダー（SAR）、電荷結合素子（CCD）カメラは
、地球観測や資源調査という民生目的で開発されたが、その性能は軍事偵察の要求仕様と重なって
いる。民間が製造した機器がそのまま軍事システムへと移行するこの「スピンオン」構造は、民生
市場が開発コストを負担し、軍がその成果を収穫する回路を作り出す。極超音速兵器の終末誘導に
用いられる強化学習も、そのルーツをたどれば民間の産業界と学界が共同で取り組んでいる技術で
ある。中国人民解放軍（PLA）の学術誌に掲載された一本の論文が、学界と軍事の境界線上に位置し
ているという事実が、その回路を浮き彫りにしている。研究がどこで終わり、実戦配備がどこから
始まるのかという境界線は、文書だけで引き切れるものではない。

台湾が欧州の衛星企業に舵を切った背景にも、これと同じ境界問題が存在する。測位と通信を単
一国家のシステムに依存している場合、そのシステムを管理する側がスイッチを切った瞬間に、目
も耳も同時に塞がれてしまう。だからこそ台湾は、中華電信（Chunghwa Telecom）を筆頭に、On
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eWebの低軌道衛星とSESの中軌道衛星に賭け金を分散させ、異なる軌道にプレゼンスを分けている
。単一の軌道や単一の事業者に縛られることを拒む、分散型の設計である。また、海底ケーブルが
切断された場合に備え、空にもう一つのルートを確保しておくためのヘッジでもある。「有志連合
」という言葉は、この分散が一国の力ではなく、複数の国の企業によって紡ぎ出されているという
事実を指している。

文書が示すものと隠すものの間の距離は、本節を通じて一貫して存在する。衛星画像は発射エリ
アの拡大を明らかにするが、宇宙の夢を推進する習近平国家主席の真意や、その政策の背景にある
派閥争いまでは見せてくれない。記録は藍箭航天（LandSpace）がメガコンステレーションの打ち
上げ契約を獲得したことを示しているが、その成長の背後にどのような非公式な支援があったのか
についてデータは沈黙している。私たちが検証できるのは、企業名、ロケットの種類、衛星の数、
あるいは学術誌のタイトルだけだ。これらを超えた動機や背景はデータの外側にあり、無闇に埋め
ることはできない。事例を誇張せず、検証された事実に留めておくことこそが、知能化戦争の目、
手、道が物理的にどこまで具現化しているかを、より誠実に見極める方法である。

北斗（Beidou）を配備する前、中国は測位を他国の衛星に頼らざるを得なかった。米国が運用す
るGPSに精密誘導を依存する構造では、信号を握る側が精度を落としたりアクセスを遮断したりし
た瞬間に、誘導兵器の目は曇ってしまう。この脆弱性こそが、中国が独自のナビゲーションシステ
ムを最後まで押し進めた理由である。現在、北斗は単一のシステム内で民間の位置情報サービスと
軍事用の精密誘導の双方を支えている。この自国の衛星ネットワークは、通信から切り離された状
態で目標へと向かう極超音速滑空兵器が、最終局面で座標を取得するための基盤も提供している。
兵器の自律性とナビゲーションの独立性は、パッケージとして一体で機能する。兵器が依存する位
置基準を自国の手にしっかりと握り続けながら、自ら軌道を修正する兵器を構築するための設計な
のだ。

台湾が歩んできた道は、同じ問題を逆側から照らし出している。台湾宇宙航空局の支援のもと、
過去3〜4年で10社以上の宇宙企業が誕生し、自社での衛星製造と軌道投入に成功した。しかし、そ
れらの衛星を宇宙へと打ち上げるためには、米国の企業SpaceXに依存している。衛星は自国で製造
するものの、打ち上げには他人のロケットを借りるという構造だ。文昌や酒泉の商業打ち上げ場に
加えて、海上発射場「東方航天港」を設けて打ち上げネットワークを独自に拡大する中国と比較す
ると、打ち上げ能力を誰が握っているかが宇宙競争のもう一つの軸であることが浮き彫りになる。
藍箭航天（LandSpace）が液体メタンロケットや第1段の回収技術に注力していることも、打ち上げ
能力を自国で完結させることを目指している。過去の失敗にもかかわらず、今年「朱雀3号（Zhuqu
e-3）」の回収試験に再び挑む計画は、この能力の獲得が極めて差し迫った課題とみなされているこ
とを示している。

このように見ると、ナビゲーションの独立と打ち上げの独立は、決して無関係な話ではない。「
目」となる衛星、それを打ち上げるロケット、そして座標を提供するナビゲーションシステムが一
国の中でつながるとき、知能化戦争の目、手、道は他者のスイッチから解放される。中華電信が主
導し、欧州のさまざまな事業者と軌道を共有するという台湾の選択は、そのような独立を単独では
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達成できない者が選んだもう一つの答えである。単一のシステムに縛られるのを避けるため、複数
国の企業をまたいで防御網を織りなす方法だ。独立と連合という二つの道が同じ空の下で分かれて
いるという事実が、この競争の構図を物語っている。

技術の誇大広告（ハイプ）を警戒する

画面の中の対話は穏やかだった。ハワイのアジア太平洋安全保障研究センターが公開したエルサ
・B・カニア（Elsa B. Kania）とのビデオインタビューで、ホストは中国の先端兵器に関する報道を
取り巻く熱狂について尋ねた。カニアは回答を急がなかった。彼女は、誇大広告（ハイプ）に流さ
れる傾向を警戒するよう繰り返し警告した。中国の技術がすでに西側を深刻な劣勢に追い込んでい
るとする極端な主張の多くは、誇張されたものであると指摘した。この慎重さこそが、前二節で扱
った量子センシング、極超音速、宇宙の事例を読む際にも求められる最終的な姿勢である。

外部の観察者は一つの誤りに陥りやすい。中国当局やメディアによる性能発表を、すぐさま米国
を脅かす実戦上の優位性と結びつけてしまうのだ。この誤りを払拭するには、技術を3つの段階に分
解して問いを立てなければならない。開発段階の実証実験（デモンストレーション）なのか、調達
ネットワークに入る配備（デプロイ）段階なのか、それとも実戦のための大規模な運用（オペレー
ショナル）段階なのかを区別する必要がある。これら3つの段階の間には、依然として大きな開きが
ある。実証実験の成功が配備を保証するわけではなく、配備されたからといって実戦準備が整って
いるとは限らない。

実証段階におけるハイプは、研究所や学界の初期の成果を完成された兵器としてパッケージ化す
ることから生じる。カニアは、海底ケーブルを切断するために設計された初期の試作機が、中国や
西側のニュースの見出しにおいて、本格的な能力を備えた兵器へと変貌を遂げた代表的なエピソー
ドを挙げた。試作機は完成した兵器とは異なる。見出しだけで技術的優位性を評価した瞬間に、判
断はすでに歪んでいる。ちなみに、海底ケーブルの切断が中国政府の指示によるものだったかどう
かは依然として議論があり、ここでは帰属を断定しない。

量子レーダーをめぐる論争は、この罠を如実に示している。数年前、中国はステルス機を無力化
できる量子レーダーの分野で、画期的な実証に成功したと大々的に宣伝した。しかし、カニアが科
学者たちに意見を求めた結果は異なっていた。科学者たちの共通した評価は、当時実証された技術
は、敵の激しい妨害が存在する競合環境において実用的に運用することは困難であるというものだ
った。一方で、量子センシングの進展に関する最近の報告は、量子レーダーよりも実現可能性が高
いと評価されている。この二つの技術は名前が似ているだけで、物理的な成熟度は異なる。だから
こそ、政策アナリストは断片的なオープンソースの証拠に頼るのではなく、科学者や技術者と協力
し、物理法則に照らして実現可能性を検証しなければならないのだ。

学術的な議論と実際の運用もまた乖離している。人民解放軍（PLA）のAI認識を扱った報告書「S
RC-PDF-C001」は、軍事誌にある技術や戦略が掲載されたからといって、中国軍がそれを実戦で運
用していると結論付けることに対して警告している。学術誌の研究成果は、中国軍の実際の運用実
態を反映していない可能性がある。論文だけに基づいて軍事力を測定することは、偏った分析視点
をもたらす。公開されたドクトリンと現場の能力は、決して同じものではない。
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配備（デプロイ）段階に進むと、調達データという誘惑が現れる。ジョージタウン大学CSETによ
る中国軍のAI調達分析では、2023年から2024年にかけて人民解放軍が告示した9,000件以上のAI関連
の提案依頼書（RFP）が検証された。表面上の数字は、AIが指揮、統制、通信、監視、偵察、そして
打撃の各領域に全面的に配備されているかのような印象を与える。しかし、研究者たちの結論は依
然として慎重だ。彼らは、この調達データによって技術的成熟度を定量化することは誤解を招く恐
れがあると主張する。告示の大部分は予算規模が小さく、契約後3〜6ヶ月以内の完了を求めている
。これは、完成した兵器システムの大量導入というよりも、商用AIの可能性を迅速に試すための実
験やプロトタイピングに近い。より決定的な事実がある。膨大な調達データの中に、主要な兵器シ
ステムに関する要求は確認されなかった。9,000という数字は、完成された戦力統合というよりは、
巨大な実験場に近いものとして読み解くべきである。それらのうちどれだけが実際の配備や商業化
につながったかを示す成功率のデータは、まだ存在しない。

実戦運用（オペレーショナル）段階を検証することは、外部の観察者にとって困難な作業である
。システムが戦場で実際に戦えるのか、それとも単なる願望やパフォーマンスに過ぎないのかを外
部から見極めるのは難しい。カニアが提示した答えは、包括的なアプローチである。単一のニュー
スの見出しや論文を超えて、研究開発から実験、そして実戦運用に至るパターンの全体像を追跡す
ることだ。調達にとどまらず、その技術が中国軍の軍事戦略や作戦コンセプトとどのように合致し
ているか、そして実際の軍事演習で一貫して検証されているかを、オープンソースを通じて総合的
に判断しなければならない。米国国防総省が発表する「中国の軍事力に関する報告書（China
Military Power Report）」などの外部評価とのクロスベリフィケーション（相互検証）を経て初め
て、兵器の相対的な信頼性を推し量ることができる。

ハイプが生み出される原因を、単に報道姿勢のせいだけにすることは難しい。中国の国家安全保
障における意思決定を分析したランド（RAND）研究所の「SRC-PDF-C005」は、システム内部で不
正確な情報が吸い上げられていくという盲点を指摘している。官僚組織や軍系の研究機関の部下た
ちは、処罰を避け実績をアピールするために、失敗や限界を隠し、上司に対してバラ色の報告を送
る傾向がある。同報告書は、2011年1月にロバート・ゲーツ米国防長官が訪中したタイミングで行わ
れたステルス戦闘機「J-20」の試験飛行を例に挙げている。長官の訪問中に最新鋭兵器のデモンス
トレーションが行われたにもかかわらず、胡錦濤国家主席を含む最高指導部は初期の状況を適切に
把握しておらず、軍と指導部の間の情報伝達の断絶を露呈した。同様の報告構造は、今日のAIや無
人スウォーム（群制御）の開発においても機能している可能性が高い。実証結果が「実戦可能」と
誇張されて上部に送られ、その歪みが対外プロパガンダメディアを通じて西側へと流れ込み、世界
的な技術ハイプへと成長していくのである。

警戒すべき方向性は二つある。外側に向けてはニュースの見出しによるハイプを払拭し、内側に
向けては歪んだ報告が生み出す実績という蜃気楼を疑わなければならない。本書で取り上げられて
いる中央軍事委員会（CMC）直属の科学技術委員会（STC）と、米国のDARPAを比較する記述も、
この境界線上に位置している。二つの組織の機能が比較されているに過ぎず、公開データはこれら
を同種の組織と同一視する根拠を与えてくれない。STCの内部予算やプロジェクト、隠された研究開
発の規模、そして最終的な米中間のAI格差の大きさなどは、提供されたデータの範囲外であり、ど
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ちらとも結論付けることはできない。ハイプを警戒することは、中国の進歩を過小評価することを
意味しない。実証、配備、実戦運用を混同せずに読み解き、検証されたものとそうでないものの間
に明確な境界線を引くことを意味している。

ハイプを払拭することは、能動的な検証であり、受動的な否定ではない。一本の報道に接したと
き、その技術がどの段階にあるのかを問う習慣が最初の障壁となる。それが研究所での実証である
ならば、物理法則に照らしてその実現可能性を評価する。それが調達の公示であるならば、予算規
模と完了期限を見て、実験段階と戦力統合とを区別する。それが実戦準備の主張であるならば、演
習や運用コンセプトにおいて繰り返し検証されているかをオープンソースを通じて追跡する。これ
ら三つの問いをクリアできない成果は、確信の場所ではなく、保留の場所に置いておかなければな
らない。

この検証には謙虚さが伴う。カニアが指摘したように、政策アナリストが断片的なオープンソー
スの証拠を握りしめて成熟度を単独で測定することは、誤った判断を招く。科学者や技術者と協力
して物理レベルでの実現可能性を確認し、米国国防総省の「中国の軍事力に関する報告書」などの
外部評価とのクロスベリフィケーション（相互検証）を経て初めて、兵器の相対的な信頼性を測る
ことができる。9,000件以上の調達公示のうち、実際に配備や商業化に至ったものがどれだけあるか
を示す成功率データがまだ存在しないという事実も、同様の謙虚さを要求する。数字の規模が、必
ずしも能力の規模とは限らないからだ。

警戒すべき方向性は二つの層に分かれる。外に目を向ければ、見出しが試作品を完成された兵器
へと誇張した事例を剥ぎ取らなければならない。内に目を向ければ、処罰を免れるための部下のバ
ラ色の報告が上司に伝わり、対外宣伝を経て、西側に流れ込むという循環を疑わなければならない
。トップの指導者たちでさえ初期の状況を適切に把握できなかったJ-20テスト飛行時の情報断絶は
、歪みがまず体制の内部で生まれ、その後外部へと広がる経路を示している。今日のAIや無人スウ
ォーム開発においても同様の報告体制が機能しているとすれば、西側が直面している誇大宣伝（ハ
イプ）の大部分は、中国内部の情報欠陥が国境を越えた影である可能性がある。

読者の誠実さは、データの境界線を維持することにも現れる。それは、検証された文献が語るこ
との範囲と、沈黙していることの範囲を混同しない態度である。STCの内部予算やプロジェクト、隠
された研究開発の規模、米中格差の最終的な大きさなど、オープンデータの外側にある項目は根拠
のないものとして残し、存在しない資料に含まれていたかもしれない内容を想像力で埋めないこと
を意味する。誇大宣伝を警戒することは、中国の進歩を過小評価することを意味しない。それは、
実証、配備、運用化を区別し、検証されたものとそうでないものの間に明確な一線を画して読み進
めるという、抑制の誓いである。
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第15次計画と新質戦闘力

2026年以降の計画

2026年3月、全国人民代表大会は北京の人民大会堂で第15次5カ年計画を採択した。正式名称は「
国民経済と社会発展のための第15次5カ年計画および2035年までの長期目標綱要」である。対象期
間は2026年から2030年までだ。この文書は、成長率の数値を提示する前に、国家が直面している情
勢を定義している。その情勢を描写する語調は、過去2回の計画とは明らかに異なっている。情勢の
定義が変われば、予算の流れる方向も変わる。

4月に米中経済安全保障調査委員会（USCC）が発表した報告書は、この変化を指摘している（SR
C-PDF-A102）。第14次計画では、2021年から2025年までの期間を平和と発展の時期と呼んでいた
。不安定要素の増大に警鐘を鳴らしつつも、その表現は維持されていた。しかし、第15次計画はこ
の表現を削除した。代わりに、大国間のパワーゲームがより複雑化し、激化していると断言した。
現在を混迷が絡み合い、不安定性が深まる時期と定義したのだ。戦略的機会、リスク、挑戦が同時
に到来するという一文がそこに並べられた。計画の表紙が変わったのである。

この変化した認識に基づき、安全保障と発展を一体化させる原則が確立される。党中央委員会の
建議第5項目は、安全保障は発展の中で固められ、発展は安全保障の中で追求されると述べている（
SRC-PDF-C011）。そこでは、極端なシナリオをあらかじめ想定する「底線思維（ボトムライン・シ
ンキング）」が前面に押し出された。新たな発展の枠組みは新たな安全保障の枠組みによって守ら
れるという一文は、国政運営の大原則へと格上げされた。これは、成長と防衛を一つの文章に収め
た表現である。この二つの言葉が互いの条件として結びつくとき、経済政策と国防政策の境界線は
曖昧になる。

この枠組みの中で、科学技術は安全保障の言語へと翻訳される。計画は、人工知能、量子技術、
核融合、ライフサイエンス、脳科学、深海・深宇宙探査をフロンティア技術と位置づけている。リ
ストの幅は広がり、目標を概説する文章は具体的になった。量子分野では、基礎研究を超えて統合
された量子通信ネットワークを構築するという目標を設定した。これは研究室の実績ではなく、安
全保障インフラを狙った一文である。人工知能は単なるツールではなく、労働や資本と並ぶ生産要
素として定義されている。そして、高品質なデータをその要素の基盤としている。計画は、人工知
能を量子技術、新素材、新エネルギー、6Gと絡み合わせるよう指示している。この融合が、製造や
金融から医療に至るあらゆる領域で生産性を高めると記されている。

自立自強は防衛の言語として使われる。建議第11項目は、半導体、工作機械、ハイエンド設備、
システムソフトウェア、先端素材における自立自強の確保を命じている（SRC-PDF-C011）。独自に
制御できる状態を意味する「自主可控」が目標として提示されている。この指示の背景には、ウク
ライナ侵攻後にロシアが直面した包括的制裁がある。報告書は、これを中国が欧米の制裁、介入、
そして「ロングアーム管轄権」に対抗しようとする試みであると解釈している（SRC-PDF-A102）。
ロングアーム管轄権とは、国内法を国境を越えて適用する拡大された管轄権を指す。そのための手
段として、計画は新型挙国体制を打ち出している。これは、国家が資源と人材を一方向に集約し、
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コア技術の主導権を確保する取り組みである。制裁の経験が、そのまま技術政策の設計図となった
。

科学技術と軍事が交差する点が第55項目である。建議は、新質生産力と新質戦闘力の統合と相互
促進を前面に掲げている（SRC-PDF-C011）。新質生産力とは経済を牽引する力を指す。新質戦闘力
は、軍事作戦や打撃能力を指す言葉として使われている。しかし、新質戦闘力という翻訳は、その
対象範囲が流動的である。政策スローガンとして読むか、確認された軍事能力として読むかによっ
て解釈が分かれる。原文は、新質戦闘能力に対応する表現でこれを出力したにすぎない。本書では
、このスローガンと実質的な能力を区別して扱う。文書に書かれているのは方向性であり、軍事力
の現状そのものではないからだ。

この二つの力を結びつけるシステムが統合国家戦略体系である。計画は、軍民横断的および地域
横断的な改革を強力に推し進める。これは、公共インフラを建設する初期段階から、国防の要請を
確実に反映させる手法である。民間規格と軍事規格の互換性を確保することで、国防科学技術工業
体系を確立することを目指す。民間の成果を軍へと移転する経路が制度化された。過去と異なるの
は、調整機関ではなく建設規則の中にこの融合が組み込まれた点である。

この経路の終点に位置するのが、無人化作戦と知能化である。知能化とは、人工知能が指揮、偵
察、打撃、評価を再編成するドクトリン上の転換を意味する。建議第53項目は、新領域・新質の戦
闘力の発展を指示している（SRC-PDF-C011）。無人知能戦闘部隊とそれに対応する対抗能力の開発
を急ぐよう記されている。続いて、ネットワーク情報システムとデータ資源を用いた知能化された
軍事体系の構築を指示する文章がある。これは配備実績の報告ではなく、開発を加速せよとの命令
である。報告書は、ドローン、エンボディドAI、低空経済における民間の進歩が軍事力へと移転す
る構造を、この計画が明確に明文化したと見ている（SRC-PDF-A102）。これは、実証実験や組織づ
くりと、実際の戦闘配備とを切り離して読むべき一節だ。文書が指示している内容を、戦場で確認
されている現状と同一視することは困難である。

安全保障の言語は、戦場を越えてインフラやサプライチェーンへと広がる。建議第50項目は、政
治的安全保障を最優先に掲げ、食料とエネルギー、主要な生産・サプライチェーン、そして重要イ
ンフラの安全保障を特定している（SRC-PDF-C011）。戦略的鉱物の探査と備蓄を増やすよう記され
ている。戦時の攻撃に備え、国家戦略後方の建設と基幹産業のバックアップ体制の確立を命じてい
る。これは、一つの地域が遮断されても生産が継続できるように予備軸を配置する構想である。国
家安全保障能力が到達すべき領域として、サイバースペース、データ、人工知能、バイオテクノロ
ジー、原子力、宇宙、深海、極地、低空空域を挙げている。第10項目は、平時と戦時の双方向で利
用できる公共インフラ建設を指示している。国全体を強靭性の高い準戦時動員体制へと変貌させよ
うとする意図が読み取れる。この部分は、2027年の建軍100周年の目標に向けた準備として位置づ
けられている。

最後の軸は、資金と規律である。報告書は、習近平が人民解放軍（PLA）の調達システムにおける
汚職を理由に、将官の大規模な粛清を主導したと指摘している（SRC-PDF-A102）。これを反映する
かのように、「建議」第54項目は軍の予算管理改革と軍調達システムの抜本的見直しを指示してい



90 - Kim Kyung-jin

る（SRC-PDF-C011）。勤勉と節約による建軍というガイドラインを厳格に明文化した。しかし、こ
れらの文書からは粛清後に誰が実権を握っているのかは明らかにならない。後継の権力者を断定す
る根拠はここにはない。計画が目指しているのは、人員の入れ替えではなくシステムの刷新である
。これは、汚職によって無人化や知能化プロジェクトが頓挫するのを防ぐための統制だ。2026年か
らの5年間は、この統制の上で科学技術と戦闘力を一つの文章に縛り付ける実験となる。

この計画が何を前面に出しているかは、本文中の単語の出現頻度にも表れている。MERICSの報告
書は、約8万字に及ぶ本文中の政策用語を集計した。人工知能は他のどの用語よりも頻繁に登場し、
それに高品質発展と科技イノベーションが続いた。国家安全保障は約20回繰り返された。科技の自
立自強という用語が、今回の計画で新たな核心課題として浮上した。単語の頻度は、予算の優先順
位を測る大まかな指標にすぎない。それでも、文書が繰り返し強調している内容は、資源がどこに
流れるかをあらかじめ示唆している。5年間の方向性は、これらの繰り返される言葉にかかっている
。

計画の視線は2030年で立ち止まらない。2035年の長期目標が文書の正式名称に併記されている。
5年間の課題は、これら15年間の座標の中に配置されている。2027年の建軍100周年が近い目標地点
であるならば、2035年は遠い目標地点である。科学技術と戦闘力を結びつける実験は、この二つの
時間軸の間で進行する。

この計画を読む際、文書が語っていないことで行間を埋めない態度が必要となる。自立自強や軍
民融合（MCF）を推進する指導部の内意や不安、あるいは派閥間の裏取引などは、公式文献には記
されていない。ここからそれらを推測する根拠はない。新型挙国体制や国家戦略後方の建設を、毛
沢東時代の大躍進や文化大革命に直接結びつける解釈も、文書内には根拠を持たない。本書はその
ような関連付けを行わない。確認された条項、政策名、そして予算や調達に関する記述のみを根拠
とする。文書に書かれた方向性と、戦場で確認される現状とを分けて読むという原則は、このセク
ション全体を通じて貫かれている。計画は5年後に何が整備されるかの約束であり、今日何が装備さ
れているかの報告ではないからである。

この計画で繰り返される言葉の中で、高品質発展は人工知能の直後に置かれている。これは、成
長の指標を速度から質へと転換するシグナルである。急速な拡大ではなく、途切れない生産と制御
可能な技術こそが成長の本質であるとする表現だ。この表現は、発展と安全保障を一つの文章で結
びつけた原則と連動している。品質を重視する成長は、底線思維と同調するからだ。まず崩壊しな
い強固な土台を築き、その上で前進するという順序である。規模の拡大は後回しにされ、揺るぎな
い基礎の確立が前面に出る。暗転した外部認識が、成長の文法さえも変えてしまった。

人工知能を生産要素と定義する条項は、この品質中心の成長への道を開く。計画は、人工知能を
製造、金融、医療のプロセスに投入するよう指示している。データを労働や資本と並べるこの配置
は、人工知能を一業界のツールとしてではなく、全産業の基盤として扱うものだ。高品質なデータ
がその基盤の素材と位置づけられている。データの質が生産の質を決定するという論理である。人
工知能を量子技術、新素材、新エネルギー、6Gと絡み合わせるという指令も、同じ発想から出てい
る。ある技術の成果を別の技術へと転移させる融合が、生産性の次の段階として据えられている。
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この融合をめぐる一文は、先ほど見たフロンティア技術のリストと同じ根から枝分かれしたものだ
。

本文中で国家安全保障という言葉が約20回繰り返されている点も注目に値する。人工知能や高品
質発展ほど頻繁ではないものの、この言葉は計画全体に散りばめられ、成長に関する条項と安全保
障に関する条項の間を行き来している。産業が議論される場所、インフラが議論される場所には、
常に安全保障が影のように付き従う。この反復は、先に見た発展と安全保障の一体化が文書の構造
そのものに組み込まれていることを再確認させる。一部の条項にとどまるスローガンではなく、テ
キスト全体に広がる基調であることを意味している。

単語の並びは予算の順序を暗示する。人工知能が先頭に立ち、高品質発展、科技イノベーション
と続く配置は、5年間にわたって資源が流れる経路をあらかじめ穿つものだ。科技の自立自強が今回
新たに核心課題として浮上したことも、この潮流の上にある。まず外部認識の暗転があり、その認
識が自立という課題を成長の最前線へと押し上げた。情勢の定義、単語の頻度、そして条項の命令
はすべて一方向を指している。

しかし、出現頻度が高いからといって成果が保証されるわけではない。計画に人工知能と何回書
かれたかと、5年後に何が達成されるかは別問題である。文書で繰り返される言葉は目標の重みを示
すにすぎず、結果をあらかじめ決定づけるものではない。単語の頻度は予算の方向性を測る大まか
な指標にすぎないことは、すでに述べた通りだ。このセクションで維持されてきた原則は、この部
分でも継続している。書かれた優先順位を読み解きつつも、それを達成された成果として先走って
読まないという態度である。

新質戦闘力

2025年3月、北京の人民大会堂で第14期全国人民代表大会第3回会議が開催された。習近平国家主
席は人民解放軍（PLA）代表団を前に、「新質戦闘力」の開発加速を促した。中国語の原文は「加快
�展新��斗力」である。この8文字は、その後、中国の軍事文献や高官の演説に繰り返し登場する
ことになる。ジョージタウン大学CSETがまとめた人工知能に対する人民解放軍の認識に関する報告
書は、この表現をインテリジェント化（智能化）アプローチと連動する概念として記録している。
インテリジェント化とは、人工知能が指揮、偵察、打撃、評価を再編成するドクトリン上の移行を
指す。新質戦闘力は、そのドクトリンを支えるスローガンとして、これらの文献の中に位置づけら
れた。

この用語の意味は、軍内部の当事者の言葉を通じることで、いくらか明確になる。中部戦区陸軍
政治工作部副主任である呂賢臣少将は、この概念を説明した。彼の説明によれば、未来の戦争で勝
利するためには、国家は活発な経済発展の機会を捉え、人工知能やビッグデータといった新興分野
の技術研究を推し進めなければならず、これこそがまさに新質戦闘力を構成する。これは、軍事力
と経済的生産力を一つの文章の中に結びつける定義であった。兵器のリストではなく、国家のあり
方の方向性を指し示す言葉だったのだ。政治工作部の幹部がこの定義を提示したという事実も、注
目に値する。新質戦闘力とは兵器庫の言葉であると同時に、イデオロギー動員の言葉でもあった。
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この用語において、翻訳が障害となる。「第15次五カ年計画建議」を英語に翻訳した訳者は、エ
ンドノート52でその範囲を確定させている。彼らは、「新領域新質作戦力量（new-domain,
new-quality combat forces）」は伝統的な歩兵や砲兵を意味するものではないと記した。それは、
人工知能をベースにしたドローン、ネットワーク戦、対宇宙能力など、新興の戦闘様式の軍事力を
指すものであると規定する制限であった。原文で確認できるのは、この範囲の定義までである。「
新質」という言葉が西側の分析官にどのような誤解を招くか、あるいはそのニュアンスがどのよう
な政策的誤判断につながるかといった学術的な議論は、この文献には含まれていない。したがって
、「new-quality combat power（新質戦闘力）」という翻訳は、固定された用語ではなく、流動的
なものとして扱う必要がある。政策スローガンとしての新質戦闘力と、実際の軍事力としての新質
戦闘力は、異なる階層に属している。この二つの階層を混同すれば、スローガンを実力と見誤るこ
とになる。

この用語が国家の基本計画に組み込まれた段階が、第15次五カ年計画である。2026年から2030年
までの期間を対象とするこの計画の論調は、それ以前の計画に比べて明らかに暗い。米中経済安全
保障審査委員会の4月の報告書によると、今回の計画では、この時代を平和と発展の時代と定義して
いた第14次計画の文言が削除された。その代わりに、混乱と深刻化する不安定性が絡み合うという
表現が用いられた。世界情勢を読み取る視線は、楽観論から危機感へと移行している。このような
基調の中で、科学技術は商業的成長のためのツールを超えて、体制を保護するための安全保障の言
語へと引き上げられている。技術覇権の文法が、計画文書に入り込んだのである。

計画の本文は、箇条書きの項目として新質戦闘力を命じている。第53項目は、冒頭に2027年の人
民解放軍創設100周年の目標を掲げている。そこには、新領域・新質の作戦力量を大規模に、かつ実
戦化された即応体制で育成せよとの指示が含まれている。また、無人インテリジェント戦闘部隊と
それに対応する対抗能力の開発を急ぐという一文もある。さらに、ネットワーク情報システムとデ
ータ資源を備えたインテリジェント化された軍事システムを構築することを指示する条項が続く。
最先端技術が実際の兵器システムへと移行する速度を加速させるため、主要な国防開発プロジェク
トを実行せよとの命令も含まれている。世界の戦略的バランスを維持するために戦略的抑止力を強
化することを指示する一文が、この条項の冒頭に置かれた。新型の軍事人材集団を育成するという
要求さえも、この単一の条項にまとめられていた。人間、データ、プロジェクト、抑止力をすべて
一つの場所に並べた設計であった。

核心は第55項目にある。この条項は、経済と軍事をその本質において接着させている。ブルッキ
ングス研究所のアーサー・クローバーらが指摘しているように、第15次計画で新たに登場した政策
用語は、技術主導の成長を意味する「新質生産力（new-quality productive forces）」である。第5
5項目は、統合された国家戦略体系と戦略的能力の強化を命じている。その手段として、軍と地方の
民間部門との間の壁を取り払う「跨軍地改革（軍民をまたぐ改革）」の深化を指示している。民間
部門の新質生産力と軍の新質戦闘力を連動させ、相互に高め合わせることを意図している。これは
、商業用の人工知能、ドローン、低空経済技術が軍のインテリジェント化された兵器に直接移行す
るよう、経済体質そのものを軍民融合（MCF）型へと再構築する試みである。軍民融合とは、民間
の研究、大学、企業、そして軍の調達を一つの軍事技術移転システムへと結びつける戦略である。
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新質戦闘力の真の政策的重量は、この融合設計にかかっている。

文書における命令は、すでに調達や実験という目に見える現実へと波及している。CSETの研究に
よると、人民解放軍（PLA）は2023年1月検収から2024年12月までの期間だけでも、人工知能に関
連する9,000件以上の公的調達公告を出している。しかし、これらの中で実際に配備や実用化に至っ
た割合を示す成功率について、確認されたデータはない。これらの公告の規模は、民間部門から商
業用AIを吸収し、それを指揮、統制、通信、偵察、打撃能力へと移行させる方向性を明らかにして
いる。国防科学技術大学の智能科学学院は、ドローン群を用いた自律作戦実験を行ってきた。また
、中国軍は調達ネットワークを利用して、320キロメートル以上の距離から80以上の空中アセットを
同時に制御できるシステムを要求している。これらの事例は、文書に記載された無人インテリジェ
ント戦闘部隊が、実証と編成の段階を進んでいることを示している。これらの資料の中には、それ
らが大規模な戦闘で検証されたと結論づける根拠はない。したがって、「新質戦闘能力」は、すで
に配備された能力としてではなく、現在調達や実験を通じて構築されつつある能力として読み解く
方が正確である。

これらの調達公告の対象を、個々の兵器と見なすことは困難である。CSETの分析では、これら9,0
00件以上の公告が吸収しようとしている対象を「C5ISRT」という頭字語で分類している。これは、
指揮（Command）、統制（Control）、通信（Communications）、コンピュータ（Computers）
、サイバー（Cyber）、情報（Intelligence）、監視（Surveillance）、偵察（Reconnaissance）、
標的設定（Targeting）を一つの連鎖に織り込む概念である。インテリジェント化の実際の作業は、
この連鎖のどの部分に民間製の商業用AIを挿入するかを決定することにある。「新質生産力」が「
新質戦闘能力」へと移行する経路も、これらの連鎖の間に存在している。計画文書がデータ資源や
ネットワーク情報システムを明示的に規定している理由が明らかになるのは、この点においてであ
る。インテリジェント化された軍事システムは、兵器のリストというよりも、情報が流れる配管の
再設計に近い。調達の規模が大きいということよりも、その調達がどの連鎖を標的にしているかこ
そが、能力の方向性を明らかにしている。

タイムテーブルもまた、この能力の性質を規定している。第53条に示された2027年は、人民解放
軍（PLA）の創設100周年にあたる。計画は、その年を実戦重視の新領域・新質戦闘部隊を開発する
期限と定めている。文書に期限を刻み込むことは、能力がまだ完成していないことを計画自体が認
めていることでもある。兵器が完成していれば、目標年を設定する理由はない。計画文書の暗い基
調の中で、科学技術が安全保障の言語へと引き上げられた背景も、この未完成のステータスに関連
している。西側の制裁を回避し、体制を守ろうとする切迫感が、技術を成長の道具から防衛の兵器
へと押し上げた。「新質戦闘能力」とは、その切迫感が貼り付けた名札なのである。

したがって、私たちがこれらの言葉を読み解く姿勢が重要になる。政策スローガンとしての、条
項の規定としての、そして調達や実験としての「新質戦闘能力」は、それぞれ異なるレベルに位置
している。習近平国家主席の演説はスローガンのレベルに属する。第53条や第55条は命令のレベル
に属する。9,000件以上の公告やドローン群の実験は、目に見える現実のレベルに属する。これら三
つのレベルは同じ方向を指し示しているが、同じ成果を意味するわけではない。スローガンが命令
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になるには政治的意志が必要であり、命令が目に見える現実になるには予算、技術、そして時間が
必要である。目に見える現実が大規模な戦闘で検証されるためには、未だ確認されていない成功率
という関門が残されている。この関門を飛び越えて三つのレベルが重なっているものとして読み解
けば、文書に書かれた野心をすでに手にした実力と誤解することになる。「新質戦闘能力」を正確
に読み解くには、中国が望んでいることと、中国が達成したことを切り離す必要がある。彼らが望
んでいることは文書によって明確に語られているが、彼らが達成したことは、調達ネットワークの
要求仕様や試験場での実証を超えて、まだ完全には明らかになっていない。

データの境界は、能力の境界と同様に鋭く引かれている。公式文献は、習近平主席をはじめとす
る中国指導部が「新質戦闘能力」を推進するにあたって、どのような内面を抱いているのか、ある
いはどのような不安がこの政策を急がせたのかを教えてはくれない。軍の派閥間の舞台裏の闘争や
個人的な動機も、条項や演説の水面下に沈んだままであり、明かされることはない。文書が示して
いるのは決定された方向性であり、その決定に至った心の状態と見なすことは困難である。この空
白を推測で埋めることは、文献が支持しない物語を作り出すことになる。「新質戦闘能力」を誠実
に読み解くということは、条項に書かれていることと、条項が沈黙していることを切り離すことで
もある。

歴史的な系譜を描き出そうとする誘惑も、この抑制の中で処理されなければならない。民間の生
産力を一方向に駆り立てる国家の外見だけを見て、新しい挙国体制の動員文法を毛沢東時代の「大
躍進」や「文化大革命」に即座に結びつけたくなる誘惑にかられる。二つの時代の表面的な類似性
が、その架け橋を築くことを後押しする。しかし、提示された文献は、そのような因果関係の橋を
架けてはいない。類似した外見を系譜の証拠とするならば、分析は文書を離れ、連想の領域へと滑
り落ちてしまう。現在の「新質戦闘能力」政策は、その重量を正確に捉えるために、現在の計画文
書の枠内で読み解かなければならない。

調達の数字もまた、同様の尺度を要求する。9,000件を超える公告は、商業用AIを吸収しようとす
る人民解放軍の方向性を証明しているが、その方向性がどこまで進展したかを証明するものではな
い。文献には、これらのうち何件が契約、配備、あるいは実際の戦闘実績に進んだかを示す成功率
のデータが含まれていないからである。320キロメートル先から80以上の空中アセットを同時に制御
するという仕様もまた、調達ネットワークが提示した要求であり、検証された実績と見なすことは
困難である。要求仕様は目標の言語であり、実績は達成の言語である。両方の言語を同じ天秤にか
ければ、現在構築されつつある能力を、完成された能力へと膨張させることになる。

翻訳の閾値を開けたままにしておくことも、より誠実な態度である。訳者注52は、新領域・新質
戦闘部隊の範囲をAIドローン、ネットワーク戦、対宇宙能力に留めたにすぎない。「新質」という
言葉が西洋の言語に移されたときにどのような誤読を生むか、あるいはその誤読がどのように政策
の誤判断へと波及するかについての学術的な検証は、この文献には存在しない。そうであるならば
、日本語における「新質戦闘能力」という用語もまた、固定された意味ではなく、原文が許容する
範囲内でのみ慎重に扱われるべき仮の用語にとどまる。この抑制はもどかしく感じられるかもしれ
ないが、文書が語っていることと語っていないことの境界線を守ることこそが、中国の野心をその
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達成と混同することなく読み解く唯一の方法である。

自立と拡張

2026年3月、北京で第15次五カ年計画綱要が承認された。文書の最も冒頭に置かれた優先事項は
、改革開放ではなかった。それは「科技自立自强（科学技術の自立自強）」であった。これらの漢
字は、国家の優先順位の移行を圧縮している。成長の言語は、生存の言語へと変化した。中国指導
部は、現在の世界を平和と発展の時期とは呼ばなかった。彼らは、混沌と深まる不安定性が絡み合
う時代と定義した。この診断が、計画全体のトーンを決定している。防衛が第一であり、拡張は第
二である。

自立の枠組みは第11条に含まれている。それは、国家の資源を一箇所に集める「新型挙国体制」
である。これは、計画経済時代の動員手法をハイテクの言語で書き換えた枠組みである。狙いを定
めた対象は具体的である。集積回路、すなわち半導体が最前線にある。産業用工作機械、高級設備
、システムソフトウェアがその後に続く。国家が核心技術のボトルネックを直接突破するという命
令である。それはまた、市場に委ねることはしないという宣言でもある。西側の輸出管理を回避す
ることだけが目標であると見なすことは困難である。目標は、技術の源泉そのものを国内に取り込
むことにある。

この戦略には名称がある。「自主可控（自主管理可能）」である。他者の手ではなく、自分たち
の手で生産チェーンを管理することを意味する。その背景には、米国のロングアーム管轄権（長臂
管轄）による制裁が存在する。これは、国内の単一企業を標的にした制裁が、チェーン全体を停止
させかねないという教訓を得た結果である。その経験が、文書のすべての文に染み込んでいる。対
応は技術にとどまらない。米国中心の金融ネットワークから離脱するための、独立した決済ネット
ワークであるCIPSの構築が、同じ計画の中に並記されている。これは、半導体の自立と決済の自立
を一つのパッケージとして捉える設計である。経済安全保障は、技術安全保障から切り離されては
いない。

AIの分野では、自立の本質そのものが変化した。模倣の段階を過ぎ、国内でのループを閉じる段
階に入っている。研究機関であるDSETの報告書は、単一企業の系譜を通じてその移行を示している
。智譜（Zhipu）の2022年のGLM-130Bや2023年のChatGLM2-6Bは、Googleやスタンフォード大学
のオープンソースアーキテクチャに大きく依存していた。これは、彼らのルーツが米国にあったこ
とを意味する。しかし、2026年にリリースされたGLM-5のコア設計は、米国からではなく、中国企
業のDeepSeekからもたらされた。スパースアテンション、マルチヘッド潜在アテンション、混合専
門家（MoE）アーキテクチャ、そして強化学習の手法がこのようにして移転された。源泉が入れ替
わったのである。

報告書はこの流れを「蒸留カスケード（Distillation Cascade）」と呼んでいる。水が階層を流れ
落ちるように、能力は三つの段階で流れ落ちる。少数の中国の研究機関が、APIを介して米国のフロ
ンティアモデルから能力を抽出する。DeepSeekのような主要企業がその上でアーキテクチャの革新
を達成し、モデルの重みをエコシステムに公開する。智譜、百度、アリババ、バイトダンスがその
革新を自社のモデルに取り入れる。パイプラインの方向は反転した。米国から中国へと入る伝達は
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、中国企業から中国企業へと循環する伝達に取って代わられた。報告書の表現を借りれば、それは
「中国企業間伝達」である。これは、米国の輸出管理がこの内部循環さえも止めることが困難にな
ったことを意味している。

クローズドループが向かう先は、内側だけにとどまらなかった。それは、外側へと広がる第二の
歯車へと繋がっていた。拡張に向けた武器は、オープンソースと価格である。欧米企業がコードを
囲い込む中、中国は開放性に賭けた。その結果は、Hugging Faceのダウンロードランキングにその
まま表れている。アリババのQwenはメタのLlamaを引きずり下ろし、世界で最もダウンロードされ
るモデルとなった。これを単なる一つのランキングの問題と片付けるのは難しい。このモデルから
派生したモデルは10万件を超えている。単一のモデルが、一つの生態系へと成長したのである。

価格は拡張の速度を加速させた。DeepSeek R1は、商業的な改変を広く認めるMITライセンスのも
とでリリースされた。これは、誰でもそれを入手し、改変し、販売できる条件である。2025年5月、
彼らはAPI利用価格を75％引き下げた。同時期の米国企業Anthropicのモデルと比較すると、28倍も
安い。価格が下がれば利用者が増え、利用者が増えればモデルは再び学習する。採用が改善を呼び
、改善がさらに採用を呼ぶフィードバックループである。このループが、中国の産業的優位を内側
から支えている。開放性を損失ではなく、戦略的な力として用いる構造なのだ。

この拡張にはナラティブが伴う。標的はグローバルサウス、すなわち開発途上国である。EU Disi
nfoLabが記録した議論の中で、中国の政策立案者たちはAnthropicやOpenAIを指し示した。彼らは
、コードを非公開にする欧米企業の覇権主義的な傾向を批判した。その対極として、中国は安価で
オープンな技術で貧しい国の発展を支援する立場をとる。ナラティブにおける自らの位置付けを、
解放者の側に置いたのである。それは言葉だけではない。アリババクラウドは、国境を越えたコン
ピューティングインフラへの530億ドルの投資を約束した。これは約70兆ウォンに達する規模である
。政府主導のAI協力センターが、海外に相次いで開設されている。

物理的な拡張は、通信ネットワークにおいて極めて顕著である。ファーウェイはラテンアメリカ
地域だけで、毎年約50億ドルの売上を上げている。これは6.6兆ウォンに達する金額である。つまり
、その地域のデジタルインフラがファーウェイの手に落ちたことを意味する。資金調達、クラウド
、そして5Gネットワークが、習近平のグローバル開発イニシアティブと結びつけられている。製品
を売るだけにとどまらない。提携国を中国の技術基準と経済生態系に引き込む作業である。将来の
知識経済のルールを書く立場に立つための、戦略的な布石なのだ。

自立と拡張は異なる方向を向いているようでいて、単一の軸を中心に回転している。内側に向け
ては、鎖が切れないように閉じ、外側に向けては、規格を普及させることでルールを書く立場へと
進出する。しかし、この構図には一つの疑問が残る。計画文書が命じたブレイクスルーが、半導体
の最前線で実際に達成されたかどうかは、これらの資料だけでは結論づけられない。オープンソー
スの採用が広がったからといって、米国との実力差が逆転したわけではない。DeepSeekの価格が28
倍安いことと、そのモデルの性能がどこにあるかは別問題である。これらの資料から確認できるの
は方向性である。自立を国家の第一文へと高め、拡張をその一文の実行とする設計である。第15次5
カ年計画は、その設計を次の5年間の言葉へと書き写したのである。
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二つの歯車がどのように噛み合っているかは、DSETが添付した別のレポートタイトル「二つのル
ープ」に凝縮されている。内側のループは自立のサイクルであり、外側のループは拡張のサイクル
である。DeepSeekが内側でそのアーキテクチャを開放すると、智譜、百度、アリババがそのウェイ
トを受け取り、自社のモデルに組み込む。こうして洗練されたモデルがオープンソースとして世界
に公開され、世界中の開発者がダウンロードして改変することで、採用の規模が膨らんでいく。採
用が膨らむと、利用データが蓄積され、蓄積されたデータが次のモデルの材料となって内側のルー
プへと戻っていく。自立が拡張を養い、拡張がさらに自立を養う構造である。二つのループはばら
ばらに回転するのではなく、単一の軸の上で噛み合っている。

蒸留キャスケードの方向が反転したという事実は、時間の問題へと行き着く。初期の実力は米国
のフロンティアモデルからAPI経由で抽出されたが、その後、DeepSeekのアーキテクチャ革新は国
内企業の間で循環し、自律的に回り始めた。米国が最初の水路を遮断したとしても、すでに下位の
層へ流れ落ちた水は国内のループ内を循環し続ける。これは、自立が一回限りの成果としてではな
く、自活的なサイクルとして定着したことを意味する。米国の規制が狙う点と、実際の実力が再現
される点が乖離し始めたのである。

この乖離は、欧米の規制論理をすり抜ける。輸出管理は、物資が国境を越えるチョークポイント
を塞ぐ手法である。しかし、アーキテクチャの革新が中国企業から中国企業へと渡り、その成果が
すでにオープンソースとして世界に散らばっているならば、塞ぐべきチョークポイントは完全に消
失する。ハードウェアの輸入を捉えることはできても、設計の拡張を捉えることは難しい。自立の
完成が拡張の盾となり、拡張の広がりが自立の正当性となるのである。

フィードバックの経済学は、単に価格だけの問題ではないようだ。DeepSeekがAPI価格を75％引
き下げ、Anthropicのモデルの28分の1に相当する値を付けた瞬間、開放性は慈善活動ではなく戦略
となる。価格が下がれば採用が広がり、採用が広がれば派生モデルが増え、派生が増えればその系
譜の基準が世界のデファクトスタンダードに近づく。単一のQwenモデルから派生した10万の派生モ
デルは、その基準がすでにどちらに傾いているかを示す数値である。開放性を損失と読む計算方法
と、それを戦略的な力と読む計算方法が、この時点で分岐する。

拡張のもう一つの前線は、ナラティブの前線である。EU DisinfoLabが残した記録において、中国
の政策立案者たちは欧米のクローズドモデルを覇権の言葉でくくり、自国のオープンモデルを開発
の言葉で位置づけた。これは、技術の優劣を競う前に、まず誰が開発途上国の側に立っているかを
定義しようとする試みである。価格とコードは、そのナラティブを裏付ける物証となる。28倍安い
価格と公開されたウェイトは、自称する解放者の肩書を妥当なものにする材料である。ナラティブ
がインフラを呼び、インフラがさらにナラティブを固める場所において、拡張は技術移転を超えて
陣営を選択する作業となる。

この設計が目指す最終的な立場は、ルールを書く立場である。安価なオープンモデル、5Gネット
ワーク、そしてクラウドがインフラとしてグローバルサウスに入り込めば、それらの国の開発者や
企業は中国の技術基準を前提に活動することになる。製品の単発の販売で終わるのではなく、生態
系の文法を植え付ける作業である。ラテンアメリカの通信網を握るファーウェイ、国境を越えてコ
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ンピューティングを敷設するアリババクラウド、そしてAI協力センターを開設する政府の動きを、
個別のビジネスとみなすのは難しい。それらは、将来の知識経済のルールを誰が書くのかという、
単一の問いに対する多角的な回答なのである。
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技術覇権、規範競争、安全保障のジレンマ

技術覇権の文法

Hugging Faceのモデルダウンロードランキングを開くと、上位に見慣れない名前がある。Alibaba
のQwenシリーズがMetaのLlamaを抑えて首位に立っているのだ。この表は、世界中の開発者がど
のコードをダウンロードしているかを示す商業的指標である。その順位の下には、10万を超える派
生モデルが枝のように広がっている。しかし、ワシントンの政策報告書は、同じ数字をまったく異
なる言語で読み解く。CSETが2026年に発表した『Open Models, Soft Power, and the Spectrum of
U.S.-China Artificial Intelligence Competition』（SRC-PDF-C004）は、このランキングをソフトパ
ワーの地図へと置き換えている。ダウンロード数が国家の影響力の座標へと翻訳される瞬間だ。コ
ードの普及度が国力の指標として扱われ、商業的指標と安全保障の壁はその場で消え去る。

技術覇権の文法とは、この翻訳のルールのことだ。モデル、半導体、オープンソースが、産業用
語から安全保障用語へと移行する文法である。SANDが発表した『U.S.-China Hegemonic
Competition and the Artificial Intelligence Arms Race』（SRC-PDF-023）は、大国が技術決定論に
とらわれていると診断する。単一の技術における優位性が、将来の国際秩序や戦争の勝敗を決する
という信念だ。この信念により、技術開発が国家間競争として直接読み解かれるようになる。この
土台の上に、経済発展と国家安全保障を一体化させる技術安全保障国家の形態が成立する。市場で
の成果と軍事的な優位性が同じ天秤にかけられるのだ。北京大学国際戦略研究院が発表した中国の
論文（SRC-PDF-012）は、国家安全保障能力そのものを生産されるものと捉えている。大国間競争
、科学技術の進化、そして軍民融合（MCF）がその生産様式を変化させているという視点だ。太平
洋の両岸は、異なる言語で同じ結論に達している。技術を語る言葉と兵器を語る言葉の境界が曖昧
になっていく。

「安全保障化（Securitization）」という言葉は、この移行プロセスを指している。かつて市場や
学術の領域にあった問題を死活的な脅威であると宣言し、平時のルールの代わりに非常措置を正当
化する潮流である。ある技術が安全保障の言語で定義されると、輸出管理、投資審査、アクセス拒
否などは例外ではなく常態となる。議論の舞台は市場の効率性から国家の生存へと移る。この文法
のもとで、モデル、半導体、オープンソースが次々と安全保障化の対象となってきた。これら3つが
どのように安全保障の言語へと変化したのか、一つずつ見ていこう。

第一の対象は、人工知能モデルである。西江大学東亜研究所が2022年に発表した『China’s AI
Capacity Building and Security Threats』（SRC-PDF-020）によると、中国指導部は人工知能を「
新型軍事打撃力量（新型の軍事打撃力）」と定義している。経済のエンジンという位置づけから、
軍事能力へと直接飛び越える定義だ。AIモデルは無形の非対称戦力として扱われる。ある国が防衛
や商業の目的でAIとビッグデータ能力を蓄積する行為そのものが、敵対国には脅威と映る。それら
の能力が、いつでも指揮統制やキルチェーンに転用可能と見なされるからだ。この構造から、サイ
バー安全保障のジレンマが生じる。防衛のための準備が敵対国の防衛行動を刺激し、その反応がさ
らに不安を増幅させる循環だ。Baidu、Alibaba、Tencentなどの民間企業が政府と連携して構築す
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るデータエコシステム自体が、国家安全保障の資産へと翻訳される。戦時に情報優位を確保するた
めの基盤と読み解かれるのだ。同報告書は、米下院軍事委員会が原爆を開発したマンハッタン計画
をモデルにした軍事用AI開発を提案したことを紹介している。原爆の記憶を人工知能に重ね合わせ
るこの提案は、技術競争を生存の問題へと押し上げる。PayPalの創業者であるPeter Thielは、AIそ
のものが軍事技術であると述べた。中国で進行中のプロジェクトが民間用か軍事用かを区別するこ
とは不可能だという警告だ。これは、安全保障の言語が民間のコードにまで例外なく被せられたこ
とを示している。

第二の対象は半導体である。モデルというソフトウェアが兵器であるならば、それを実行する演
算装置は物理的な戦場に相当する。計算力は火力であるという方程式がその底流にある。米国商務
省産業安全保障局（BIS）は、半導体を貿易品ではなく制御の道具として扱う。米国は2022年10月
と2023年10月の2度にわたり、中国のAI産業へ向かうサプライチェーンを狙った輸出管理を導入した
。規制の網は回を追うごとに細かくなっている。対象は3つの系統に分かれる。AIの実行に必要な高
帯域幅メモリ（HBM）がその一端である。先端ロジックチップやメモリを製造するための半導体製
造装置（SME）がもう一端。そして、米国以外の場所で製造された製品であっても、米国の技術が
わずかでも含まれていれば規制対象とする外国直接製品（FDP）ルールの拡大が最後の一端である
。規制はやがてデカップリングを生む。中国はこれを自国の生存に対する危機と捉えている。国力
を結集する新たな「挙国体制」を構築し、「自主可控（自主的かつ制御可能）」のスローガンのも
とで内製化を推進している。しかし、その成果がどこまで達しているかについては見方が分かれて
いる。DeepSeekのモデルが規制対象のNvidiaチップで学習され、中国人民解放軍（PLA）の非戦闘
部門に導入されたという疑惑も浮上した。ただし、これは確認された事実ではなく、あくまで疑惑
の段階にとどまっている。半導体を巡る文法は、いたちごっこの諜報戦の様相を呈している。

第三の対象は、文法をさらに奇妙にねじ曲げる。コードを世界に無償で公開するオープンソース
である。開発者間の自由な共同作業や学術交流の象徴であった公開コードが、今や影響力を投影す
る道具として扱われている。先ほどのランキングがその客観的証拠だ。AlibabaのQwenシリーズは
、Hugging Face上で10万を超える派生モデルのエコシステムを形成している。DeepSeekのモデル
は、許容度の高いMITライセンスを付与して公開された。C006報告書は、その利用コストが米国のA
nthropicのモデルの28分の1であると指摘している。低コストは、世界中の開発者を中国のエコシス
テムに引き込む敷居となる。中国は欧米のクローズドモデルの独占を「覇権」と呼び、開放性を大
義名分として掲げる。オープンモデルを発展途上国に配布する流れは、ソフトパワーを浸透させる
経路となる。コードを配る手は、技術規格と情報の流れを握る手へと変わる。開放性の顔をした規
格競争なのだ。

オープンソースは、規制を回避するチャネルとしても使われる。観察者はこの流れを「蒸留キャ
スケード（distillation cascade）」と呼ぶ。少数の研究機関が米国のフロンティアモデルのAPIにア
クセスしてその能力を抽出し、DeepSeekのような企業がその上にイノベーションを積み重ねてモデ
ルの重みを世界に公開する。Zhipuをはじめとする他の企業がその成果を即座に取り込み、自社のシ
ステムに利用する。米国技術に依存していたイノベーションのパイプラインが、中国企業間の移転
へと形を変える構造だ。観察者はこれを「自己完結的な安全保障ループ」と呼んでいる。米国技術
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の借用から始まった流れが、現在は自転する回路として閉じていることを意味する。輸出管理では
国内のイノベーションを止められないという主張がこれに続く。米国も対応に動き出した。トラン
プ政権の「AIアクションプラン」には、米国が優れたオープンモデルを最前線に立たせることでグ
ローバルなエコシステムをリードすべきだという論理が含まれていた。開放性が国防と国家戦略の
言語へと昇華されたのである。

これら3つの系統が単一の結論に収束することはない。米国と中国のどちらが人工知能で先行して
いるかという評価は、基準によって分かれる。本書はどちらか一方の勝利を確定させることはしな
い。確認できるのは文法の変化である。モデル、チップ、コードを巡って交わされる言葉が、産業
の言語から安全保障の言語へと移行したという事実だ。2026年にCSISが発表した分析（SRC-WEB-D
001）は、人工知能が米中間の危機のエスカレーションリスクを高めており、両首脳がこれに対処し
なければならないと指摘した。安全保障の言語は後退の余地をほとんど残さない。兵器の文法で語
り始めると、誤解の余地もまた大きくなる。この文法を理解して初めて、次章で扱う組織や予算が
なぜそのような構造になっているのかを読み解くことができる。

この文法は、逆戻りが難しい方向性を持っている。ある問題が安全保障のと言語に翻訳されると
、それを市場の言語に戻すには遥かに大きな力が必要となる。輸出管理の解除案は軍縮を勧める言
葉のように聞こえ、オープンソースを単なる協力の場と呼ぶ主張は警戒を怠る要求と受け取られる
。SRC-PDF-C006が描く半導体規制の構造はその性質を示している。産業安全保障局が半導体を「軍
事近代化と人権侵害を抑止する手段」と定義した瞬間、それらの措置は貿易政策の天秤ではなく、
安全保障政策の天秤にかけられる。天秤が変われば、それを覆すコストも高くなる。

逆戻りしにくい文法は、安全保障のジレンマのループを強固に締め付ける。防衛の準備が相手の
準備を呼び、その反応が最初の不安を増幅させるサイクルは、先ほどのAIモデルに見られた構造そ
のものである。しかし、このサイクルはモデル、半導体、オープンソースを貫いて一つに繋がって
いる。米国の半導体規制が中国の「自主可控」への模索を呼び、その模索が蒸留キャスケードとオ
ープンソース配布という抜け道を切り開き、その抜け道が今度は米国のオープンモデル強化を促す
。3つの系統が互いの次の手を産み落とす構造だ。その手を防衛と呼ぶ側と、脅威と読む側は、同じ
盤面に向き合っている。

言葉の精度が落ちる地点で、文法の危険性は高まる。Peter Thielが「中国で進行中のプロジェク
トが民間用か軍事用かを区別することは不可能だ」と述べたくだりは、この不透明性をそのまま露
呈している。あるコードが商業の成果物なのか兵器の準備なのか区別がつかないとき、敵対国は安
全な側を想定して防衛のレベルを引き上げる。安全な想定が積み重なるにつれ、誤判の余地も蓄積
していく。DeepSeekモデルの学習経路や配備を巡る疑惑が事実と混ざり合う光景は、その危うさを
示している。根拠が固まる前に安全保障の言語が到着すれば、議論は事実検証の場ではなく生存の
場で行われることになる。

この文法を読み解く本書の姿勢は、勝負の判定ではなく、翻訳の観察である。誰がリードしてい
るかを決めるのではなく、産業の言葉が安全保障の言葉へと変化するルールと、そのルールが生み
出す逆転のコストを追う。
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規範競争

2021年12月、国連特定通常兵器使用禁止制限条約（CCW）の第6回検討会議において、中国代表
団が文書を提出した。タイトルは『Position Paper on Regulating Military Applications of Artificial
Intelligence』、中国語の原文は『中国关于�范人工智能�事�用的立�文件』である。この文書は
国際社会に対して8つの要求を掲げていた。その最前線にあったのは、人工知能技術を通じた軍事優
位の追求に反対する一文であった。米国を狙った牽制が、規範の文章へと姿を変えたのである。こ
の光景は、両国の競争が兵器の性能比較を超えて、規範を巡る争いへと移行していることを示して
いる。米国と中国は、人工知能が将来の秩序と戦争の勝敗を決定するという技術決定論に深く浸っ
ている。そのため、自国の安全基準や倫理規範を国際標準にするべく、外交戦と技術戦を同時に展
開している。

ほんの数年前まで、中国はこのような立場から程遠かった。中国には海外での大規模な軍事作戦
の経験が乏しかったため、戦場に適用すべきサイバー交戦規定やタリン・マニュアルのような制度
化された法的枠組みを欠いていた。自律型兵器の攻撃性と運用の優位性から、拘束力のある規範を
受け入れることには消極的であった。しかし、技術覇権競争の深化に伴い、その姿勢は変化した。2
018年7月、全国人民代表大会の報道官であった傅瑩は、人工知能の脅威を防ぐための規範構築にお
いて中国が主導権を握るべきだと促した。同年発表された『人工知能発展白書』には、国家間のAI
軍拡競争の回避に関する文言が含まれていた。規範を拒絶していた国が、規範を作る方向へと舵を
切ったのだ。2021年の8つの要求は、その転換の産物であった。

海の向こうでは、米国が異なる言語で同じ競争に飛び込んでいた。米国国防総省は、中国やロシ
アの技術的向上を自国の軍事優位を侵食する脅威と定義した。2020年2月、国防総省はAI倫理原則を
発表した。責任性、公平性、追跡可能性、信頼性、制御可能性の5つの原則である。国防総省は、共
同人工知能センター（JAIC）を軸に産業界、学術界、同盟国を束ねた。米国の倫理基準を世界の軍
事用AIの規範とするための戦略的布石であった。両国ともに倫理と安全を前面に押し出したが、そ
れらの言葉が指し示す場所は異なっていた。

言葉は同じでも意味が衝突する地点は、「安全（Safety）」という言葉において顕著になる。EU
DisinfoLabの分析によると、両国が対話の中で自国の人工知能が国際的な安全基準に準拠している
と合意したとしても、双方が語る安全の定義は対立していた。その間に戦略的曖昧さが存在する。
中国当局は、国内の研究室がモデルを学習する際に従うべき独自の安全基準を策定し適用している
。問題は、何が不安全かという物差しが、西側の普遍的な基準とは大きく異なる点にある。中国国
家インターネット情報弁公室（CAC、国家インターネット情報オフィス）は、モデルの安全性をテ
ストするための質問リストを選定し承認した。このリストの目的は、人権や普遍的価値の保護では
ない。共産党の政治的ナラティブや体制の安定に反する回答をフィルタリングすることに焦点が当
てられていた。専門家は、国際基準の観点から見れば、このような管理型の安全基準は皮肉にも不
安全な結果を生み出す可能性があると警告する。中国は世界の人工知能ガバナンスをリードする姿
勢を示すが、その底流には、普遍的倫理ではなく自国の戦略的アジェンダを世界に広げる計算があ
る。
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競争の舞台は宣言からコードへと移る。CSETの報告書は、中国が規範を普及させる手段としてオ
ープンソースを利用している点を指摘する。AnthropicやOpenAIのような西側企業がコードをクロ
ーズドに保つ道を選んだのに対し、中国は逆に門戸を開いた。DeepSeekのモデルには許容度の高い
MITライセンスが付与され、AlibabaのQwenモデルは全面的に開放された。その結果、Hugging Fac
eなどのプラットフォーム上で10万を超える派生モデルのエコシステムが成長した。2025年7月、中
国は『グローバル人工知能ガバナンス行動計画』を発表した。西側の閉鎖性を覇権主義的傾向と批
判しつつ、より安価で高速な中国製モデルを発展途上国に浸透させている。この戦略はソフトウェ
アの提供にとどまらない。共産党の価値観やデータ処理方法が組み込まれた技術規格をグローバル
な規範として普及させようとするソフトパワー戦略である。これは、規範競争が外交的宣言から開
発者のエコシステムへと染み出している光景だ。

規範が不在であるか、あるいは相互に衝突する領域において、安全保障のジレンマは増大する。
西江大学東亜研究所の分析は、中国が人工知能を単なる技術ではなく「新型軍事打撃力量（新型の
軍事打撃力）」と定義し、知能化戦争へと引き込んでいることを指摘する。安全保障のジレンマと
は、無政府状態において一国の防衛的措置が他国には脅威と読まれ、軍拡競争を招く現象である。
人工知能はこのジレンマを拡大する。PayPalの創業者Peter Thielは、AIそのものが軍事技術である
と述べ、中国における民間プロジェクトと軍事プロジェクトの分離の困難さを警告した。中国が防
衛や商業のために人工知能を育成する行為そのものが、米国にとっては軍事的脅威と読み解かれる
。攻防の境界が曖昧な技術の性質が、相手国の過剰反応を誘発する。規範がこの曖昧さを解消でき
ない限り、防衛のための投資であっても相手国の軍備拡張を加速させることになる。

誤判の種は、技術そのものの不確実性の中にも潜んでいる。人工知能が兵器システムや指揮統制
システムに組み込まれると、どのようなデータと基準に基づいて打撃指令が下されたのか、開発者
でさえ追跡困難なブラックボックスが生じる。中国は膨大な国内データを基に独自のアルゴリズム
を構築しようとしているが、実戦データが不足する中で指揮官が機械の判断に依存しすぎれば、致
命的な欠陥につながりかねない。限られた情報しか流れないようにする「情報コクーン（情報の繭
）」現象は、指揮官の視野を狭める。存在しない標的をでっち上げるAIのハルシネーション（幻覚
）は、危機の瞬間にその目を曇らせる。その先にあるのは、取り返しのつかない誤判と偶発的な衝
突である。

この状況全体を「軍拡競争」と呼ぶこと自体に疑問を投げかける声もある。米中覇権争いと人工
知能の軍事競争を扱った研究は、Roff（2019）やScharre（2021）の主張を引用している。彼らは
人工知能をミサイルや戦車のような特定の兵器としてではなく、電子機器やコンピュータネットワ
ーク全体に浸透する汎用技術（GPT）と捉えている。要するに、そのような技術に軍拡競争の枠組
みを当てはめること自体が本質的に誤りだということだ。それにもかかわらず、両国の政策決定者
たちは、遅れを取ることへの恐怖から技術決定論に傾倒し、予防的かつ攻撃的な投資を強行してい
る。規範を掲げた競争が、かえって誤判のリスクを高めるという逆説が、本章の次の問いへとつな
がっていく。
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規範競争の本質は、兵器の優位性にあるのではなく、ルールを最初に執筆する立場を握る点にあ
る。米国が5つの倫理原則を掲げ、共同人工知能センター（JAIC）を中心に同盟国、産業界、学界を
結集させたのもそのためだ。自国の基準が世界の文法として定着したとき、競合国は他者が書いた
ルールの枠内で動かざるを得ない立場に置かれる。中国がかつて「タリン・マニュアル」のような
西側の法的枠組みを外から眺めていた時代から、今日、国連の検討会議に直接8項目の要求書を提出
するに至った歩みは、このポジション争いの大きさを物語っている。規範を拒絶するよりも、自ら
執筆する側に回る方が強力な力を握れるという計算が、その姿勢を変化させたのだ。

厄介なのは、両国がまったく同じポジションを狙っていることだ。米国は説明責任と制御可能性
をグローバル基準として推進し、中国は国家インターネット情報弁公室（CAC）の承認した安全基
準を国際ガバナンスの名の下に拡大しようとしている。2つの基準は重なり合わないため、どちらか
一方が他方のルールを受け入れた瞬間、それは事実上の従属を意味する。規範が合意へと収束せず
、ブロックごとに分裂していくのはこのためだ。開発途上国が安価で高速な中国製モデルを採用す
るとき、彼らが取り込んでいるのは単なるソフトウェアではない。その内部に埋め込まれたデータ
処理手法や、中国共産党の政治的ナラティブをも取り込んでいるのだ。ルールを書く手が、世界の
標準を握る手となる構造である。

したがって、この競争においては、遅れを取ることへの恐怖が判断力を追い越してしまう。汎用
技術を特定の兵器と勘違いした政策決定者たちは、相手がルールを固めてしまう前に、自国の基準
を確立しようと焦る。焦りはルールを緻密に練り上げる時間を奪う。規範を確立しようとする焦燥
感は、規範の空白を埋めるどころか、軍備の速度を加速させるだけであり、その空白の中で誤解が
膨らむ余地はさらに広がっていく。

開発途上国の選択は、この競争における均衡を左右する重りとなる。西側企業がコードを非公開
にしている中で、中国はDeepSeekに許容的なMITライセンスを付与して公開し、アリババのQwen
を完全にオープンにすることで、世界中に10万以上の派生モデルを普及させた。予算の限られた国
々にとって、安価で容易に入手できるモデルは拒みがたい提案だ。しかし、これらのモデルを受け
入れる国々が、単なるソフトウェアだけを取り込んでいるとは言い難い。彼らは学習段階で刷り込
まれた安全基準、すなわち中国国家インターネット情報弁公室が承認した質問リストという物差し
も同時に取り込んでいる。何が危険な回答であるかをフィルタリングして排除する手は、すでにモ
デルの内部に根を下ろしている。規範は宣言書に書かれる前に、モデルのパラメータ（重み）に刻
み込まれているのだ。西側の閉鎖性を覇権主義的傾向と呼びつつ、グローバルサウスに向けて門戸
を開く中国の姿勢は、単なる開放性の美徳としてのみ捉えることはできない。そこには、自国のデ
ータ処理手法や政治的ナラティブを世界のデフォルトとして定着させようとする計算が潜んでいる
。

この領域において、「安全性」という言葉の不一致は現実のリスクへと変わる。国際基準が危険
とみなす回答が、中国の物差しでは安全と判断され、中国の物差しが排除する回答が、国際基準で
は普遍的価値の表現とみなされる。1つのモデルの中で2つの物差しが衝突するとき、そのモデルを
指揮統制システムに導入した国はブラックボックスを抱え込むことになり、どの基準が命令を下し
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たのかを追跡することが困難になる。規範のミスマッチがアルゴリズムのブラックボックスと重な
れば、指揮官が頼りにできる判断の根拠は二重に覆い隠される。会談で双方が安全性の維持に合意
したという戦略的曖昧さは、戦場においては異なるルールに基づいて引き金を引くという誤判に繋
がりかねない。

ゆえに、この競争は勝者を決める前に、まず空白を残す。両国がそれぞれの文法をグローバル基
準として押し付け合い、それらが収束しない限り、両者の間にはいかなるルールも届かないグレー
ゾーンが残り続ける。汎用技術を特定の兵器と見誤る焦燥感は、そのグレーゾーンを埋めるどころ
かかえって広げ、広がった空間のいたるところで、誤解が定着する隙間が乗算的に増えていく。

韓国の読者への問い

西江大学東亜研究所が発行した論文の画面を開くと、見慣れない規定が目を引く。それは、習近
平指導部が人工知能を「新型軍事打撃力量（新型の軍事打撃力）」と位置づけたという、金振鎔研
究員による記述だ。これは人工知能を単なる兵器の一種としてではなく、打撃の本質を変化させる
力と捉えている。この一行が韓国の読者に突きつける問いは明確だ。その文章を脅威のシグナルと
して読み解くべきか、あるいは誇張された恐怖として排除すべきかを見極める眼力が必要とされて
いる。本セクションは、その眼力を養うために用意されたものだ。

最初に読み解くべきシグナルは、サイバーセキュリティのジレンマの現実である。たとえ中国が
体制維持や防衛を名目に人工知能とビッグデータを拡張したとしても、米国や周辺国は、それらの
能力がいつでも指揮統制や致命的な打撃へと転用され得ると認識する。防衛のための投資が、敵対
国には攻撃の準備として映る構造だ。韓国政府はすでにこの構造に対して制度的に対応している。
「国家戦略技術育成計画」を立ち上げ、機微な研究や技術が非同盟国へ流出するのを防いでいる。2
020年に制定され2022年に改正された「国家研究開発革新法」は、研究者に対してセキュリティ教
育と監督の義務を課した。これは、技術主権と研究セキュリティを1つのエコシステムに結びつけよ
うとする動きだ。ここには、脅威を漠然と恐れるのではなく、制度的な防衛線をどこに引くかを問
いかける姿勢が組み込まれている。

次のシグナルは、中国人民解放軍（PLA）のドクトリン転換が韓国軍に課す宿題である。車正美の
研究は、中国軍が本土防衛や機械化を中心とした方針から脱却し、無人作戦や人工知能ベースの「
インテリジェント化」システムへと舵を切っていることを指摘している。米国もこれに対抗し、陸
軍将来コマンド（AFC）や人工知能タスクフォースを設立した。両国は互いの脅威を大義名分として
、軍事革新を加速させている。同文献は、この競争が韓国の軍事革新にとって重要な参照点になっ
ていると述べている。これは、多領域のセンサーを接続し、キルチェーンに人工知能による意思決
定支援システムを組み込むという将来戦の構図が、韓国軍の前にも置かれていることを意味する。
ただし、デモンストレーションや組織化の段階と、実際の戦力化の段階を混同しない冷静さが必要
だ。方向性の転換は確認されているが、配備の完了はまた別次元の話である。

もう一つのシグナルは、兵器ではなくコードから送られてくる。中国は米国の輸出規制を回避す
るために、オープンソース戦略に力を入れた。アリババのQwenはメタのLlamaを抜いて世界で最も
ダウンロードされたモデルとなり、10万以上の派生モデルからなるエコシステムを生み出した。De
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epSeekは許容的なライセンスで公開され、そのコストはAnthropicの28分の1であると報じられてい
る。この開放性は、単なるビジネスの問題にとどまらない。中国は西側ビッグテックの閉鎖性を覇
権主義と呼び、自国のモデルをソフトパワーのツールとして、グローバルサウスや開発者にばらま
いている。そのコードの内部には政治的バイアスや情報誘導が搭載されており、それが韓国の情報
エコシステムにも浸透し得ることを読み解かなければならない。安価なモデルの氾濫を単なるビジ
ネスニュースとして片付ける際に見落とされてしまう文脈は、まさにここにある。

ここからは、排除すべき恐怖について述べる。その最前線にあるのが、米中の対立を人工知能の
軍拡競争と描写する視点だ。人工知能をミサイルや戦車のように、あらかじめ決められた破壊力を
持つ兵器とみなすのは難しい。RoffやScharreなどの研究者は、人工知能を電子機器やコンピュータ
ネットワーク全体に広がる汎用技術と捉えている。冷戦期の核競争の枠組みをそのまま当てはめる
こと自体が、概念的な誤りなのだ。Shermanは、「勝者総取り」のフレームは両国の相互接続性や
イノベーションの開放性を覆い隠し、過剰反応を招くだけだと批判した。「軍拡競争」という言葉
がもたらす焦燥感が、かえって判断力を曇らせるという警告である。

次に続く恐怖は、中国の人工知能が完璧であるという幻想だ。人間が意思決定のループから完全
に外れる「完全自律型」に対しては、中国の軍事学者自身も警戒している。実戦データが不足して
いるため、自国システムに欠陥があることを認めているからだ。指揮官が人工知能によってフィル
タリングされた情報だけに囚われ、他の脅威を見落とす「情報コクーン」現象や、存在しない標的
を事実としてでっち上げるハルシネーションは、取り返しのつかない誤判を招きかねない。これと
並んで、体制維持のための検閲がモデルの回答の幅を狭め、戦場での論理的思考を損なうエラーを
生み出すという懸念もある。完璧な「機械指揮官」のイメージは、その内部にある亀裂を覆い隠し
ている。

最後の恐怖は、デモンストレーションと実戦配備の混同である。プロトタイプの発表や大規模な
調達公告を、配備の完了と誤解することだ。ジョージタウン大学の分析レポートによると、2023年
から2024年の間に人民解放軍が出した9,000件以上の人工知能関連の調達公告のうち、主要な兵器シ
ステムに適用されたケースは確認できなかったという。これは、規模としては3ヶ月から6ヶ月程度
の短期的な実験やプロトタイプ制作に近いことを意味する。これに加えて、高帯域幅メモリ（HBM
）や半導体装置に対する米国の輸出規制が、中国の先端開発に時間とコストの負担を強いていると
いう評価もある。部分的なデモンストレーションを完全な軍事的優位へと誇張する恐怖は、取り除
くべきだ。どちらがリードしているかという格差についての結論は、評価基準によって異なるため
、どちらか一方に決めつけない方が正確である。

したがって、韓国の読者が問いかけるべきなのは、脅威の大きさそのものではない。そのシグナ
ルが、我々のどの制度、どの部隊、どの研究所に届いているのかを問うことだ。規定の一行を恐怖
として解釈するか、あるいは政策の座標軸として翻訳するかは、読者の手に委ねられている。画面
上の数字やスローガンをシグナルとノイズに切り分ける訓練、その訓練こそが、本章が残す最後の
促しである。
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この訓練には、もう一つの背景画が必要となる。それは、技術的優位が戦争の勝敗に直結すると
考える「技術決定論」と、科学技術を安全保障の軸とする「テクノセキュリティ国家」の枠組みに
、米中双方が並んで当てはまるという事実だ。中国は「新型の挙国体制」を掲げて技術の自立化を
突き進み、米国は陸軍将来コマンドや人工知能タスクフォースでこれに応戦している。両国は同じ
枠組みの中で互いを鏡のように映し出しているため、一方のスローガンが他方の予算や組織となっ
て返ってくる。韓国の読者は、このフィードバックループの上に自らの座標を設定しなければなら
ない。規定の一行に接したとき、それがどのループから発せられた言葉なのかを問い直すことこそ
が、シグナルとノイズを切り分ける最初の足がかりとなる。

先に指摘した3つのシグナルが落ち着くべき座標は、それぞれ異なる。サイバーセキュリティのジ
レンマは、研究室や研究所に落ち着く。「国家戦略技術育成計画」が引く防衛線や、「国家研究開
発革新法」が研究者に課したセキュリティ教育と監督の義務が、その場所の座標だ。技術主権と研
究セキュリティを1つのエコシステムに結びつけようとするこの制度が、我々の研究室のどの扉を閉
ざし、どの扉を開くのかを問わねばならない。インテリジェント化への移行は、軍の部隊や組織に
落ち着く。多領域のセンサーを接続し、キルチェーンに人工知能による意思決定支援システムを組
み込むという将来戦の構図が、韓国軍の参照点になっているという文献の指摘が、その場所の座標
である。オープンソースのソフトパワーは、情報エコシステムに落ち着く。QwenやDeepSeekのよ
うに安価に公開されたモデルがグローバルサウスや開発者に広まるとき、そのコードに搭載された
政治的バイアスや情報誘導をフィルタリングして読み解く眼力が、その場所の座標となる。

誇張された恐怖を取り除くべき場所も、同様に分かれている。軍拡競争のフレームは、人工知能
をミサイルではなく汎用技術とみなす概念的な場所に片付けられる。完璧という幻想は、実戦デー
タの不足による自国システムの欠陥を認める中国の軍事学者たちの声の前で、そして情報コクーン
やハルシネーションが誤判を招くという警戒心の前で片付けられる。デモンストレーションと実戦
の混同は、9,000件以上の調達公告の規模と3〜6ヶ月という期間を精査し、半導体装置や高帯域幅メ
モリの輸出規制がもたらした時間とコストの負担を推し量る場所に片付けられる。

同じ画面を見ながら、それを恐怖と読み解くか、あるいは座標と読み解くかの分岐点が生じるの
は、読み解くべき自らの立ち位置を定めないまま、脅威の大きさばかりを先に推し量ってしまうか
らだ。もし立ち位置をあらかじめ定めておくならば、画面に映し出される数値やスローガンは、恐
怖を煽る材料ではなく、制度や部隊、研究室が目指すべき政策の材料へと姿を変える。格差を性急
に位置づけようとする焦りを脇に置き、そのシグナルが我々のどの座標に届くのかを問い続ける順
序を守ること。これこそが、本書の章を閉じた後も保ち続けるべき読み手の姿勢である。

読書の姿勢を身体に馴染ませるには、手に携えるべき尺度が必要だ。画面上の文章に出会ったと
き、三つの問いを順に重ねることで、シグナルとノイズの境界が浮かび上がる。第一の問いは、発
信元の階層である。その言葉が、習近平（Xi
Jinping）指導部の規定から発せられたスローガンなのか、Cha Jung-miやKim
Jin-yongといった研究者の分析に基づく判断なのか、あるいはGeorgetown Universityによる調達公
告の集計といった具体的な数値による裏付けなのかを区別しなければならない。スローガン、分析
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、数値は、同じ重みで読むことはできない。第二の問いは、段階である。試作や3〜6ヶ月の実験を
実戦配備と混同せず、方向性の転換と組織化の完了をそれぞれ異なる階層として切り分ける自制が
必要となる。第三の問いは、座標である。そのシグナルが、国家研究開発革新法（National
Research and Development Innovation
Act）によって保護された研究室に届くのか、キルチェーン（Kill Chain）を再編する部隊に届くの
か、あるいはQwenやDeepSeekが流れ込む情報エコシステムに届くのか、その位置をあらかじめ定
める営みである。

これら三つの問いを通過させることで、同じ一文であっても、手元に残る手触りはまったく異な
るものになる。新型軍事打撃能力の規定は、脅威の規模を測る天秤ではなく、我々の研究室のどの
扉に鍵をかけるべきかを問い返す座標へと変わる。知能化（intelligentization）への移行は、恐怖
の種ではなく、どの部隊の編成にマルチドメイン・センサーや人工知能意思決定支援システムを組
み込むべきかを測る政策の材料へと変わる。安価に公開されたモデルの氾濫は、単なるビジネスニ
ュースではなく、そのコードに埋め込まれた政治的偏向や情報誘導を濾過して読み解く眼を研ぎ澄
ますための課題へと変わるのだ。

警戒すべき恐怖もまた、同じ尺度によって取り除かれる。人工知能をミサイルではなく汎用技術
（general-purpose technology）と捉える概念的な視点においては、軍拡競争という枠組みはその
説得力を失う。欠陥のない完璧さという幻想は、実戦データの不足による自国システムの欠陥を認
める中国の軍事学者たちの声や、情報ココーン（フィルターバブル）やハルシネーション（幻覚）
が誤判を招きかねないという警戒感の前に力を失う。デモンストレーションと実戦の混同は、9,000
件以上の調達公告において主要兵器システムへの適用事例が確認されなかったという集計結果を考
慮し、広帯域メモリ（HBM）や半導体装置に対する輸出規制がもたらす時間とコストの負担を推し
量ることで、効力を失っていく。

三つの問いを順に重ねる習慣、それこそが本章を読み終えた後も手元に残る道具である。格差を
性急に規定しようとする焦りを脇に置き、発信元、段階、座標を順に問いかけるとき、画面上の数
値やスローガンは恐怖の奔流ではなく、制度や部隊、研究室へと向かう地図上の道標となる。規定
の一行を脅威と訳すか、あるいは政策の座標と訳すかは、これら三つの問いを重ねる読み手の指先
で分かれるのだ。
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付録：主要組織と公式チャネル

公開チャネルの読み解き方から始めよう。中国の軍事技術体系を追跡する際、類似した名称の委
員会にしばしば遭遇する。中央軍事委員会科学技術委員会、中央科技委員会、中央軍民融合発展委
員会、国家安全委員会が同時に現れるのだ。略称は短いが、組織の背後にある性質はそれぞれ異な
る。軍の内部機関もあれば、党中央の調整機関もあり、あるいは国務院の各部が実際の行政チャネ
ルを務めるものもある。したがって、単一のウェブサイトのアドレスだけで組織の実態を判断する
と、容易に誤解を招くことになる。

この付録は、そのような混乱を軽減するためのガイドである。オープンソースのインターネット
資料を通じて確認可能な公式ウェブサイト、関連する公開チャネル、所在地、および機能をまとめ
ている。多くの場合、軍の内部委員会や党中央の調整機関は、一般の政府官庁のように独立したウ
ェブサイトを維持していない。これらについては「公開情報源において独立したウェブサイトは確
認されていない」と記した。公式サイト上でアドレスが確認されている官庁、大学、公的機関につ
いては、特定のアドレスを記載している。公開された公式サイト上でアドレスが確認できない軍の
内部機関については、北京とのみ記載した。これは、推測に基づいて建物の名称を固定化してしま
うことを避けるためである。

このリストは連絡先の名簿ではない。公開資料を読む際に、どのチャネルを最初に調査すべきか
を判断するための地図である。国防部のウェブサイトは軍の公式発表を確認するためのチャネルで
あり、中国軍網は人民解放軍（PLA）のニュースポータルである。科学技術部のウェブサイトは、中
央科技委員会の行政チャネルを理解するために必要な国務院の窓口である。国家国防科技工業局は
、国防産業と軍民融合（MCF）の行政的な窓口である。国家自然科学基金委員会は、基礎研究資金
の流れを追跡する際に参照すべき場所である。これらの経路を区別することは、軍委科技委（STC）
と中央科技委（CSTC）を同一の組織と誤読する過ちを避けるのに役立つ。

1. 中央軍事委員会科学技術委員会（STC, 中央�事委�会科学技�委�会）

公式チャネルアドレス: https://www.mod.gov.cn/gfbw/qwfb/jwkxjswyh/index.html 所在地:
北京。公開されている公式サイト上で独立したオフィスの住所は確認されていない。

説明: 軍委科技委は、中央軍事委員会（CMC）直属の科学技術に関する軍内部の機関である。国防
部のウェブサイトには「軍委科学技術委員会」の専用の情報開示セクションがある。しかし、一般
の政府官庁のウェブサイトとは異なり、このセクションには組織図や予算、具体的なプロジェクト
の詳細は記載されていない。これは公式発表や活動報告を中心としたチャネルである。したがって
、軍委科技委を見る際には、二つの階層に分けて考えなければならない。一つは、公式発表を通じ
て確認できる存在と活動である。もう一つは、内部予算や人事、プロジェクトなどの非公開の領域
である。本文において、軍委科技委を中国版のDARPAと比較しながらも、同一視はしなかった理由
はここにある。ウェブサイトが存在することは、組織が透明であることを意味しない。公開チャネ
ルは存在するものの、その核心となるプロジェクトの詳細はほとんど表に出てこない。

2. 中央軍事委員会（CMC, 中央�事委�会）
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公式チャネルアドレス: https://www.mod.gov.cn/ 補助チャネルアドレス: https://www.81.cn/
所在地: 北京。軍の最高司令部や内部部門の具体的な所在地は、公開チャネル上では極めて限定的に
しか現れない。

説明: 中央軍事委員会は、中国の軍事指揮系統の最上層部である。国防部のウェブサイトは中国の
対外的な軍事発表のチャネルであり、中国軍網は中央軍事委員会が承認した人民解放軍のニュース
ポータルである。これら二つのサイトは、同じ組織を直接運営する行政的なウェブサイトというよ
りも、公式の軍事発表や軍事ニュースを確認するための公開窓口である。軍委科技委、装備発展部
（EDD）、情報支援部隊といった下部機関からの公式発表も、頻繁にこれら二つのチャネルを通じ
て提供される。したがって、中央軍事委員会を読み解く際、ウェブサイトが組織運営の全体を表し
ていると仮定してはならない。公開ポータルは軍の言葉を外部に投影する窓口であり、実際の意思
決定や内部配備は別の軍事システム内で行われている。

3. 中央軍事委員会装備発展部（EDD, 中央�事委�会装��展部）

公式チャネルアドレス: https://www.mod.gov.cn/gfbw/qwfb/jwzbfzb/index.html
関連調達チャネルアドレス: http://www.weain.mil.cn/ 軍事調達公開チャネルアドレス:
https://www.plap.mil.cn/ 所在地:
北京。公開チャネル上で装備発展部の独立したオフィス住所は確認されていない。

説明: 装備発展部は、2015年以降の総装備部の解体を経て、兵器装備の開発および調達機能の核心
的な軸として登場した。国防部のウェブサイトには装備発展部の情報開示セクションがあり、全軍
武器装備採購信息網が装備調達と需要開示の事実上のチャネルとして機能している。この区別は重
要である。装備発展部は軍内部の権限を持つ機関であるのに対し、調達情報ネットワークは外部の
研究機関や企業が公開調達情報を確認するための経路である。研究開発のアイデアを実際の兵器シ
ステムへと移行させるプロセスにおいて、軍委科技委が方向性を定め、装備発展部が調達と装備化
の基準を管理するという分業が生じる。公開されているURLは、その基準の極一部を示しているに
過ぎない。

4. 情報支援部隊（ISF, 中国人民解放�信息支援部�）

公式発表チャネルアドレス: https://www.mod.gov.cn/gfbw/xwfyr/ztjzh/16302133.html
補助発表チャネルアドレス: https://www.81.cn/yw_208727/16302030.html 所在地: 2024年の創設
式典および関連行事は北京で開催された。公開チャネル上で独立したウェブサイトや常設オフィス
の住所は確認されていない。

説明: 情報支援部隊は、2024年4月19日に創設された新たな戦略的兵種である。国防部の発表によ
ると、この部隊はネットワーク情報システムの構築と運用を包括的に支える重要な支援組織と位置
づけられている。同時に、戦略支援部隊の名称が消滅し、軍事宇宙部隊、サイバー空間部隊、情報
支援部隊、および合同保障支援部隊が新たな体制下で再編された。この部隊はウェブサイトではな
く、公式発表を通じて読み解く必要がある。中国軍は新しい部隊を編成する際、その詳細な組織構
成や駐屯地をすぐには公開しない。公開資料から確認できるのは、創設の時期、指揮系統における
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位置づけ、そして任務に関する表現である。情報支援部隊は、戦場データ、ネットワーク、および
指揮保障を結ぶ軸として捉えるべきである。

5. 戦略支援部隊（SSF, 中国人民解放��略支援部�）

関連公開チャネルアドレス: https://www.mod.gov.cn/ 補助チャネルアドレス:
https://www.81.cn/ 所在地:
公開チャネル上で独立したウェブサイトや現在のオフィス住所は確認されていない。

説明: 戦略支援部隊は2015年に創設され、サイバー、宇宙、電磁波戦などの新たな領域における戦
力を統合する役割を担った。しかし、2024年の情報支援部隊の創設に伴い、戦略支援部隊の名称は
公式発表から消え、関連機能は新しい軍の兵種構造の中に再配備された。したがって、今日におい
て戦略支援部隊を記述する際は、現在の組織としてではなく、組織再編の歴史の一段階として扱う
べきである。その公開チャネルは、国防部や中国軍網の過去の記事である。独立したウェブサイト
を検索してアプローチしようとすると、かえって実態を見誤ることになる。戦略支援部隊は、残さ
れたウェブサイトを通じてではなく、消滅した名称と新たに配備された機能を通じて読み解くべき
組織である。

6. 中国人民解放軍軍事科学院（AMS, 中国人民解放��事科学院）

関連公開チャネルアドレス: https://yz.chsi.com.cn/ 補助チャネルアドレス:
https://www.mod.gov.cn/ 所在地: 北京。公開されている大学院生募集資料などには北京海淀区周辺
の連絡先アドレスが記載されているが、院全体の独立したウェブサイトや本部の公式住所は、安定
した公開ウェブサイトからは確認されていない。

説明：AMSは、CMC（中央軍事委員会）直属の軍事研究機関である。軍事理論、戦争設計、軍事
技術、評価・標準、軍事医学の研究がここに集約されている。一般の大学のウェブサイトとは異な
り、公開インターネット上で確認できるチャネルは限られている。大学院生の募集情報、国防部や
中国軍網の記事、政府教育システム内の採用ページなどが主な入り口となる。この機関はSTC（科学
技術委員会）のような委員会組織ではないが、中国の軍事技術エコシステムを読み解く上で欠かす
ことはできない。なぜなら、軍の長期的な研究アジェンダや科学技術の軍事応用を支える知識ベー
スが、まさにここにあるからだ。ただ、公開されている資料が極めて乏しいという点には留意する
必要がある。

7. 中国人民解放軍国防科技大学（NUDT、中国人民解放�国防科技大学）

公式ウェブサイト：https://www.nudt.edu.cn/ 所在地：湖南省長沙市開福区徳雅路109号。この
住所は、同校の採用サイトや大学院生募集要項で確認されている。

説明：NUDTは、CMC直属の軍事大学である。スーパーコンピューティング、人工知能、電子科学
、システム工学、航空宇宙、海洋・気象などの分野と深く関わっている。STCが研究方向や軍事需要
を調整する機関であるとするなら、NUDTは、その需要を支える人材や研究成果を生み出す教育・研
究の実践現場である。一般の大学と同様に、公式ウェブサイトには学部や大学、採用情報、研究活
動が掲載されている。しかし、軍事大学という性質上、すべての研究が公開されているわけではな
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い。公開されている論文や採用情報、各学院の紹介から強みを読み取ることはできるが、それらを
もって直ちに軍内部のプロジェクトそのものであると断定することは慎まなければならない。

8. 中央科技委員会（CSTC、中央科技委�会）

関連チャネル：https://www.most.gov.cn/
組織設置の検証用チャネル：https://www.news.cn/2023-03/07/c_1129419102.htm 所在地：公開
されている公式チャネルでは、独立した事務所の住所は確認されていない。改組された科学技術部
がその事務機能を担う構造になっている。

説明：CSTCは、軍の組織であるSTCとは異なる組織である。STCがCMC傘下の軍事科学技術機関
であるのに対し、CSTCは党中央レベルの科学技術調整機関である。2023年の国務院機構改革の解説
によると、科学技術部が改組され、その改組後の科学技術部が中央科技委員会の事務機能を担うこ
ととされた。したがって、公開資料を探す際には、独立したCSTCのウェブサイトを探すのではなく
、機構改革文書とともに科学技術部のウェブサイトを確認する必要がある。この区別は本書全体を
通して極めて重要である。STCとCSTCは頭字語が似ているが、一方はCMC内部の技術指揮機関であ
り、他方は党と国家の科学技術政策を司る最高レベルの調整機構である。

9. 科学技術部（MOST、科学技�部）

公式ウェブサイト：https://www.most.gov.cn/
所在地：北京市海淀区復興路乙15号。科学技術部の機関紹介ページで確認されている。

説明：科学技術部は、中央科技委員会の公的な行政チャネルを理解する上で、まず確認すべき国
務院の省庁である。2023年の改革後、科学技術部は、国家戦略科学技術力、新型挙国体制、基礎研
究や国家実験室、科学技術評価、国際協力といったマクロな機能をより明確に担うようになった。
ハイテク産業化や科学技術パークに関する一部の機能は工業情報化部に移管された。科学技術部の
ウェブサイトでは、政策文書、規範的文書、部門紹介、公示情報などを一目で確認できる。CSTCそ
のものが直接表示されるわけではないが、CSTCが動く際にどの実務部門を通じて文書が下達される
かを確認するための入り口となる。

10. 中国国家自然科学基金委員会（NSFC、国家自然科学基金委�会）

公式ウェブサイト：https://www.nsfc.gov.cn/
所在地：北京市海淀区双清路83号。ウェブサイトのフッターおよび部門紹介で確認されている。

説明：NSFCは、中国における基礎研究資金の配分を追跡するための核心的なチャネルである。20
23年の機構改革の解説では、国家自然科学基金委員会は引き続き科学技術部が管理することとされ
た。中国の軍民融合体制において、基礎研究が軍事技術と完全に切り離されて機能していると見る
ことは難しい。本文で言及されているNSFCとSTCのつながりも、こうした文脈で理解する必要があ
る。しかし、NSFCのウェブサイトで確認できるのは、公募された研究助成金や学術分野のリストに
すぎない。軍内部の需要がどのように研究テーマに反映されているかを公開資料だけで判断するこ
とは困難であり、公募プロジェクトの名称や共同基金、交叉科学部（インターディシプリナリー科
学部門）の資料などを丹念に分析していく必要がある。
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11. 工業情報化部（MIIT、工�和信息化部）

公式ウェブサイト：https://www.miit.gov.cn/
所在地：中国北京市西長安街13号。工業情報化部の公開ページのフッターで確認されている。

説明：工業情報化部は、産業政策、情報通信、製造業、電子情報産業を所管する国務院の省庁で
ある。2023年の科学技術部の改組に伴い、ハイテク産業化、国家自主イノベーション模範区、国家
ハイテク産業開発区、技術市場に関連する一部の機能がこの機関に移管された。軍事技術を扱う本
書においてMIITが重要となる理由は、国防行政の一翼を担う国家国防科技工業局とつながっている
こと、そして民間の先進製造業や情報通信産業を観察するための窓口であることにある。半導体、
通信、産業インターネット、スマート製造、ソフトウェアに関する政策は、軍民融合の基盤インフ
ラに直結している。公開ウェブサイトは、産業政策、統計、公告などの変更を確認するための第一
歩となる。

12. 中央軍民融合発展委員会（CMCFDC、中央�民融合�展委�会）

公式報道チャネル：https://cpc.people.com.cn/n1/2017/0620/c64094-29351822.html
関連する国防部報道チャネル：https://www.mod.gov.cn/gfbw/qwfb/4823758.html 所在地：北京
市。公開されている公式チャネルでは、独立したウェブサイトや事務所の住所は確認されていない
。

説明：中央軍民融合発展委員会は、2017年に発足した党中央レベルの軍民融合調整機関である。
公開された報道によると、習近平が主任を務め、第1回全体会議において、委員会規程、事務室規程
、地方の軍民融合機関の設置に関する意見などが審議された。この委員会は、プロジェクトを直接
実行する省庁というよりも、軍、民間産業、大学、地方政府、国防行政を一つの方向に動かす司令
塔としての性格が強い。そのため、ウェブサイトよりも会議の報道や通達の重要性が高い。「軍民
融合」の名を冠した民間のイベントやプロジェクトが乱立した際、同委員会の事務室が関連活動を
適正化するための通知を出した事実も、これらのチャネルを通じて確認できる。

13. 国家国防科技工業局（SASTIND、国家国防科技工�局）

公式サイト：https://www.sastind.gov.cn/
所在地：北京市海淀区阜成路甲8号。ウェブサイトのフッターおよび機関紹介ページで確認。

解説：国防科技工業局（SASTIND）は、国防科学技術工業分野を管轄する行政管理機関である。
同局の公式サイトによると、核、宇宙、航空、造船、兵器、電子分野における兵器装備の研究開発
・生産に関する重要事項の組織・調整を担い、軍工分野の核心能力の構築に責任を持つとされる。
軍委科技委（STC）が軍内部の技術需要と方向性を扱い、装備発展部（EDD）が装備開発と調達を管
理するのに対し、SASTINDは国務院側における国防工業行政の窓口としての役割を果たす。軍民融
合（軍民結合）を分析する際、SASTINDを視野に入れないと、産業側の実態の半分を見落とすこと
になる。公開ウェブサイトでは、政策法規、行政許認可、公告、傘下機関、軍工グループへのリン
クなどが集約されている。
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14. 中央インターネット安全・情報化委員会弁公室、国家インターネット情報弁公室（CAC、中央
网�安全和信息化委�会�公室、国家互�网信息�公室）

公式サイト：https://www.cac.gov.cn/
問い合わせ窓口ページ：https://www.cac.gov.cn/2023-06/09/c_1687955953217584.htm 所在地：
中国網信雑誌編集部の連絡先住所として「北京市海淀区阜成路15号」が公開されている。委員会自
体の具体的な所在地については情報公開に制限がある。

解説：国家インターネット情報弁公室（CAC）は、インターネット上のコンテンツ、データ、ア
ルゴリズム、生成AIサービスなどの規制に直接関わる機関である。軍事技術を扱う書籍においてCAC
が重要視されるのは、純粋な戦闘部隊に関連するからではない。民間AIモデルやデータの規制が、
軍事技術エコシステムの外郭を形成しているためである。生成AIサービスの登録、アルゴリズム推
薦の規制、データの海外移転制限、サイバーセキュリティ審査などは、すべて民間企業の技術蓄積
と直結している。軍民融合が民間技術を軍事システムへと引き込む経路であるとすれば、CACは、
その民間技術がどのような情報環境で育ち、どのような検閲や安全基準を経てきたかを示す窓口で
ある。

15. 中央国家安全委員会（CNSC、中央国家安全委�会）

公式報道窓口：https://www.mps.gov.cn/n2253534/n2253535/c4767394/content.html
補助報道窓口：https://politics.people.com.cn/n1/2023/0530/c1024-40002443.html 所在地：北京
市。独立したウェブサイトや詳細な事務所所在地は、公開されている公式チャンネルからは確認で
きない。

解説：中央国家安全委員会（CNSC）は科学技術委員会ではないが、習近平時代における安全保障
の意思決定システムの上層部を理解する上で、合わせて分析する必要がある。2014年の第1回会議の
報道では、CNSCが国家安全保障体制と戦略を構築するプラットフォームとしての役割を果たすこと
が強調された。2023年の第20期CNSC第1回会議の報道では、複雑な国家安全保障環境と系統的能力
の刷新が強調されている。単独の公開ウェブサイトは確認できないため、読者は会議報道、国家安
全法、党中央文書などを通じて、この組織の政策の方向性を読み解かなければならない。科学技術
や軍事イノベーションが産業的な課題から国家安全保障の課題へと格上げされた段階で、CNSCとの
接点が生じる。

16. 中国軍網（中国�网）および国防部ウェブサイト

中国軍網：https://www.81.cn/ 国防部：https://www.mod.gov.cn/ 所在地：両サイトとも公開さ
れた軍事情報のオンライン窓口である。物理的な事務所所在地よりも、管轄権を持つ機関や運営主
体がどこであるかの方が重要である。

解説：中国軍網は、中央軍事委員会（CMC）の承認を得て運営されている人民解放軍（PLA）の
公式ニュースポータルと紹介されている。国防部ウェブサイトは、中国の国防および軍事展開に関
する権威ある情報を対外的に発信する窓口である。内部の軍組織に独自のウェブサイトが存在しな
い場合、実際の調査はこの2つのプラットフォームから始まる。軍委科技委（STC）の活動報告、装
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備発展部（EDD）の公示、情報支援部隊の創設、軍の改編に関する解説などは、通常これらのチャ
ンネルを経由して開示される。中国の軍事組織を調べる際、民間企業のように「組織名＋ウェブサ
イト」で検索するだけでは多くの空白が生じる。代わりに、国防部の公式発表や記者会見、中国軍
網の主要ニュースや特設ページを横断的に閲覧することが望ましい。

17. 全軍武器装備採購信息網および軍隊採購網

全軍武器装備採購信息網：http://www.weain.mil.cn/ 軍隊採購網：https://www.plap.mil.cn/ 所
在地：オンライン調達窓口。組織の所在地よりも、公開されている調達情報や公示の範囲の方が重
要である。

解説：全軍武器装備採購信息網は、装備発展部（EDD）に接続された兵器装備調達の情報窓口で
ある。国防部の報道でもこのサイトの存在が言及されている。軍隊採購網は、軍の一般調達に関す
る公示、需要、結果を示す別の公開窓口である。これら2つのサイトは、科技委（STC）などの内部
政策を直接明らかにするものではないが、どのような技術的需要が公的な調達の形で提示されてい
るかを確認できる。ドローン、ソフトウェア、センサー、通信、シミュレーション、データ処理な
どのキーワードを追跡する際に有用である。ただし、公開調達の公示が出されたからといって、直
ちに戦場に配備されるわけではない。公示、試作、テスト、装備統合、実戦配備はそれぞれ異なる
段階である。

18. 中国電子科技集団（CETC、中国�子科技集�有限公司）

公式サイト：https://www.cetc.com.cn/ 所在地：北京市。一般に公開されている公式サイト上で
は、本社オフィスの詳細な住所よりも、グループの紹介や事業範囲の説明が優先して掲載されてい
る。

解説：CETCは、中国の軍工エレクトロニクスおよびネットワーク情報システムにおいて頻繁に登
場する中央企業（国有大型企業）である。公式サイトでは、中央政府が直接管理する重要基幹企業
と位置づけられ、電子情報分野における研究開発体制や、軍工電子・ネットワーク情報分野での技
術的地位が強調されている。科技委（STC）や装備発展部（EDD）の直属機関ではないが、軍用電子
機器、レーダー、通信、指揮統制、サイバー・電子戦のエコシステムを調査する際に避けて通れな
い企業である。軍民融合（MCF）の観点からは、民間産業と軍事需要を連結する企業ネットワーク
の代表例として捉えることができる。公開サイトからは、関連会社、製品、革新的成果、社会的責
任（CSR）報告書などが確認できる。

19. 中国航天科技集団（CASC、中国航天科技集�有限公司）

公式サイト：https://www.spacechina.com/
所在地：北京市海淀区阜成路16号。公式の「連絡先」ページおよび会社概要にて確認。

解説：CASCは、中国の宇宙開発、戦略・戦術ミサイル、人工衛星、有人宇宙飛行、深宇宙探査な
どを担う中央企業である。公式紹介文には、運搬ロケット、各種人工衛星、有人宇宙船、貨物宇宙
船、深宇宙探査機、宇宙ステーション、戦略・戦術ミサイル、無人システムの開発・生産が列挙さ
れている。科技委（STC）が先進的な国防研究の方向性を示し、装備発展部（EDD）が装備の統合を
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統括するのに対し、CASCのような中央企業は、実際の設計、製造、研究開発能力を支える主柱とな
る。宇宙、極超音速、偵察・通信衛星、ミサイルシステムなどのテーマを分析する際には、この企
業グループの動向を並行して追う必要がある。公開サイトでは民間宇宙事業や国家重大プロジェク
トが前面に押し出されているが、その背後にある軍事応用については、別の資料と突き合わせて検
証する必要がある。

20. 中国航天科工集団有限公司（CASIC、China Aerospace Science and Industry Corporation）

公式サイトのアドレスは http://www.casic.com.cn/
である。所在地は北京。公開資料には北京本社や航天科工大厦（Aerospace Science and Industry T
ower）が頻繁に登場するが、公式サイトへのアクセス状況や詳細な住所の開示状況は、時期によっ
て変動することがある。

概要：CASICは、防空、ミサイル、航空機、宇宙および情報技術に深く関わる中央企業である。国
有資産監督管理委員会（SASAC）および各種の公開資料は、同社を宇宙・防衛分野の核心的な中央
企業として紹介している。ただし、接続環境によっては公式サイトの閲覧が不安定になることがあ
る。そのため、この組織を検証する際は、公式サイトのアドレスだけでなく、SASACのウェブサイ
ト、国家国防科技工業局（SASTIND）の軍工集団リンク、および企業開示資料を合わせて確認する
のが確実である。STCと直接同列に位置する組織ではないものの、国防技術が実際の産業能力にどの
ように転換されているかを探る上で、決して見落とせない存在である。

21. 読者が覚えておくべき探索順序

軍の内部組織については、まず国防部のウェブサイトや中国軍網（China Military Online）の公式
発表を探るべきである。STC、EDD（装備発展部）、情報支援部隊、戦略支援部隊などがこれに該当
する。党中央の調整機関については、独立したウェブサイトを頼るのではなく、会議の報道や業務
を管轄する省庁の情報を追う。中央科技委員会（CSTC）はまず科学技術部（MOST）を通じて検証
し、中央軍民融合発展委員会（CMCFDC）は人民網や国防部の報道から、CNSCは公安部、人民網、
新華社通信の報道から確認する。国務院の省庁や公的機関については、それぞれの公式サイトや組
織紹介ページを参照する。MOST、工業情報化部（MIIT）、中国国家自然科学基金委員会（NSFC）
、SASTIND、中国国家インターネット情報弁公室（CAC）がこれに属する。大学や企業については
それぞれの公式サイトを確認するが、公開されている紹介文だけで軍関連プロジェクトの性質を即
断してはならない。国防科学技術大学（NUDT）、軍事科学院（AMS）、CETC、CASC、そしてCASI
Cがこのカテゴリーに入る。

このような順序が必要となる理由は、中国の組織名が上から下まで一直線につながっているわけ
ではないからである。委員会が方針を定め、省庁が行政実務を担い、軍の内部部門が装備や組織を
管理し、大学や企業が人材と技術を供給する。ウェブサイトを持たない組織の権限が必ずしも弱い
わけではない。住所が公開されている組織が必ずしも透明であるわけでもない。公開されている窓
口の違いは、権限の大きさではなく、情報の開示手法の違いを示しているにすぎない。読者はまず
その違いを見極めなければならない。
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22. URLと住所を読み解く基準

本付録に掲載されている住所およびURLは、韓国標準時2026年7月14日現在、公開ウェブ上で確認
された内容に基づいて作成されている。中国の機関のウェブサイトは、頻繁な再編やアクセス制限
が行われる。同一の組織であっても、英語名、中国語の略称、党組織名、国務院の省庁名、軍内部
での名称が乖離していることが少なくない。したがって、単一のURLを鵜呑みにするのではなく、
国防部の公式発表、中国軍網の記事、省庁の組織紹介、中央企業の公式サイト、そして新華社通信
や人民日報の報道をクロスチェックした。

住所の取り扱いには、さらに慎重を期す必要がある。MOST、MIIT、NSFC、SASTIND、NUDT、C
ASCなど、組織紹介や問い合わせページが比較的明確な組織については、具体的な所在地を記録し
た。一方で、委員会の性質が強く、確認可能な独立したウェブサイトを持たないSTC、CMCFDC、C
NSCなどの組織については、所在地を「北京」のレベルにとどめている。また、AMSのように、公
開情報が大学院の募集要項やプレスリリースなどに分散している組織については、あえて特定の公
式サイトを特定しなかった。無理に空白を埋めることは、読者にとってかえって有害だからである
。

中国の国防科学技術システムは、指導機関、軍内部の部門、国務院の省庁、中央企業、大学、そ
して研究所が複雑に重なり合って機能している。公開ウェブサイトを持つ組織は、行政や広報の表
層を示しているにすぎない。公開ウェブサイトを持たない組織は、プレスリリース、会議録、人事
記事、調達公告などの痕跡を通じてその姿を現す。この違いを区別することで、本文で言及されて
いるSTCの位置づけがより明確になる。STCは研究所でも、企業でも、大学でもない。公的な組織図
で目立つ場所に掲げられている広報組織でもない。それは、軍が未来の技術に対してどのような言
葉を使い、どこに仕事を割り振り、どの段階で産業界や大学を巻き込んでいるかを読み解くための
司令窓口なのである。

読者が後日この資料を再検証したい場合は、まず中国語の正式名称で検索することをお勧めする
。たとえば、「中央軍委科学技術委員会」と入力した上で、「国防部 权威�布」（国防部公式発表
）、「中国�网」（中国軍網）、「装��展部」（装備発展部）、「�民融合」（軍民融合）とい
った言葉を添えて検索する。英語の略称だけで検索すると、米国の報告書やシンクタンクの記事が
上位に表示され、中国公式の発表が埋もれてしまうからである。本書が中国語の正式名称と英語の
略称を併記しているのも、このためである。中国の組織を中国語の名称で直接追跡できてこそ、読
者は翻訳された説明の枠に閉じ込められずに済むのである。
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